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特麋/全国安全乜ンターの厚生労働省交渉

行舫針.評価を明確にし 迫力ある労働基準行政を 
「労災制度のあり方研究会」は公表拒否

古谷杉郎
全国安全センター事務局長

全国安全センターの今年度の厚生労働省交渉は、 
7月n日午後1時から4時半の3時間半にわたり、厚 
生労働省1階の共用第4、第5会議室をぶちぬいて 
実施された。各地域の安全センター代表ら約30名 
が参加し、厚労省側の出席者も、「A.全般的事項」、 
「B.労働安全衛生関係」、「C.労災補償関係」の3部 
に分けて入れ替わりながら、約30名にのぼった。要 
望事項及び回答とやりとりについての、詳しい記録 
は録音テープを起こして13頁以下に収録している。

政策評価
行政運営の方針と実績の評価
今回の特徴のひとつは、労働基準行政運営の方 

針とその実績の評価のあり方の問題を取り上げた 
ことだろう。

「平成13年1月に実施された中央省庁等改革に 
おいて、行政の活動を評価するシステムの一環とし 
て新たに政策評価制度を導入することとされ、平成 
14年4月から『行政機関が行う政策の評価に関す 

る法律』(平成13年法律第86号)に基づく政策評価 
を実施することとなったJo2001年3月に「厚生労働 
省政策評価実施要領(案)」のパブリック•コメント手 
続が行われた際には、全国安全センターは意見を 
提出している(2001年5月号10-13頁囲み参照)。

その後、「政策評価実施要領」、「政策評価運営方 
針」、2002〜2006年度の5年間を計画期間とする 
「厚生労働省における政策評価に関する基本計画」 
が策定され、平成14、15年度分の「厚生労働省実 
施計画」の策定、そして、平成13,14年度について 
は、「実施した評価の結果」も公表されている(http:/ 
/www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/)。
厚生労働省における政策評価は、「政策を評価 

し、その評価結果を政策に適切に反映することを通 
じて、国民の視点に立った政策運営やサービスの 
提供に努め、国民生活の一層の向上を図っていく 
ことが重要である」という観点から、以下に掲げる事 
項を目的とする、とされている。
(1)国民に対する行政の説明責任(アカウンタビリ 

ティ)を徹底すること。
⑵国民本位の効率的で質の高い行政を実現す
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ること。
⑶国民的視点に立った成果重視の行政への転 
換を図ること。

(4)厚生労働省の総合的•戦略的政策展開を推進 
すること。
また、「政策評価の実施に関する方針」は次のよ 

うに説明されている。
「厚生労働省においては、政策の質の向上、政 

策形成能力の向上や職員の意識改革等を図るた 
め、政策評価を、新たな政策の導入、既存の政策 
の見直し•改善及び実施などの行政活動の中に明 
確に組み込み、実施するものとする。

また、政策評価を効果的•効率的に実施するため、 
政策の目的とその手段の関係を明確にするとともに、 
評価の対象とする政策の特性や評価の目的等に 
応じて、事業評価方式、実績評価方式又は総合評 
価方式を適切に選択して実施するものとする。

なお、評価に当たっては、政策効果の発現の時 
期や政策効果の把握に要するコストなどを勘案し、 
政策評価を実施する時期や把握する政策効果の 
範囲などについて適切に判断して行うものとする」。
日本の行政にとって画期的な取り組みと考えられ 

るのだが、本誌6月号で「第10次労働災害防止計画」 
をめぐって、この問題を取り上げているように、とり 
わけ労働基準行政、ことに安全衛生や労災補償に 
関しては、その実態たるやおざなりというか、お粗末 
きわまりない。到底上述のような目的や方針を体現 
したものにはなっていない。
法令等の新設•改廃等に係るパブリック•コメント 

手続に関しても、欧米では、本誌で何度か紹介した 
実例を見てもわかるように、背景•経過、理由•根拠、 
目的•目標、影響評価、費用効果分析(CBA)等を 
示して、国民に意見を求めているのに対して、わが 
国の実態は、検討の経過や理由•根拠等も説明す 
ることなく、ただ提案の内容だけを示して意見を求め 
ている場合がほとんどである。寄せられた意見に対 
して、回答が示されるようになったことは、この制度 
が導入されたことによる大きな変化であるとしても、 
こと労働基準行政関係でみる限り、寄せられた意見 
を積極的に取り入れようという意欲は感じられず、 
上から決められた手続だからこなしているというの 

が実状ではなかろうか。
現行の政策評価の中では、(事前•中間•事後の) 

「事業評価」や「総合評価」の方が相対的にましな説 
明がなされているように見受けられるが、労働基準 
行政に関しては、これまで平成14年度に「職業生活 
活性化のための年単位の長期休暇制度導入に向 
けた取組」について、「事前事業評価」が行なわれ 
ているのみで、あとは全般的な施策目標(また、この 
施策目標が評価に適したものになっていない！) 
に係る「実績評価」しかなされていない。
今回の交渉で、監督課が、政策評価においては 

定期監督件数等を「評価指標」として実績を示しては 
いるものの、「基本的には数値で図るものではない 
と考えている」と回答した。たしかにそういう面がある 
し、政策評価が不適切なCBA (費用効果分析)重視 
にならないように警戒する必要があると認識してい 
るが、日本の現状はそのような議論以前と言うべき 
であろう。労働基準行政サイドでも真剣に政策評価 
のあり方を考えないと、「行政改革」や「規制緩和」の 
格好の餌食にされてしまうのではないか危惧してい 
る。ちなみに交渉の場では、少なくとも、(定員数で 
はなく)実際に配置されている監督官や職員数と併 
記して実績数値を示したらどうかと提案したが、2000 
年度分までであるが、全労働省労働組合作成の資 
料を次頁に掲げておく。
行政手続法、情報公開法、政策評価法、あるい 

はパブリック•コメント手続等、トップダウンで、日本 
の行政を近代化、民主化するようなシステムが導入 
されてきているのに対して、当の行政官自身が「意 
識改革」どころかその意義をまったく理解しておらず、 
旧態依然たる発想•姿勢のままでいるというのが、 
現状の妥当な描写であろう。

行政運営方針•監察結果
手の内がばれると困る？

評価に値する方針が明確にされていることが、有 
効な評価の前提条件であることは論をまたない。

この点では、毎年、「地方労働行政運営方針」が 
公表されている(平成15年度分は、http://www.

安全センター情報2003年9月号3



特集/全国安全センターの厚生労働省交渉 目

全労働省労働組合作成の資料による。 *2000年度の「職員数」は、本省(労働基準局)及び労働基準監督署の人数。

mhlw.只o.jp/topics/2003/03/tp0331-1.html)。

また、情報公開法が施行されたことにより、開示

請求等を通じて、これとは別に、毎年、「監督指導業

務の運営に当たって留意すべき事項について」、及

び、「労災補償業務の運営に当たって留意すべき事

項」という行政通達が出されていることがわかり、本

誌では毎年入手して紹介してきている(平成15年度

分は7月号参照)。

安全衛生業務についても同様の文書がないか確

かめたが、平成15年3月12日付け基発第0312010

号「安全衛生業務運営要領Jという文書が出されて

いることがわかり、開示請求によって入手した(59頁
に紹介入ただし、この文書は、毎年発出する文書

ではないということである。(後述の「中央監察結果

4 安全センター情報2003年9月号

の概要」をみると、平成13年3月30日付け基発第

224号「今後の労働衛生対策における監督指導等

の進め方」という通達も出されている模様)。

一方、行政運営方針の実施状況の評価に相当

しそうな文書として、労働基準行政(労災補償行政に

係るものは除く)に係る「中央監察結果の概要J(平

成14年度分は平成15年1月31日付け基発第0131

003号、38頁参照)、「中央労災補償業務監察結果

報告書J(同じく平成15年1月21日付け基発第0121

003号、 45頁参照)があることもわかり、これらも開

示請求によって入手した。

前述の「政策評価」で公表されている抽象的な施

策目標よりも、これらの文書の方が相対的にはる

かに、労働基準行政の実態を把握できるように思



えるのだが、いかがだろうか。

しかし、これらの文書をーより具体的な行政運営

方針とその評価の一環として 公表するようにとい

う要望を、いずれの部課も退けた。開示決定手続

においても、「労災補償業務の運営に当たって留意

すべき事項」以外の文書については、いずれも墨

塗りの不開示部分のある一部開示とされた。不開示

の理由は、以下のようなものである。

0中央監察結果の概要(I監督指導業務の運営

に当たって留意すべき事項について」も同様)

「監督対象事業場の選定方法及びその理由、

行政対象に対してとる手法、監督の実施時期等

に関する監督指導業務の運営状況等に関する

情報が含まれており、これらを公にすることによ

り、監督指導業務の手

法等を明らかにし、労

働基準監督署が行う

検査・監督・犯罪捜査

から逃れることを容易

にし、または助長する

等監督指導事務等の

適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあ

りj、情報公開法第5

条で不開示とすること

ができるとされている

「公共安全情報」及び

「行政執行情報jに該

当する。

「年間監督指導計

画及び年間安全衛生

業務の策定状況等に

ついて」の中には、「労

働基準監督機関が特

定の会社に対して行

なった指導事項に関

する情報が含まれて

おり、この情報を公に

することにより、当該

法人の権利、競争上

の地位その他正当な

利益を害するおそれJがある(法人情報)。

「司法処理の取組状況について」の中には、「司

法事案の処理状況等に関する情報が含まれて

おり、これを公にすることにより、犯罪捜査に支

障を及ぼすおそれ」がある(公共安全情報)。

0安全衛生業務運営要領

「安全衛生指導対象事業場の選定及び措置要

領など安全衛生指導業務の実施内容に閲する

情報が含まれており、これらを公にすることによ

り、安全衛生指導事務の手法などが明らかとなり、

労働基準監督署の行う検査、監督から逃れるこ

とを容易にし、または助長する等安全衛生指導事

務の適正な事務に支障を及ぼすおそれ」がある

(公共安全情報・行政執行情報)。

安全センタ情報2003年9月号 5 



特集/全国安全センターの厚生労働省交渉
〇中央労災補償業務監察結果報告書

「公にすることにより、不正受給の手法等が明 
らかとなり、正確な事実の把握を困難にするおそ 
れ、または違法若しくは不当な行為を容易にし、 
若しくはその発見を困難にするおそれがあること 
により、労災保険給付事務の適正な遂行に支障 
を及ぼすおそれ」がある(行政執行情報)。
いろいろ言ってはいるが、要は、「手の内がわかっ 

てしまっては困る」ということなのだろう。前述のよう 
に、厚生労働省として明確に文書化している、政策 
評価の目的や方針が求められている時代に、この 
ような姿勢がふさわしいのか、と言うことである。

監督•指導のあり方

重点課題の違反なくす迫力
交渉の場においても、公表できない理由として、 

上記のような文言が繰り返された。
議論は、監督•指導のアプローチをめぐって、若 

干行なわれた。われわれの主張は、「労災かくし」の 
根絶など、重点課題について、一定の要件に該当 
する場合には必ず送検するという方針も含めて、広 
く公表•周知し、また積極的に情報提供を求め、違 
反を一掃するという強い決意•迫力が、必要かつ有 
効なのではないかということである。手の内は隠して 
いても、違反がある場合には果敢に処罰を行なっ 
ているということであればまだしも、これまでの全国 
安全センターの厚生労働省交渉でもしばしば取り上 
げてきたように、日本の監督行政による司法処分に、 
われわれは満足していない。
海外には、現実に、日本とは異なるアプローチを 

採用しているところもある。
例えば、アメリカの労働安全衛生庁(OSHA)の「法 
令(Laws & Regulations)」のホームページ(http:/ 
/www.〇 sha.gov/comp-l inks.html)をみると、伝令 
情報に加えて、以下のような情報が提供されている 
(「法令」のぺージよりも上位に「法令遵守を援助す 
々(Compliance Assistance)」ペーン(http:// 
www.osha.gov/dcsp/compliance assistance/) 
用意されていて、同様の情報にたどり着けるように

なっている)。
〇解釈の手紙■メモ(Interpretation Letters &

Memos)—OSHA規則の順守に関する書面に 
よる質問に対するOSHAの回答(日本の現状で 
は考えられない！)

〇よくある質問と答え(FAQ)
〇遵守通達(Compliance Directives)一「規則の 
執行及びプログラムの運営のためのOSHA内部 
の方針」と説明される、日本の場合の通達に該当 
すると思われる「Directive Jの表記区分のなかに 
「遵守(CPL: Compliance)」がある。莫大なCPL 
通達が公表されているが、例えば、本誌でも紹介 
してきた針刺し安全の関連では、CPL 2-2.69血 
液感染病原体への職業病曝露に対する執行手 
順(2001年)が出されている。この指示の「目的」 
染病原体への職業曝露規則漣邦規則集：29C 
FR1910.1030)を執行する監督を行う際にとる斉 
一的な監督手順を確保するための方針を確立し、 
説明を提供する」こととされている。要するに、監 
督指導方針を天下にしらしめているのである。 

〇遵守ガイド(Compliance Guide)
〇現場監督参照マニュアル(Field Inspection

Reference Manual CPL 2.103)—日本で言え 
ば「監督官必携」が公表されているようなものか。 

〇評価委員会の決定(Review Commission Di- 
cisions)
さらに、これは以前あるAFL-CI〇のスタッフから 

教えてもらったのだが、OSHAのホームページでは、 
「監督データ(Inspection Data) Jの検索をすること 
も ロ」育旨である(http://www.osha.gov/oshstats/) 〇 
例えば、個別事業場名を入力して、当該事業場に 
対して1972年7月以降に行われた監督に関する情 
報を入手することができるわけで、監督の種類が「計 
画」か「申告」によるものか(後述のように「災害」監 
督等の場合もある)、監督対象は「部分的」か「全体 
的」、何に「重点」を置いたか、「事前通告」を行った 
かどうか、さらに、「違反」内容から「罰金」の額まで 
わかる(労働組合の有無もわかるので、組織化にも 
活用されているという)。「災害監督(Accident In- 
vestigation)」の報告概要一災害発生日時、災害 
の概要、被災者の年齢、性別、傷害の程度•性質、
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職種等の情報も入手可能である。
ちなみに、企業検索(Establishment Search)で 

「j apanjと入力して検索すると、名称にRapan」の文 
字を含んだ企業に対する過去61件(最新は今年6 
月16日)の監督データが表示された。

なお、筆者が感じている、最近の〇SHAの取り 
組みの特徴は、このような法令の執行に加えて、 
アメリカ版マネジメントシステム•アプローチとして紹 
介されることも多い「自主的防護プログラム(VPP: 
Voluntary Protection Programs)」をはじめとした、 
企業や団体との協カプログラム(Cooperative 
Programs)や、若者や英語以外の言語(スペイン語 
等)にも重点を置いた、教育トレーニングやよい実 
践例、技術的情報などの提供に力を入れているよ 
うに思.えることである。

とりわけ労働安全衛生行政に関しては、法令の 
遵守一違反に対しては刑事罰の適用を含めて積極 
的•果敢に対処することと合わせて、位置づけや効 
果を明確にしたガイドラインや行政指導の活用、技 
術協力や情報の普及等々を有機的に連携づけて 
展開しなければならない。これらのことを、現場の労 
使の自主的な取り組みを促進するための枠組みと 
して包括的に議論する必要性を痛感している。

労働基準情報システ厶
官房も知らない身内だけの道具
先にあげた文書のうち、監督指導業務運営上の 

留意事項通達と安全衛生業務運営要領通達、中央 
労災補償業務監察結果報告書については、文書 
の冒頭に「秘」という記載がなされている。

「厚生労働省文書管理規程(平成13年1月6日付 
け厚生労働省訓令第21号)」によると、第6章として 
「秘密文書の取扱い」が取り上げられ「秘密文書」 
の区分を以下のように定めている。
⑴極秘一秘密保全の必要度が高く、その漏えい 

が国の安全又は利益に損害を与えるおそれのあ 
るもの

(2)秘一極秘に次ぐ程度の秘密保全が必要であっ 
て、関係者以外には知らせてはならないもの

「極秘」については官房長または部局長が、「秘」 
については課長が指定を行なうものとされている。 
また、指定を行なう場合には「秘密取扱期間」を定め 
るものとし侗期間が経過したときは指定は解除され 
たものとする)、秘密文書には、極秘または秘の区 
分、秘密取扱期間及び作成課名を表示するもの、 
とも規定されている。
前記の3文書は、「秘」の表記はあるものの、いず 

れも「秘密取扱期間」の記載はないので、厚生労働 
省文書管理規程の埒外で、労働基準局内部で勝手 
に表示しているものかもしれない。そうだとすれば、 
それも問題であるが、文書の入手が遅れたこともあっ 
て、今回の交渉で取り上げることはできなかった。

「厚生労働省における行政情報の電子的提供の 
推進に関する実施方針(平成13年7月31日行政情 
報化推進会議決定)において、「通達(法令等の解 
釈、運用の指針等に関するもの)の全文」等につい 
て「積極的に電子的提供を行う」等とする、同省の方 
針は明示されている。しかし、労働基準行政は、こ 
の方針を無視し続けている。昨年度の交渉におい 
て、局としての改善を約束したものの、一向に改善 
されていない。今年度の交渉においても、明答せず 
(明答できる担当者がおらず)に持ち越しになったか 
たちだが、今度こそ改善を期待したいものだ。
議論の中では、労働基準局が独自に運用してい 

る「労働基準情報システム」の問題点が浮き彫りに 
なったと思う。私たちは情報公開法の施行によって 
このシステムの存在を知り(2002年3月号6-7頁の 
囲み参照)、明解な説明が得られない中で、莫大な 
量にのぼる各業務別の機械処理手弓I-事務処理手 
引の目次や全文、蓄積情報の一部などを開示請求 
によって入手することや、地方局•署の現場で垣間 
見える使用状況などを通じて、同システムの把握に 
努めてきた。
少なくとも、労働基準行政関係の通達のほとんど 

が、デジタル情報として、同システムに蓄積されてい 
ることは間違いない。このデジタル情報を、そのまま 
厚生労働省のホームページで利用すればよいでは 
ないかということは、素朴な疑問である。
交渉で判明したのは、同省のホームページを管 

理する大臣官房が、「労働基準情報システム」のこ
安全センター情報2003年9月号7
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とを、噂としては知っていても、実態を知らされてい 
ないということだった。「デジタル•データがあるとい 
うことは知らなかった。あるのであれば、提供しても 
らえば、厚生労働省のホームページに載せることに 
問題はない」という回答である。

もうひとつの問題は、同システムに蓄積されてい 
る通達等のデータに、情報公開法や厚生労働省文 
書管理規程に反する判断基準に基づいた「非公開」 
等の区分がなされているようだという点である。現実 
に(開示請求によらず)行政サービスによって提供 
されている文書について、地方局署で提供を求め 
ても、端末で「労働基準情報システム」を検索したと 
ころ「非公開」の表示があるので、提供できないと対 
応されたという事実が報告された。
局内における身内の利用のためだけに、多大な 

金銭的、人的、物的資源を費やして、なおかつ、省 
の方針に反してまで、国民への情報の提供を怠り続 
けるのであれば、同システムの存在そのものを問題 
にせざるを得ないだろう。

なお、同システムについての調査と今回の交渉 
で、休業補償給付と遺族補償給付の支給決定時に 
しか、「傷病性質コード」(8月号22頁表10の「CODE」 
欄参照)を打ち込むことにしかなっておらず、わが国 
の職業病統計は、休業4日以上または死亡した事 
例しか集計していないことも確認された。

審議会•研究会等
「労災在り方研」の公表拒否
労働政策審議会(http://www.mhlw.go.jp/ 

shingi/index.html#rousei)の公開に関しては、本 
審議会、安全衛生分科会、同分科会のじん肺部会 
等に続いて、労働条件分科会の労災保険部会が 
本年2月19日の第4回会議において「以後公開す 
ること」を決めたと報告された(ホームページに公開 
されている議事要旨にはその旨の記載なし)。労働 
条件分科会については、2月18日の第31回会議に 
おいて事務方から、「問題の重要性に鑑みても、な 
るべく誤解のない議論経過が即時にオープンにされ 
ていくことが、弓I続き議論するテーマの重要性から 

考えても重要なのではないかと思います。是非その 
方向でお願いします。今日は要望だけですが、是非 
御検討いただきたい」と提起されている。
検討会•研究会等(懇談会等)についても、開催 

案内の公表が遅いなどの例があるものの、昨年の 
交渉で報告された平成14年5月29日付け総発第 
0529001号「審議会等会合の公開に関する指針等 
についXJ (2002年10月号4-5頁の囲み参照、この 
通知はホームページには掲載されていない)を、労 
働基準局も踏襲してきているようである。
開示請求によって入手した労災補償部発議文 

書台帳からその存在を知った「労災保険制度の在 
り方に関する研究会J (2001年2月参集?)につい 
ては、昨年の交渉で説明を求めたが、(おそらくは意 
図的に)回答がなされなかった。2002年度分の発議 
文書台帳でも、2002年4〜7月にかけて毎月、第3 
〜6回会合の開催通知と思われる文書が参集者宛 
てに発せられている。
今回、労災管理課の担当者は、この研究会は労 

災補償部長が参集したものであって、「局長以上の 
決裁を得て参集した会合」を対象とする前述の「指針」 
は適用されず、「委員の氏名をはじめ当該会合につ 
いては必ずしも公開する必要はないと考えている」 
と開き直った(「今後このままでいいかということにつ 
いては、問題があるとは考えていて…(委員の意向 
も踏まえて)…検討してまいりたい」とも回答)。

1999年10月に報告書をまとめた「労災保険制度 
のあり方に関する研究会J (1999年11月号に報告 
書の概要、本文は2000年6、11、12月号で紹介) 
とは、「切れている」ということではあるが、重要な検 
討が非公開で進められているのではないかという懸 
念は大きい。

委託研究等
すっきりしない全体像

委託研究等についても、旧労働省時代は一切秘 
匿されてきたが、2001年度以降ようやく全国安全セ 
ンターの交渉の場において、前年度の実績のリス 
卜等が提供されるようになり、2002年度には、労災
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補償問係の委託研究の成果物については厚桁労

働署図書館に納入するというかたちで公表するルー

ルを作らせるととができた。成果物の厚生労働省同|

書館への納入については、今|門|、安全保j1 '部も確

認、労働基準局全休として「原口JI納人」という) j主|を

催認した模様である。

しかし、開不請求によって入手した 2002 年度の労

働基準局内全部課室の発議・発送文書台帳と、昨

年度提供さ才Lた委託研究のリスト (2002年 10月号

6-7 T t参照)を照らし合わせたところ、とくに安全衛乍

関係では、「漏れ」が主ることが判明した。今回、その

点を質したところ、 「委託仙究等」とくくると「委託制究」

と「委託事業」が含まれ、｛'［数では後者の方が多くな

るが、前年度提供のリスH=:は前者しか含まれてい

ない等の回答であった(実際には、「委託制究」に限っ

ても「漏才LJは多いのだが)。

あらためて作り直して提供された安全衛生閣係の

「委託制究等」のリストには、委託事業も含めて、平

成 13年度62判、 14年度62什、 15年度予定分が54

件掲載されているにれも不十分な気がするので、

今回掲載は見送った)。

一方、日厚乍昔、が運営してきた厚桁科学研究補

助金が2 0 0 2年度カミら「厚生労働科学研究補助金」

にずI称定更され、祈たに「労働安全衛生総台剖|究

事業」が追加された (http://羽市鴨ア mhlw.go.;p/wp/

k e n k y u /参照)。この部分については、少なくとも、

原則公募、研究成果や評価結果の公表、桁助対象

経費の基準額の明不等が担保されることになった

わけである。しかし、これに該当するのは、平成 14

年度が 30 課題・父付決定台市|額 2億 8サ460 万円、

15年度は「筋骨格系障害予|坊に役¥r.つ恒体負担

の軽減対策に闘すξ研究(課題採択にあたっては、

職場における腰痛予防対策指針を法礎とした評価

とその具体的な実施手法に関する調杏研究を優先)J

の l課題だけである。いずれも、今回提供されたリ

ストには載っていない模様。

労災補償(補償課)関係の、ド成 14年度の委託研

究の実績は、以下の 5件だけとし汚回停であったo

.R S D・カウザルギーの計｛曲に関する研究

.P T S Dの診断と補償に団する調杏

・骨折の療養に要する期間に関する研究

-ストレス評何表の充実強化に悶すξ研究

-振動障告に係る各種検金給県の事例収集等に

関する州究

しかし、閣不請求により入手した 2002 年度の労

災補償部発議文書台帳で、平成 14年 9月 12円付

け長労発第 0812001 号「業務上疾病に係る|玉|内

外の研究動|句等に関する意見書の提出について」

という文書が北つかったので、「同文書及びこれに

対して提-tけされた志見占」を晴示話求したとと忍 4

'f 1、合計 A4版 653枚の点書が開示された(開不実

施子数料 13,060刊) 。いずれも、主との文書f ' : l休は、

以卜のようl二記した依頼文占であった(依頼光の所

属機関名は記載されている毛のの、依頼人の肩書

き・名称は墨色主りの不開示)。

「厚生労働省では、被災労倒働J者の保護』皮えび

の増進をF i司的に労災保険市制I度を実施して止訓式拘Jます。

このうち、業務上疾病の範囲の拡大、認定基準の

改廃等は、業務上疾病等に係るJ:lil内外i T .附究動
101等を収りまとめた際学的知見に基づき充実を図っ

ていξところです。そこで、今般、 fT政運営上の参考

に資する U的で、同|付外の削|究動向等を早急に把

握する必 l立がありますので、下記テーマに関する意

見書の作成をご依頼申し上げます。」

4件の|付2件 li,2002 年 6月の「第90回 1LOl官会

において採択された勧告 ［2002+ド5、8月号参照］に

おいて、新たに規定された娯病等の症例、医学的

文献の検討等」で、とれは、本年 6月に報汗占が公

表された「労働基準法施行規則第五条専門検討会」

の作業と閣連したもので、その成以は、同報告書資

料 411LO 職業病一覧表記載疾病文献レビューJ
(http://www .mhlw .go. ;p/shingi!2003/06/
s0604-6d.htm1#2lに以映されていξと思われる。

別の 1件は、「諸外同の石綿使用実態や、石綿関

連疾患の労災認定基準と、わが国のそれとを比較

し、わが国における労災認定基準改訂のた詑の基

礎資料とする」ことを趣旨・凶的とした「諸外同におけ

る.(J綿悶連疾患と労災補償の動的1Jで、これは、本

年日月 8円の第 7回会合で作業を終えて、現在報告

』取りまとめ中の「石綿ばく露労働者に発生した疾

病の認定基準に閲する検討会」の作業に関連した

ものと思われた。
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特集/全国安全センターの厚生労働省交渉

最後の1件は、趣旨•目的が、「近年、有機溶剤 
取扱い業務以外の労働者にシックハウス症候群等 
の健康障害が発生したどrる労災請求事案が増加 
しているため、シックハウス症候群のような症例報告 
文献や産業衛生の視点での文献レビューを行なう」 
と記載された、「室内環境汚染と労災認定に関する 
考え方」であった。

これらの「意見書」も、常識的には「委託研究」の 
範疇に含めるべきものであると思われる。

これまで、「認定要件設定等のための調査研究」、 
「労働安全衛生に関する調査研究」、「災害科学に 
関する委託研究」(これは安全衛生と労災補償の双 
方で利用)といった委託研究の枠組みがあったこと 
(及び、これらに含まれないものもあったことも含め 
て)が判明しているが、どうもこれらは維持されてい 
る模様である。厚生労働科学研究補助金も含めた 
「委託研究」の全体像をわかりやすく説明するよう求 
めたが、すっきりした応答は得られなかった。

安全衛生と補償の齟齬
化学物質過敏症の認識に差

シ•ックハウス症候群や化学物質過敏症等の屋内 
環境中の化学物質による健康障害対策に関しては、 
シックハウス対策に係る規制を導入するために建 
築基準法の改正等を行った国土交通省(本年7月 
1日 施行、http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/ 
build/sick.html参照)等に比べて厚生労働省が遅 
れており、労働基準行政の中においても安全衛生 
と労災補償で齟齬が生じているように思われる。現 
場で進行している実態に対して、危機感が足りない 
という批判が相次いでなされた。

この問題を通じて、安全衛生行政と労災補償行 
政の認識をすり合わせ、必要な調査•研究等への 
対応も含めた、包括的なアプローチについて議論し 
たかったが、縦割り行政の壁は崩せなかった
安全衛生行政では、「職域における屋内空気中 

のホルムアルデヒド濃度低減のためのガイドライン」 
(平成14年3月15日付け基発第0315002号、2002 
年7月号28頁参照)を発出しているが、これが「『シッ 

クハウス』関連化学物質に係る健康リスクの低減を 
図るため」のものであることが明言され、また、「就業 
上の措置」として、「必要に応じシックハウス症候群 
について詳しい医師、医療機関等の意見を参考に 
すること」などもあげられている。
一方、労災補償行政においては、あたかも、シッ 

クハウス症候群や化学物質過敏症等という「病気自 
体が存在しない」かのごとき対応を取り続けている 
ように思われる。とくに7月号49頁以下で紹介した「化 
学物質過敏症」の労災認定事例においては、所轄 
の労働基準監督署長は主治医の付けたこの病名 
を「真正面から受け止め」、したがって職業病リスト 
上は具体的に列挙されていない「その他業務に起 
因することの明らかな疾病」として認定する意向を明 
言していたにもかかわらず、マスコミの取材によっ 
てこれを知った厚生労働本省の「指導」によって、あ 
やふやなかたちにされてしまったということがあった。

しかし、この事件でも、さすがに主治医に対して病 
名の変更は指示していないようなので、カルテや労 
災請求書類上の「化学物質過敏症」という診断名は 
そのままに、行政内部での疾病分類のみを操作し 
たのであろう。それまでの、言わば「シックハウス症 
候群や化学物質過敏症等という診断名がついてい 
るだけで業務外」という状況から、そのような診断名 
であっても業務上認定がありうるという段階までは 
来たというところだろうか。しかし、交渉でも指摘され 
たように、例えばホルムアルデヒドで言えば告示で掲 
げられている「皮膚障害、前眼部障害又は気道•肺 
障害」に係る療養•休業しか認めなIゝという対応が、 
現実にとられている。

このような対応は、現実に苦しんでいる被災者の 
救済からますます乖離する。1995年度の労働基準 
行政運営方針では、「労災補償制度の運用面をみ 
ると、国民の意識との間に乖離が生じているもの、 
社会生活環境の変化に対応しきれないもの等の問 
題もみられる一方で、近年、ますますこれらに対す 
る行政の対応が社会的に大きく注目されるようになっ 
てきており、このような状況を放置すれば、本制度 
に対する国民の信頼を損なうことも懸念される」とし 
て、「幅広く労災補償制度の運用等についての問題 
点の整理、検討を行い、必要な見直しを行なう」とし
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ていた。この間の様々な認定基準改正の原点には 
このような認識があったと理解しているのだが、あら 
ためてここに立ち帰ることの必要性を痛感する。

なお、前述の「室内環境汚染と労災認定に関す 
る考え方」という「意見書」依頼が、新たな認定基準 
の策定なり認定のあり方の見直しにつながるのか 
と質したが、「あれだけでは判断のつきようがなI、の 
で、引き続きまたお願いしようかと考えている」とのこ 
とであった。
安全衛生行政と労災補償行政にまたがる議論は、 

じん肺合併肺がんの問題でも行なわれたが、地方 
労働局レベルでは、肺がん検査や健康管理手帳等 
に係る改正内容と労災認定基準の改正をセットに 
して、過去にじん肺管理区分2の決定を受けた者に 
対して情報を郵送して周知している動きが報告され 
たが、本省ではどちらの部署もそのような積極的な 
取り組みを把握していなかった。

アスベスト対策に関しては、安全衛生行政が担当 
する「禁止の導入」を軸にしながら、現に「作業環境 
評価基準(管理濃度)」及び「労災認定基準」の見直 
し作業が、同時並行的に進められている。また、厚 
生労働省主導の禁止の動きが、環境省や国土交 
通省等他省における施策の見直しや新たな施策の 
検討にもつながっている。この機会にこそ、将来に 
禍根を残さない抜本的•総合的対策を「健康被害対 
策」と「既存アスベスト対策」を二本柱にしながら確立 
させていく必要がある。「石綿ばく露労働者に発生 
した疾病の認定基準に関する検討会」の報告書に、 
「全国規模での中皮腫登録の必要性も検討される 
べきである」という提言が盛り込まれる見込みであ 
る。こうした提言も踏まえて、安全衛生行政と労災補 
償行政の双方に役立てるために、2001年の全国に 
おける死亡数が772件という現在だからこそ可能な、 
中皮腫こよる死亡事例の全数調査を実現させたい。

労働安全衛生
現場の実態から出発すること
労働安全衛生対策に労働基準監督もからめ、労 

働時間規制や新たに打ち出された「賃金不払残業

総合対策」等も含めた「過労死、過重労働による健 
康障害防止」対策についても議論したが、前述の監 
督•指導のあり方ともからめて、議論を継続したいと 
考えている。外国人技能研修生の問題では、さらに 
労災補償も含めて労働基準関係法令の適用一労 
働者性の判断をめぐって議論が行なわれたが、キー 
ワードはここでも「現場の実態から出発すること」で 
ある。ETC (有料道路自動料金収受システム)の導 
入のために料金所労働者が新たなリスクにさらされ 
ている問題については、現場の労働組合の代表も 
参加してのやりとりをフォローしていきたい。
化学物質対策については、7月号58頁で紹介し 

たEUの新化学物質指令草案の発表やヨハネスブ 
ルグ•サミットや様々な国際的機関(間)の動きがあ 
る中で、本年5月22日に以下のような目的を掲げた 
「職場における労働者の健康確保のための化学物 
質管理のあり方検討会」が参集された。

「職場で使用されている化学物質等は約55000種 
類を数え、毎年新たに約500種類以上の化学物質 
等が職場に導入されている。また、近年、我が国の 
生産現場が多品種少量生産型へ移行するなどに 
伴い、化学物質等を取り扱う形態等も、多様化する 
とともに頻繁に変更される傾向にある。このような状 
況の中で、有機溶剤中毒予防規則等の特別規制 
によって規制されていない化学物質等による職業 
性疾病や、重とくな障害に結びつく有機溶剤中毒、 
一酸化炭素中毒等が引き続き発生するとともに、ダ 
イオキシン類、石綿、いわゆるシックハウス問題な 
ど、職場における化学物質の問題に対する社会的 
な関心も高まっている。また、化学物質の危険有害 
性の分類、表示の統一に関する国際的な取り組み 
などの国際的な動向への対応も求められている。 
このため、労働基準局長の下に有識者の参集を求 
め、平成16年3月を目途に、これらの状況等に対応 
した職場における労働者の健康確保のための化学 
物質管理のあり方について検討を行うものとする」。

ここから省庁の垣根を超えた包括的な取り組み 
が開始されるのではないかとの期待もあったが、具 
体的な動きはまだないということで、残念である。

じん肺健康診断への肺がん検査の追加及び管 
理2の者に対する健康管理手帳の交付を主な内容
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特集/全国安全センターの厚生労働省交渉
とするじん肺法施行規則等の改正に関しては、「肺 
がんを併発したじん肺の胸部エックス線写真とCT写 
真」及び「検査の進め方と留意事項」等を収録した「じ 
ん肺に併発する肺がんに関する症例資料集」(中 
央労働災害防止協会)が発行され、また、平成15年 
5月巧日付け基発第0515001号「傷病の状態に関 
する届、傷病の状態等に関する報告書又は傷病補 
償年金若しくは傷病年金受給者の定期報告書に添 
付する診断書(じん肺用)の様式の改正ついて」も 
不されている。

CTを用いた肺がん検査について、「らせんCTに 
限定している点を見直されたしゝ」という要望をしたが、 
健康管理手帳所持者が毎年無料で健康診断を受 
けることのできる指定医療機関の指定の拡大や受 
診の働きかけ等がどのように行なわれていくかも含 
めてフォローしていきたい。後者については、地方 
労働局に対する積極的な働きかけも必要である。 
また、「石綿ばく露労働者に発生した疾病の認定基 
準に関する検討会」の報告書では、あえて(意図的 
に)「らせんCT」への言及を避けて、「CTとくにHRCT 
の診断価値は高い」といった提言が盛り込まれる見 
込みである。また、石綿曝露労働者をはじめじん肺 
以外の健康管理手帳所持者に対する健康診断等 
についてもCTの活用を導入することなども、早急 
に検討されるべきである。

労災補償
審査会の問題も取り上げる
今回はすでにふれたように、化学物質過敏症等 

や外国人研修生の問題等、労災補償行政独自の

問題というよりも、監督行政や安全衛生行政もから 
めて取り上げた課題が多かったように思われる。
一方、久しぶりに、以下のような法制度改正を前 

提とした要望を提出した。① 労働災害•職業病を疑われる事例の通報制度の
創設

② 業務上外決定がなされるまでの間の休業被災労
働者に対する生活保障

③ リハビリテーション•社会復帰等の保険給付への組み込み及び各種給付水準の全面的引き上げ
相変わらず、現在の法制度のもとでは実現でき 

ないと言っているように等しいような回答ではあった 
が、法制度改正に係る内容であっても真摯な議論 
が成立するようにしていきたいものである。
労災補償をより確実にさせるための対策としては、 

①労災保険適用事業場については必ず労災保険 
手続をとらせること(使用者が直接補償を行なって 
いれば手続を行なわなくても可とされている)、②待 
機期間の休業当初3日間は事業主に補償義務が 
あることを休業補償給付支給決定書に明記するこ 
と、③労働者死傷病報告書に被災者本人•安全衛 
生委員会の労働者代表の記載内容確認欄を設け 
ること、等の問題も議論した。

これらの対策は、相談活動の現場で、「労災かく 
し」や法違反の温床となっており、また、容易に実現 
可能かつ効果があることを実感していることなのだ 
が、机上だけの仕事では現場の実感がわからない 
ことを証明するような反応にとどまっている。
新しいところでは、再審査請求一労働保険審査 

会のあり方も取り上げた。全国安全センターの交渉 
に、労働保険審査会事務室が出席して回答したの 
ははじめてのことであり、ぜひ継続していきたい。

賛助会員定期購読のお願い
全国安全センターの活動に御賛同しヽただき、ぜひ賛助会員として入会して下さい。 
賛助会費は、個人•団体を問わず、年度会費で、1 1万円で1□以上です。「安全セン 磡
ター惰報」の購読のみしたいという方には購読会員制度を用意しました。こちらも年度会費で、1部の場合は賛助 
会費と同じ年1 1万円です(総会での決議権はありません)。賛助会員には、毎月「安全センター惰報」をお届け 
するほか(購読料は賛助会費に含まれます)、各種出版物•資料等の無料または割引提供や労働安全衛生学校
などの諸活動にも参加できます。
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労働安全衛生.労災補償に関する要望事項と回答
2003年7月11日 厚生労働省1階共用第4_5会議室

f A.全般的事項
1.情報公開
① 厚生労働省が発する全ての通達文書(「事務連絡」「内 
かん」等含む)の一覧を明らかにし、公開すること。

【大臣官房統計情報部】
ホームページ等について担当しているが、「厚生 

労働省における行政情報の電子的提供に関する指 
針」というのをつくっており、これに基づいて掲載を行っ 
ているところ。ご指摘の内容の通知文書等であれ個 
別に一覧をつくって掲載するということは当省では考 
えておらず、法令データベースシステム,こちらに収 
載をさせていただいている。なぜ要望に沿えないか 
というと、限られた予算のデータを国民に提供する 
ということを考えていて、一覧を出してその中から選 
んでいただくということではなく、データベースを作成 
して、その中を検索していただくことによって、利用し 
ていただく。別途に一覧表をつくって新たに掲載す 
るということになれば、データが表面上だが二重化 
されてしまうということと、限られたサーバー、機械の 
中を圧迫して二重に掲載することよりは、残りの部分 
をより他の情報も掲載して、国民の方に利用してい 
ただこうということで、データベース化という方で対処 
させていただいている。

② 厚生労働省のホームページの「法令等データベース 
システム」に「法令等の解釈、運用の指針等に関する通 
達」全てを公開すること。

【大臣官房統計情報部】
従来、ご指摘のように、通知文書についても掲載 

を図っているところだが、この対応については、国民 
に対する行政の説明責任というものが当然ある。あ 
と利便性の確保ということから、これまでも積極的に 
推進しているところ。なおかつ、官房総務課が法令等 
を所管しているので、そこと連携して各部局に対して、 
通知等が発せられた場合にはそれを速やかに提出 
していただくよう連絡して、それを周知徹底じて掲載 
するよう、今後も努力してまいりたい。

【古谷■全国安全センター】
厚生労働省の情報の電子的提供に関する方針は 

これはもう世間に公表されているわけだから繰り返

す必要はなく、問題は、一昨年、昨年と繰り返してき 
た労働基準局における実施の問題だけだ。言われ 
るとおり本来は一覧表をつくる必要はなく、データベー 
スで検索すればよい。しかし、実際にデータベースで 
労働基準関係の通知で2002年度に出されたものを 
検索すると,引っかかるのは1件一「肝炎対策にっい 
て」だけ。1件しか掲載されていない。だからわれわ 
れは、労働基準局とその全部課室の2002年度分の 
発議•発送文書台帳を数万円かけてとった。一覧表 
にしてある［8月号37-42頁参照］。このうち、かなりが 
厚生労働省の方針に照らして公開しなければならな 
いと思うのだが、1件しか収録されていない。昨年の 
交渉の場でも、局が省の方針に沿ってと回答したの 
だが、改善されたとは到底言えない。でどうするのか 
ということだ。［しばし沈黙］あるいはわれわれが再三 
善処を求めているのに労働基準局が改善しないこと 
に対して、官房はどうしますか。今年は変わりますか。 
黙っている分は交渉の時間を伸ばしますよ。「やりま 
せん」とは言えないわけだ。
【労働基準局安全衛生部計画課】

ご指摘のように載っていない。そこは改善しなけれ 
ばならない点だが、安全衛生の方では、ご承知と思 
うが、安全衛生情報センターのホームページでは、 
通達は、基本的に出したものは掲っけている。 
【古谷•全国安全センター】

それは承知している。ただし、本筋からいえば、省 
のホームページにも載っていなければおかしい。
【労働基準局安全衛生部計画課】

それは改善していきたいと思う。
【大臣官房広報室】

ホームページを担当している広報室としては、事 
例として審議会の資料が載っていないとかの指摘を 
受けた事実がわかって、これに基づいて各部局の方 
に、指針等でちゃんとホームページに掲載しなさい 
と決まっている、なぜ掲載しないのか、指針どおりに 
掲載を励行してさレ込いうことで、先般も周知を図っ 
ている。
【労働基準局総務課】
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ご指摘の去については、持ち帰って検討させてい

ただきたい。

［片岡・関西労働者安全センヲー］

労働｝ , l準局が運用している労働J r (準情報システム 

の中の通達とか|什かん文書とかを、監督署にil"る端

末で倹索できるシス子よdJi .すでにi ' f 1宝している。そこ 

に所蔵されているデータは、厚生労働宵ホームペー

ジの法令データベースの情報源とは、デジタ)"情報

としては重なるものなのか、そオLとも別個のものなの

か。それから、昨日もあったのだが、窓口で認定結

準しとかその運同上の留怠点、 過去で正れば事務連

t号として見せられなIIとしていたλ書を、窓口で見せ

てもらいたいと, ,ったと三ろ、担当者が端末のととろ

で叩いてr011公開」の印が付いているから見せら才げよ

いとし巧言い方をする。原岡は、過去の事務連絡と

か内かんの文書をデータベース化したときに、「非公

明」というI 'JIを付けたままになコていて、現場でちゃん

と見せられる体制になっていなしミことが 番の問題。

つくり叶まJなしにするのではなく、公開できる文書は見

直して、窓 11で要請されたときにはすくに見せられ

る体制にされたい。

［大臣官房広報室?l
最初の点については、システム的に別なのかそう

でないのかということはあると思うが、いま言われた

通知とかそういったものがあるというととは、聞いた

ことがある。いま言われた個別のシステム、労働基準

局関係のシステムがあるといそことは聞いたことがあ

るが、それは労働Jr(準局だけのため、クロースな世

界のためだけにシステムを過去につくっていて、その

環としてそうし追う宅のが整備されているということは

聞いたととがある。われわれホームページとか、ど

をうカ己言えば公開していく担lの叱場とすれば、デジ

タル的なデータがあるということは直践的には存じ

あけかなかったのだが、そういうものが仮に提供され

ればそれを載せることは別に問題ないと思うが、どこ

までそtlが提供できるできないとしの切り日'Htは当方

としてはわか巴ないので、それについてはシステムを

所管している基準局カらでないと、円ノむでは|ロ|答でき

ない。

［飯田・東京労働安全衛生センター］

基準局としてはどこが|ロ|答すべき市署なのか確認

してほしい。

［労働基準局総務課?l
システムl!:!"iの部署がまた別に ［ここには来て

いなし寸

［飯田・東京労働安全衛生センター］

システムだけの技術的な珂題ではないのではない

か。 ) ; (本方針をI中1さないとだめだ。今日は全然十分

な|ロ|各を用J百していないようなので、日I j途やらせてい

ただく。

［片岡田関西労働者安全センヲー］

はっきりしているのは、新たにデジタルイじする必要

はなく、労働基準情報システム江データを加工して波

すか流すようなシステムをつくれば、すぐに公開でき

る。そのときに、これは公開、 011公開という振り分け

をしてしまえば、いちいち開小請求をしなぐとも出せる

文書がたくさんあるというととだ。その作業を、｝,l~本

)j世十を白ててひしコとやコてほしい。

2 審議会・懇談会等

①情報公開法の施行にと宅ない厚牛労働省のホム

ページの「関係審議会守議事録手」のコーナーも充実

されたと叫解している。しかし、ドチニ要請してきたと三ろ

であるカ<i I常議会等f1帳」に波L守する情報が fTまれて

おうず、私たちが数イ|がかりでよう号戸く実現した労働基

準局関係「懇談会等」ω「審議会等台帳」へσ;搭載の確

保と公明が、現実に後退したことは否返できない事実

である。昨イ|の交捗を通じて提供さ才 lk、平成 14イ15)J

29日付け総発第0529001号「審議会等会台の公開に

関する指針等について」によると、「大臣官房総務課情

報公開室は、それを審議会等台帳に登録し、 般の閲

覧に供するものとする」とされている。これl二したがって、

「帝議会等f1帳」を聞監可能な状態に再整備するととも

に、ホームページ上に同台帳の内科を掲載された ll,
［大臣官房情報相談室］

帝議会等什帳については、「帝議会等会合の公聞

に閣する指針について」というλ書を踏まえて、各部

向から提出を受けた委員1',簿、開催予定通知等を、

一般の閲覧かできるように整備していきたいと思って

いる。

［大臣官房広報室］

帝議会等f1帳をホムベジに掲載して、さらに

国民の方々の利便性とか透明性のI(IJ上を図ってい

さたいと考えていξ、行政相談室等と宅相談しなカミら、

そうllうh向［そう速くなく］で与えている。

(ア)主103イ15)J 22円に第1回会合が行なわれた「職場

における労働背の位1#1車保のため 0 )化学物質管叫の

あり)j検討会」の開催案内がホームページ上に掲載さ

れたのが前円(現実に確認できたのは当時)とL行のが

端的な例でil0るが、公聞の会議の開催案内はど心なに

遅くともl H I目白までには公表するようにされたい。

(イ)懇談会等(検討会、研究会等)も含めて、成果物はも

ちろんの三と、議事録、提cド1資料等も、原則ホームペー

ジ上等で公表するようにされたい。
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［労働基準局安全衛生部計画課］

安全樟J牛閣係の［労働政策帝議会］安全衛牛分料

会とカ叩汗究会・検討会については、情報の公開とい

うととで、載せるように努めているととろ。ご指摘のよ

うに、ちょっと時期が遅れたりということはあるが、そ

こはできるだけ弔くJ日載できるように努めてまいりた

いと考えている。

［労働基準局労災補償部労災管理課］

こちら(労災)の所告の労働政策審議会¢労災保

険部会に関しては、本年2月に開催さオ1た部会にお

いて、「以後公開すること」として主主それ以降開催

される分については資料等の公開にr 二礼道て|分やコ

てまいりたいと考えている。

3 委託研究・委託事業等

(雲委託制Jt等 U)公表に関しては、長年ゼ口回答が続い

た後、情報公開法がlk行された 2000年の交渉におい

て神的亡、労災補償闘係、労働安全衛止闘係の委託研

究等のリストが提供されるようになった。開示請求によ

り入子した発議文書 h帳等カモ碓必できる委託研究等

耳( JI添資料参照)をみると、労災補償閣係、労働安全衛

生関係以外にも、労働Jr(準局閣係の委託制究等が存

布していることがわかる。この際、労働基準局として、 JciJ

局内ご士施されているすへての委託研究・委託事業等

を把握、ホームベージ等を通じて、そのリスト Cf,称、委

託先、委託全額等)及びその成果物または実績等(の

入手方法)を確J士に公表するようにされたい。

［労働基準局総務課］

委託研究委託事業の右だが、厚中労働省のホー

ムページでかなり多くのをのをリストをして挙げている

ので、まずご確認いただきたい。［全|川安全センター

から、要望に関連したものはほと/レど掲載されてお

らず、見当違いの回停であることをJ指摘して宇>いた。 ］

［古谷・全国安全センター］

委託研究に閣しでは、～～!と基準設どに関する調

査研究、災害科学に閣する調査研究安全衛生に関

する調査制究といったものがあったととが判明した

わけだが、これらが整理されて厚牛科学研究 本に

なったかのようなうわさも聞いたのだが、現状を簡潔

に説明できるか。

［労働基準局総務課］

とりまとめ的にここにいるので、私からは説明さき

ない。それは子算をもっている方になる。

［古谷・全国安全センター］

3イ|前まではと亡にどんな委託研究をやコているか

も明らかにされなかったのが、ようやくとういう場を通

じてリストを提供されるようになったD しかし、委託研

究等について透明になったとはまだまだ Iiい難い。

税金をつくって政策のためにやっている調杏研究な

のだから、もう少し何とかならないのかと思う。

※才?下すっきりしないやりとりが汀われたが、厚生科

学研究に統合されたわけではなく、従来かうの調査

研究も残コているということのようだつた o

Cv委託研冗ω成果物 地告書等U社主哀については、

咋年のうと渉において、労災補償却補償課については、

「すでに1998-2日開イ|度分は厚生労働省国書館に納

入悩み。今後のモ,U )もそうする」と回答いただき、労災

管理課及び安全衛牛市は、「検討する」と広ことであっ

た。検討の結果を明らかにされたい。また、この際、阿

部以外の関係も含めた、労働長準局としての公表の方

針を碓叱されたい。

［労働基準局総務課］

成*物の公表に閣しては、労働Jr(準局としては、

厚中労働省の図書館に納入するようなかたをとか、

様々な、内' : (干によって違うかもし才げよいが、必夏なか

たちで公開するようなかたちにしたい。

［労働基準局安全衛生部計画課］

基本的に、その後の検討を踏まえて、成果物につ

いては厚生労働宵の|斗書館ω方に原則として納入

する }jl向で動いてオカ、 φなくともヰ成 15年度の委

託研究守に附する成果物についても同じような方針

で納入する方向で調整していとととろ。

③昨年の父渉を通じて、半成 13 (2001)年度分の労災 

補償閣係、労輯安全衛生関係の委託研究守字削Jストの
提供を～:;:(:けた。しかし、計画課作成のものと思われる 

こ正ときの労働安全街中関係 f委託研究等のリストと、

開" ' 、請求により入手した先議λ書台帳脅か3確認でき 

る委託制究等を比較すると、別紙σJごとく抜け落ちてい

るものあまりにも多い。どうしてこのような脱漏が牛じた

のカ吃明らかにされたうえで、あらためて、了E確な平成

13 (主)01)年j立分の労働安全衛生関係の委託断冗等

のりストを児供されたい。

［労働基準局安全衛生部計画課］

ご指摘のとおりではあるが、昨年お渡ししたのは

委託研究に限ったリストだったので、委託研究等で

いうと委託研究よりも委託事業の方が多いので、 13

年 J_!之の作り丙したものをお渡しする。

ヨ>ヰ成14 (2002)年度分の労災補償閣係、労働安全衛

l閣係、それ以外の労働基準局関係の委託研究守の

リスト、及び平成 15 (訂)03)年度に実施子定。コキJのの

リストをf. j !供されたい。

［労働基準局総務課］

平成15年鈍実施予定については、まだ格定的に

なコていないものも多く、決まり次第ホームページの
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方に載せるとL守ととで対処したい。

［労働基準局安全衛生部計画課］

14イ|度、 15イ"1支のものも、安全衛止閣係につい

ては用意したので、お渡ししたい。

4 行政の運営方針・政策評価

(雲労働長準局に才ミいては、毎年以の「地方労働行政運

営lン針」を公表するようになっているが、この策定に当

たり、方針案をノl、してパブIJ、ソケコメント手続に準じた意

見募集の手続をとるようにされたい。

［労働基準局地方課］

本省で作成する「地方労闘IJfJ'政逓吉方針」の性質

についてだカえ地方の市光、厚生労働宵の支分同に

都道府県労働局があり、その都道府県労働局が行

政選蛍方針を作成するにあたってのガイドラインとな

るものを示しているものである。つまり、本省作成の

行政運営 }j針については、各組木台での lk策を網縦 

的全般的に規定した,,0:となっており、あくまでも地

方労働局、行政内部に対してガイドラインを示すモ泊

となっている。したがって、木台で作成する行政運営

方主|をもって、直ちに例えば国民に対して何らカ漏り影

響を汝ぼすとか、そういうととは直ちに発生するキぶの

ではないかう、 h針について志見募集等ので続をと

ることにはなじまないのではないかと考えている。

(安また、毎年度、労働法準局長名の「転倍指導業務の

運営に斗たって留,E:すべき事項」、労災補償市長名の

「労災補償業務のf正面に当たコて留意すべき事項」が

示されているようであるが、適正な行政運営を促進する

という観点から、これ!ミの文書を公表するようにされた
L 、A。

［労働基準局監督課］

「監督指導業務め運営に当たって留五、すへき事I到
これは通達になるが、公表した場合だが、特定の

事業主に存立音指惇の対象になるという、そういう選定

されるということをあらかじめ予測させたりとL行こと

になって、より巧合判三労働基準法号江労働基準閣係

法令の違反を行わせるととになξおそオlかまず附て

くξということが一点ある。それと、あるいはまたそれ

V~Y の事業二五によJして弘労働基準監督機関の童青

的な駐留指導が行われなl,という誤った認識を可え

ξおそれがあって、これも労働基準法等労働基準関

係法令の違反を 4作易にするおそ才しがあるといミとこ

ろから、労働Jr(半信哲機閣における官官指導に支障

を及ぼすおそれが正ると与えていて、公表することは

適当ではないと考えている。

［古谷・全国安全センヲー］

文書に「秘」という記載があξの宅、そうl,う趣旨か

らと県南平してよいか。

［労働基準局監督課］

まあそういうものも含まれるということ。

［井上全国安全センヲー］

このような運営要領を公表すると、行政の子の内

がわかるから困るということは非常にあると思う。し

かし、とれは逆な効果もある。例えば、労働時間を卓

点に監督するんだと公表して寸卦ナば、相Fの事業場

はそれでは今度は労働時間は違反をしないようにし

ようと考えるのではないだろうか。だ力、λr運常要領を

公表するかどうかは、そのプラスとマイナスを両 )j比
較評価して決めないといけない。そういうことをやっ

ていないだろう。私は、量点をはっきり, ,った方が1主

にょいと思う。例えば、賃金不払いだとか時間外労

働を、これを重点にみんな挙げるんだと言えは、それ

らの閣係の違反はもしかしたら日本から相当消えて

いくかもしれない。それを言わずに、こコそりこっそ

り言って回っていくから、まわった売の事業場しかわ

からない。官官'F(が米て初めて、労働時間だけえら

い責ιにした、プレスの機械だけ責d山Jこしたと、そ

の事業場はやっと厚生労働省江監督方主|は労働時

間が主主点だ、プレスが卓点だと、そとだけわかるわ

けだ。公表しておけばみんなにわかるから、いい由

もある。

［労働基準局監督課］

重山、イ七の珂題については、やはり1"市に難しい

面もある。こちらとしては、ある 定の業I重手をター

ゲソトにする場台があるわけだが、そういったととろ

を、ここを見られるというのが実際にわかってしまった

場合に、そこだけ是在したようにあたかも見せかけ

ξということが、当然f十Iてくる。そとだけ直しておけば

他のことは指摘されないのではなL功、ということで、

実態的には実際の労働条f'1の 1(11上舎にはつながっ

ていないにも関わうず、官官逃れのような実態が起

きてしまうことがありうるロなおかつ、重点になコてい

ないというふうに問分たちが判断したところについて

は、今年は米ないんだからちょ-)とくらい違反しても

いいやというような気fケちにさせては、 , "1 ,山に逆効果

になるというところの同題もあり、そこは難しい問題

でもあるが、今のところは公開することにはならない

と忠コている。

［井上回全国安全センヲ］

私は、他は是正しなくて、それだけ是正してもいい

と思う。それが責点だと思うロ

［労働基準局労災補償部補償課］

「労災補償業務の運常に当たって留意すべき事J」頁

については、迅速かつ姐止な労災補償業務に資す
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るために、行政内部の業務の取り扱いを定めた文書

なので、公表することは与えていない。いままで情報

公開法に基づく当該え書の開ボ請〆11ご二いては、適

切に対凶してい之、ととろであり、今後ともそういった

対応をしてまいりたい。

［古谷・全国安全センヲ］

労災かくし対策などはまさに、とういうケースにつ

いては必ず送検するカもと明示して情報提供?を呼び

かけた方がよい。そうすると、そこまではいいのかと

とられるおそれがあξ3としウ消極的な姿勢を取るの

ではなく、必ず処分するから知らせてほしいという監

督のあり方はあると思う。

［労働基準局監督課］

ただ司法処分について言えば、監督機関としては、

まず行政機関とし亡、何カすよんでも司法処分をするん

だとしη前提に立っているオコけではなく、まず指導の

中で大半のところを直させていくと¥'うことに宅眼を

置いている。［事前に手の内をさらすのは］監督にいっ

た駐留 Hが、違反を隠されて駐留が無駄になる。事

業宅がj昌反をより巧 kTIこ隠す材料を与えるのではな

いかと

［井上・全国安全センター］

重 ιと¥ 'うのはそういうことで、この重ιに反する 

ものはすべて送検すると¥lう姿勢を強行f:'/I 、せば、

その違反は消えていくかもしれない。芹、是正Jr(準と

いきモのがあコた。繊維売業などで、当面 10時間労

働までは認めるとか、 JII~ 々にj自していくということが

あったが、あの場台にはうまくいった。|川としてこの

点は 掃すると L内強い決志で、造反すればすべて

送検するというのが、まさに重点ではないか。何でも

隠すというのは、徳川|時代の発怨じゃないか。

［労働基準局監督課］

何でも隠すということではないと思うが、まる意味

では、通達等についても吉報公開法でもある担L~~ド

明示をJ! c : . 、められる市分毛あり、今度のサービス残業 

安綱の中には重点的な監督 JJ間を設けると ¥lう記載

をしているものもあるので、すべてがすべて同じかた

ちでやって¥, くという品ではないと思う。

［井上・全国安全センヲ］

逗とも関辿して、政策評価をちゃんとやっていない

カ治、主買ι監督とか重d山、政策とかが芯昧をおコてこ

ない。サービス残業を重去に挙げてもサビス残業

がどれだけ短くなったかわからないのではないか。最

督官が行コたところだけはいくらかわかるが、ぞれ

以外はわからない。

(安安全衛生部に才品、ては、②に該当するような文書が

ないのか明らかにし、あるのでii0i'lば、同じく公表する

ようにさオぴこい。地方労働局の収支文書台帳に「安全

衛牛業務運営要領についてJ(平成15年3月14 C 1付け

本省労働基準局長発)なるよ書が見受けられるが、こ

れはそのような性質の文書ではないUか。また、同文書

は発議文書ft帳には孜叫する文書の記載がないのだ

が(安全衛生部言 I1同課先議立;書台帳に、平成 14'1第
0924002号「安全衛生業務運常要領の見間し案(第 l

次案)に対する志見聴取について」があるものの)、そ

れはなぜか明らかにされたい。

［労働基準局安全衛生部計画課］

監督なり労災と|叶しような宅『が安全衛牛であるか

ということだが、安全衛止の方でそういうをのはない。

「安全衛生業務運営要領」だが、こち以=ついては、

安全街中業務の旭止な運営に資するために、年間

言|向を策定し亡、これを踏まえた指導をしなさいとしり

たように、地方の同署に才Jける安全衛生業務の運常

に必要な基本的な事項を定めた毛ので、これを半成

15イ［'3JJに都道府LU労働局長宛てに通達している。

ただ、そういう県本的な事項を定めたものであって、

監督とか労災のような留志事項を定めた通達のよう

に、毎イ|度出して IIくというようなものではない。この

安全衛生業務運常要領について公開していない科

白であるが、本文草には、安全待J牛の指導の対象事

業場の選定方法とか措置要領としりたように、安主

衛生指導事務の実施内容に関する情報が含まれて

おり、これらを公にすると安全衛牛指導事務の F法
などが明らかになり、労働基準監督署の行う監督写

から逃れることを容易にしたりだとか、または助長す

ξといったようi二、安全衛牛指導事務の〕曲止な逆行

に支障を及ぼすおそれがあることか弘公開をして

いない。

［古谷全国安全センター］

I f iイ|つくるものではないと¥lうが、今回が初めてと

いうわけでもない。

［労働基準局安全衛生部計画課］

ず一三と昔につくっていたがもうそれは本当にずっ

と甘なので、まあ去年初めてと, iってよいもの。

［古谷全国安全センター］

なぜブE主義立;書台帳や允送主書台帳に出ていない

σJ力、。

［労働基準局安全衛生部計画課］

そこの flについては、実は I' o議よ書台帳には載っ

ているのだが、在、も発議文書台帳を丙接見てしザおう勺

たのだが、件名をみたら「安全待J牛業務運営要領」

というえ言が人っていなかったoこの主宰は、今まさ

に皆様方から情制公聞の開示請求をいただいてお

り、いま内容を常在しているところ ［59頁参照］ 。
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④ 2001年j止力4実施されている「政策評価」を、毎年肢

の「地)j労働行政運営h針」及び監督・労災補償・安全

衛生各業務の「運蛍に当たコて留意すべき事項」と有

機的にリンクさせるようにし、また、 "I能な限り数値化で

きる目標を掲げてその達成状況を汗{""するようにされ

たい。

［労働基準局監督課］

監督業務についての政策目標は二つ掲げて刷、

③法定労働条什の確保・改善を図ること、 l立賃金対

策の推進を|斗ξ三と。その政策の指標となる宅前とし

て、切については、主と期監督の件数と申告の件数を

載せている。②の槻点については、企業が倒産した

場台に労働者の賃金を1"1 0)労災保険で立て替えると

いう山替払い制度を指標として載せているところロ政

後評価には定性的な表現と定量的な表現のつあ

るかと思う。県本的には転官業務については、申告

処理は労働省の申告があれば受理して処理してい

く立替払いについては、認定申請書があがコてき

て初めて業務に入るという性質のものが含まれるこ

となので、一概に数値で監督業務を取り組むと¥)うこ

とは困難な面が庇る。ただし、現在のところは小景気

もあって、件数でみると年々増えているととろではあ

るが、斗課の与えとしては、基本的には数値で図るも

のではないと考えている。ただ、数値につ IIては、ホー

ムページでご覧ωように、実績としては載せている。

塾諸に「運営に当たって留,g:すべき事項」と有機的

にリンクさせるようにとあるが、これも可能な限り実績

H標を達成するための手段の概要についてはリンケ

させているとこちらとしては者えている。

［古谷・全国安全センヲー］

最官官や職員の数もだしたらどうか。三れだけの

監督官の数でこれだけ業務をやっているんだという

かたちにしたらどうか。

［労働基準局監督課］

総務課のノむで監督課の人事はやっており、止員の

配置守もJE握していると思うが

［古谷・全国安全センヲー］

ii::員でl討ょく実際に配i置されている人数。現状は、

定員よりも少ないだろう。是非倹討してみた巳どうか。

［労働基準局監督課］

それは、仏、えておきます。

5 労災かくし対策

⑦咋年7月 26 lJ付け「労災かくし」の有|除に係る対策

推進について」以降新規対策の成果を明らカ斗三する

とと。

［労働基準局監督課］

労災かくしというUは、労働災当を故意に隠蔽す

る目的で、労働安全衛牛法第 Ilリ条で規定された労

働者死傷病報告書の提出を行わないをのまたは童

偽の報告、内容を記載して訓告する宅の、だと考えて

いる。労災カくしの防止については、これまでも労働

基準監督機関において、集同指導や監督指導守の

ま3ゆる機会を通じて、事業主に対して指導を徹底

しているし、労災かくしの存れが明らかになった場合

には、百1I圭処分も含めて献花に対処していξところ

でまる。昨年反においても、平成 14年9月に、厚生

労働省のホームページのhに労災かくしについて記

載したものを立ち上げており、ポスターをつくり、 10

月l日にはかなり分厚l, ) )ーフレッ卜を作成したりし

て、指導の周知あるいは砕発に努めている。

(言)全国の労働局、労働基準監督署が 1999イ 1.~2000

年の2年間で4 1 9件の労災かくし草案を把握し、とのう

ち3害収)254件が労働安全街中itj昌反(報告義務i基反)

守干の粁疑で書類送検されていなかった(部内限凡ヰ訓11

る労災かくし事案に対する対処状1］［等の把握等につい

てJ(半 bQ13年1月17lJ) ［1・2月号参日到。ごく軽微な事

案であっても、積極的な百l法処分を行うこと。事業主が

労民法の則定により療養補償や4日円以降 O ) {k業補

償を行い、労災保険給付r続きを行わない取扱いが認

められているが、労働保険適用事業J持lご二礼道ては必ず

労災保険手続をとらせるとと。

［労働基準局監督課］

今後とも労災かくしの排除に I(qltて、機会をとらえ

て指J与の徹底に努めてまいξ3とともに、量六かつ悪

質な事案については司法処分もfTめて厳止な対応を

図ってまいりたいと考えている。

［労働基準局労災補償部労災管理課］

労災補償制度と¥)うのは、労働基準法上の事業

ごとの災害補償責任を担保するかたちで行っているも

のでまるから、事業主の方から十分な補償が行われ

ているのであれば、労働省の保護という観点からは

特段の問題はないものと考えている。

［)II本・神奈川労災職業病センヲー］

いみじくも山たように事業全の与え )Jになってしまっ

ている。請求権が iY;るのは本人。よく庇るのは、事業

主の方が労災を使わせてやるという立場で、 1か月と

か直技補償したけれども、よくならないからもうやめ

ろと言われた段階でわれわれのところに佃談に来る

場台が多い。事業主が胸先ニ寸で決O!)0:三とではな

いということを指導すべきだ。事業主が勝Fに決め

てよL功記ごとき誤解があるから、会社の方が懐具

台をみf必3ら補償を打ち切るとれ治婚をやめさせて

トラブルが起きたり、労災かくしが発覚しているのが
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実態だ。

［飯田・東京労働安全衛生センター］
これは本省が実施した労災カペし対策の調企で、

東京町から、とのような取り扱いを¥可うて「労災保険

適同事業場については労災保険千紛を義務づける
こととする」ことが効果的だと、提案されている内科

である。われわれも、よい考えだと, a、う。

［労働基準局労災補償部補償課］
労働者の権利に基づくtのなので、権利を行使す

る三とは当然と考えている。

③労災力、くし事案にオコいて、休業斗初3lJ M~ (待機期M~)
分の休業補償が支払われいなけ才ll~r労基法第76条違

反である。必ずそれ羽車認して送検すξ三と。

［労働基準局監督課］
労災かくUてついては、あらゆる機会をとらえ是j f

に努めてまいりたいというととだが、その際 76 条違
反が必め巳れる場合においても、まず指導江散民を

行い努めるとともに、重大かつ思質な事案について、

認められるものについては司法処分も含めて厳正に
対処してまt) ( r )たいと与えている

④現行の休業補償給付の支給決定通知書に、「待隊司l
閣の3日間は労働｝,l~準法第76条にぷづき、事業主に

補償義務がある」ことを明記すること。

［労働基準局労災補償部補償課］
現在のところは、われわれパンフレノトを作成して

事業干に補償義務がFること、窓11では当然ながら

待般市l問についても事業二五に補償義務があることの

指導もしくは周知を行っている。現在のところ、要望
のような周知)j法はとくに占えていない。これかうも、

そのようなパンフレyトだとか窓口だとかにおいて、

周知の徹底はしていくつもりである。

［111本・神奈川労災職業病センター］

前はちゃんと書いてあった。

［労働基準局労災補償部補償課］

通知書ですよね。通知書の紙由の問題モヂる。機
械がtJち出すので、 tJち込むためのプログラムの関

係とかもいろいろある。

［111本・神奈川労災職業病センター］
いまのrI苧除しであります」とIIうσを「補償義務が

あります」と党えればよいだけ。パシフレソ卜もあの内
容では義務があるとL、うふうには理解できない。

(~)束京労働局が実施した「労災カベしホソトラインJ (tc
だし、相談件数O件)のような取り組みを強化月閣を設
けて全国規模で展開すξこと。そ0:除、社会保険庁、社

会保険事務所、健康保険組合、国保組合、医療機閣守

と辿携し、実効性のある「労災かくし」防止策を実施す
ること。

［労働基準局監督課］

都道附県ごとに管内事情も具なるので、東庁、局が
実施した「労災かくしホyトライン」のような取り組み

を一律に全同で実施すξゴ〕は難しいというふうに考
えている。なお、関係機関との連携についてどのよう

な手法が効果的かということについては、監督課と

しては今後も検討していきたいと考えている。

⑥労働者死傷病報告書に、被災労働者本人及び安全
衛止委員会正労働者代表の記載内科確認欄を設ける

とと(以前、同様ω要請に対して、余計な手閣を加える
ことは迅速な届山の妨けになるとL、うような趣旨の|ロ|答

があったが、メリソトの方が大きいと考える)。

［労働基準局安全衛生部安全課］
労働占死傷病報告書については、やはり遅滞な

く提出することを第 義にお願いしてお1引き続き

現行のままの様欄として提「ドIを求めていく三ととして

いる。また、労働省ご自身の確dとか安全衛牛委員
会正確認にC)いても、これも行政として全く否定して

いるわけではなく、白主的にやっていただければそ
れはそれでよろしいかと思う。

勿「労災かくし」撲滅の課題を政策評価の対象に組み

入れられたい。 R体的には、ポスターの配布枚数や説
明会等の閣催|ロ|数・参加人数のみtdちず、関連外部窓

口も含めた佃談受け引け刊数など江数値目標を掲げ、

検証・公表するようにされたい。その際、相談守の属性
及び相談筏叩結果の内li R等も公表するようにされたい。

［労働基準局監督課］
労働);!;準局の政策評価伐とつとして、仕足労働

条件の確保・改蕎を図ることというところがあり、労災

かくし対策もその中に当然含まれるものと考えてい
る。労災かくしについては、とれまでも労働｝,l準斡管
機関において集凶指導や監督指導斗あらゆる機会

を通じて事業二tに対して指導を徹底してIIるところで

あり、労災かくしの存在が明らかになった場台には

司法処分も斤めて厳止に対処していきたい。

6 要望に関する文書回答
くD厚中労働省、労働局、労f動基準監督官、職業安定所

守干の行政機閣によJする立書による要望に対しては、可

能な限り文書により回答するとと。

［労働基準局総務課?］
たくさんいろいろな同体から要望をいだいてIIる

ので、ひとつずつ文書で書いてというのはかなり通常
業務をJ上迫させてしまうので、取りまと陀としてはこの

よそな場を設けるといミことで対処したIIと考えてし渇。

［飯田東京労働安全衛生センヲー］
皆さん、答弁の文書を作つでもっているでしょうn
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1 過労死、過亘労働による健康障害防止について

判、京京労働局がJ士施した調企では、都内大企業

1,500社の剥査で、脳心疾忠発症ω懸念のある企業は

30.1%、精神疾患の懸念、のある企業は 27.4%と報告

されている。また)J1∞ 時間又は)J平均80時間を越え

る時間外・休日労働を行ったか、今後行う可能性のあ

る千台業は実に47.7? 。大合業でさえ未だ労働時間管理

と健康科理が定着していなし化指摘している。今イ1I妻、

地方労働行政運営方針でも「過主主労働による健康障岩

を防止するための事業苫が講ずべき措置等」の周知徹

l忌をはかり、適切な監督指導を行うとしているが、具体

的な計画、数値打標を示して説明されたい。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

周知徹底の刊については、すでにご覧いただい

ていると思うが、パシフレットを非常に多数作成して、

配布に務めている。そのほか先般、ご承知のとおり

r［ 労働者の］痕労蓄積度同己診断チエyクリスト」を

インターネット卜で公開し、 ' : 'い 100h件を超えるア

クセスをいただいたオ升7だが、 fンターネット上でも

このパンフレソトとか総合対策の内科については、リ

ンケを張ったかたちできちんと載せている。そのような

かたちでおうゆる機会を活崩して、周知・徹底に務め

ていきたいと考えている。

［井上・全国安全センヲー］

過労死、過重労働による健康障害防止について

は、いろいろあるが、いちばんの基本は何かといえ

ば定員の倖保だ。その定員の確保については、残念

ながら厚労省の通達にも全然苦カ寸1ていない。おっ

かなくてかけないのだと思う。実は定見の確保は、過

労死や過労白殺だけではなく、安全の問題にもIfえ
る。一人作業は危ない。ごみ収集車の場台でも、民間

の場合はひとりで逆転しているカ応、採さ2 0 mのピソ

トにパックしていって落ちて死んだり、けがをしたりす

る。地｝;白治体の場合には複数載っているので、一

人が誘導しなカミら市をパyクさせることができる。しか

し、 1;, 1が地方公共団体にl,<らの子算を配布してい

るかというと、 3人乗車。国は3人乗れといってお金

を出しているのに、地方向治体は2人にして、民開業

育はl人。安全と衛生の両方を確保しようと思ったら、

やはり頭数をそろえなければいけないロこれはリスト

ラに真つ 1(IJ iJヌミルぶつかるわけだが、雇用対策として

ももっともよいのであって、まさにj早生労働宵のやる

べきことだと思うロ本当は独占禁止法の除外規逗を

つくって、労働昔の安全衛牛を犠牲にした競争を禁

止しなければいけない。

③守門業務並びに企画業務裁量労働制を適用してい

る事業場の監督指導を徹底すること。

［労働基準局監督課］

専門業務型裁量制と企画業務担裁量労働刷、と

くに企画裁量制等については、導入する要件等宅複

雑であるので、裁量労働市1'を適用してL渇事業J坊に

ついては、引き続き転管指導を行なうととによって制

度の適切な運同に努めてまいりたいと与えている。

③循環器系疾患と労働時間舎に闘する調査、分析、研

ラEをtTうとと。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

循環出系疾忠と労働時間に闘する調査について

は、昭和4 9年かろ実施している「労働青他国語状況制

空」で、この関連についての調杏・分析を行なってい

る。この調査結果については、最新のものは厚生労

働宵のホームページでもご覧いただけるようになっ

ている。また、新しい半成 14年の調査結果の速報が

8)JくらL紅、在式な詳報が12)Jくらし斗士出る予定に

なっているので、その時期にはインターネソトに掲載

させていただくことになると思うロそれか:入売業医 d予

総合研究所相ゴういて克入引き続き調査研究を行なコ

ているととろである。

O) 5月 13 lJ、以 11厚牛労働台大臣は、サービス残業を

「賃金小払い残業と言うべき」とし、その解消に I(IJけた

指針を作成すξと発表した。サービス残業は、過労死

の淵州、である。単なる賃金支払いJ京民JIの徹底のみなら

ず、過労タヒの予防対前として徹底したサービス残業の

取り締まりを強化すべきである。また、本年3月の近畿

郵政局で江サービス残業の摘発等、公的機関や大企業

で¢サービス残業の実態Jが明ら削ちなったo公的際問、

大手企業に才卦するサービス残業の実態を把握し、徹底

した指導を行うこと。

［労働基準局監督課］
賃金不払い残業については、労働｝,l~準法に違反

するあってはなうないモのだと与えていて、ヰ成 13年

41Jに「労働時間江↓巴握のために使用者が講ずべき

措置に闇するJr(準」という通達を策定して、官官・指

導等あらりる機会を通じて周知・徹底を図っていξと

ころ。また、これを解消するために、本イ 'l5)J 23 円、

厚生労働省において「賃金不払残業総台対策要高岡」

主る川立「賃金不払残業正解消を図るために講ずべ
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き措置等に閣する指針」等を作成していて、総台民な
対策を進めていξところ。厚牛労働省としても引き続
き監督・指導や労使の主体内～～ょ取り組みの促進に努

めて、解消を I~IってまL 、りたいと考えている。

⑤特別事情がある場合には、労使協どにより 36協ど
を越えて時間外労揖肋Y可能としているため大企業で

はほclcどが特別条項によって時間外労働を協定して
いる。これが過重労働の元になっているロ規iIiすべきで

はないか。監督署での指導を徹底すること。

［労働基準局賃金時間課］
長時間労働については、労働基準法第36条に基

づき時間外の阪度基準というものをつくっていてこ

れに思づいて指導を行なっている才Jけだが、限度品
準を超えていても特叩!な事情が予恕される場合は、

特別条項｛ 、 lき協定締結によって労働を行なわせるこ

とができξ3とされてはL渇が、実際にとの条頃にぷづ
いて恒市;的時間外労働が行なわれていξという問題

もご指摘いたたいてL沌ところであり、昨イ|末の労働

政策審議会に宇Jいて、特別な事情とは臨時的なもの
に限ることを明確にすることが必要であるとの指摘

を受けたところであるので、これを受けて厚止労働者

としても早急に見直しを凶っていきたいと考えている。

2 安全衛生管理体制
(雲安全管叫育、衛生管県者並びに産業院の選任すべ

き事業場において、どれだけ選任されているのか。現

状を数値でノl、されたll,
［労働基準局安全衛生部安全課］
半b Q 1 2年度に実施した「労働安全衛牛基本調杏

報告」によると、 50人以上の規模の事業所について

安全管県青の選任半7 3 . 6 %となっている。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］
同じ調企報告により、衛生 tpi理者が76 .6% 、産業

院が75.8%。

必安全管理者、樟J牛管理省、産業医が選任されていて

も職務を行使していない事業場が多くまる。特に産業

院は単に退任しているだけというのが多い。安全管県
占、樟J牛管理昔、 yt業医が職務を行使するためどのよ

うに監督指導しているのか明らかにされたい。

(安安全衛生委員会を選任すべき事業場において、どれ
だけ政世されているか。現状を数値で示されたい。安

全衛生委員会を定則的に開催していない事業場が多

いが、どのように転哲指導しているのか明らカヰ二さオ1た

［労働基準局安全衛生部安全課］
(: どの回答と)司様の制査により、安全衛生委員会

を;世世している事業所が74.2%0

@第10次労働災百防止計画では、「リスクを低減させ
る安全街中管理T法」が取り上げられ、強調されてい

ることが大きな特徴のひとつだと理解しているが、「椛

械の包情的な安全長準に閣する指針」に示されたよう
なりスケの汗f,lli低減化等を、法令による規制をfTめた

労働安全備牛長問の似幹に据えていくお考えはないか

聞かせていただきたい。また、同計画4(2)ウでは、「尾
悦基準でaJる労働災害防止措置の履行確保に加えて、

事業者による自主的なリスク低械の取組を評価す制上

組みを組み込むととについても配慮する必要がある」
とあるが、どのような施策を検討されているのかご教示

願いたい。

［労働基準局安全衛生部安全課］
ご指摘のように労働安全衛牛対策の根幹に据え

るべく、平成 13イ1'6)J 1円に「機械の包括的な安全基

準に闇する指針」を作成したところで、現在とれを広
く周知しているところであり、今後とも労働災害防止

の 出の推進に1(1/けて、事業上場における宵律的、自

主自げぷ安全衛生管J!i'を効県的に推進するため、具体
的な胞策の内容については、現有f鋭 .E:検討している
ところーとある。

⑤ 第 10α;次欠丹4労詰守,働災告防止百計十画の7(引1)では、 「印『労働支全4ミ
衛f首牛マネジメンほ/ステムに悶する指f旨針』に基づくシステ
iうマ品3適切に導人され、カか、つ、安全f衛詣牛夫準の段階的剛'l
σhの〕ためシステムが適切に運用されているかを、事業

場カ沿の求めに応じ外百五から碓u! c 1することのできる仕
組みの導人を検討する」とあるが、どのような施掠を険

対されているのかど教示願いたい。

［労働基準局安全衛生部安全課］
「労働安全衛生マネジメントシス子よ~f=-闘するm主IJ

については、平成 11年4月に指針を制定したととろ
だが、これについても、事業場における白律的、自

主的な安全衛生告理を効果的に推進するために、具

体的な施策の内容について、現在鋭意検討している

ところロ
⑥同じく7(1) の最後では、「向律的な安全衛生符理が

定着し、安全衛生水準が優良な事業場に対しては、事

業占の安全待J牛管理活動を促進させるためのインセン
子ィブ抽置正在り方守を倹討しその導入を園る」とまる

が、どのような施策を検討されているσ〕かご教示願いた

⑦同じく7(3)には、「労働者を含めすべての闘係者に

安全衛生委員会U苅号動状況に関する情半を提供し、意
見を求岡引士組尽を導入し、関係者の関｛., o高揚と参

加意識の醸造を図る」とあるが、どのような施策を検討

されているのかど教示願いたい。

［労働基準局安全衛生部安全課］
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とれも含めて、現在鋭意検討中である。

⑧同じく8(6) では、「安全衛牛の施策に係るi直 ~Jな評

価の方法を検討し、的確な評価を支施することにより、

施策U効半的かつ効果的な実施を|斗る」とあるが、 φ

なくとも出1 0次労働災害防If-: -J十回が掲げた、労働災害

減合の具体的数僻目標については、毎イ|度の政指評

価において達成状討を評価するようにされたい。各種

安全衛牛胞策について、研修会等の開催|ロ|数や参加

者数腎だけではなく、その実効性を評価す引上組みの

開発に務められたい。とりわけ、教育・トレーニングに

ついて、受講時間数だけでなく、その幼果を汗制11する仕

組みを開発して、施策に活かすことが急務だと考えら

れる。

［労働基準局安全衛生部計画課］

労働災害防止言11由Iは予|聞の計凶Iであり、労働災

害減少については、具体的数値門標を定めて、保々

な取り組みを講じることとしている。計画の終f後に

は、施策の達成状況について、確認をさせていただ

き、次の計画に所用していくように努めていもまた、

ご指摘のように、教育・トレーニングなど、な力、なか政

後評価は難しい面をあるが、これについて主どうやっ

たら教育・卜レーニンゲが効果に結びつくのかという

ことを汗めながら当然行政としては、どうしたら最大

阪効果があげられるかについて検討していきたい。

［古谷・全国安全センヲーl
Mか具体的にやってることはあるか?

［労働基準局安全衛生部計画課］

政策評価については、例えば化学物質では化学

物質管理研修だとかL、ろいろある。研修等について

は、委託事業守でもやっている。［王見状は］研修の開

催回数とかで具体B~I:許価を定めているところだが、

|ロ|数だけがどケ均果につながるかというのは、なかな

か議論が分かれるところだと思う。ただ回数だけで

なく、どのような内容が果たして教育効県にとって一

番いいものかということも台めて、与えていきたいと

思コている。

3 交通災害防止
①首都高述料金所におけるE T C L ーン導人により、料

金収~~員と通過白動車とω接触、はね円れ事故の発生

が増えている。施設管理苫の首都高速道路公凶こ対し

安全対後や施設改善をJ骨導すること。

［労働基準局安全衛生部安全課］

斗hで具体的な件数は把持していない力工所管の

束京労働局において、関係昔への指導予を行なって

いξと聞いている。本宵としては、必要に凶じて東京

局に指導を行なうとともに、引き続き父通労働災害全

体の防止に努めていきたいと考えている。

［栄谷・) ¥イウzー共闘］

今イI'3 JJ26Rに束京労働局とのこのような場でも

要請したのだが、私ども肯占SI高速の料金所での交通

労働災害、とくにE T C(Elcctronic Toll Collcction 

Svslem 有料道路自動料金収受システム)が設置さ

れて料金~'Z'':2員が作業するlこあたって、 ETC 守用レー

ンに横断の連絡階段がない場合が多い。また、 ETC

の機掃のす斗作動が起きると、いったん併をjj陣争し亡、

1［ ,叉員が先端の方にラパコンを置いて、切り換え弘

世をリセットして反ってくる。安全通路もMもない。今

イnJJ23 刊に忘村本線の料金所さ収受Hがはね

られた事故があった。安全対策が発行ノしの肯都高

速道路公凶においてMらないロここ数年、安全対策

の具体案を相当の数、私どもがあげているが、つい

との問7月2日の公団との団体交捗においても、ほ

とんどわれわれの要求をいれていないロ公凶は発注

元であって、直J妄の事業主ではない、法的な義務は

ない。皮と子算の関係、いまの特妹法人のコスト削減

計画等で、予覧がそ主主の }Jまでまkらないという|ロ|

拝に終始している。収受員たちはこのような状態で

はいつ死傷事故が起きるかわカらないと, ;っている。

1994年、何年に連続して死亡事故が起きて、以来

ずーと交捗してきたが 賞してそのような立場て、な

おかつ業務を委託している会社は、公団に安全対策

についても要望しているが、公凶か;-~JIロ|答がな

いので回得さきないと言い続けてL渇。東京労働局

との交渉で資料や岡市等も提供し、同としては本宵

の}jにそのような実態をあげて、法改止を斤めた安

全策を検討したいということだったのさ、束京局カめ

具体的に提案されたかどうかつわれわれとしては、

要望事項2に去る安全衛牛管理体制に安全管理吾

平安主衛止委員会の選任・設置の対象に加えGtオ

ば、そのようなモのができるし、労働安全衛生法には

元hとの協議会をつくる規正など宅あξわけで、その

ようなをのも含めて先注元の責任をいれていただけ

れば、安全対策が進む叩Jではないかと考えている。

厚中労働省として、 E T Cをヴめた料金収受員に安全

対前lヶ二山ての危機感、どの程度の認識があξ『か

うかがいたい。

［労働基準局安全衛生部安全課］

今イ H J Jに束京労働j局の方にお出でいたた:'l)た
という三とについては、報告を支けている。当方で料

金収受員に特定したかたちで、災害がどのように発

生していると IIう槻gC'データを侍っていなかコたの

で、報告を乏けて実態はどうなってL記、のかという三と

を調べてみないと、具体的にどのような対策をとるか
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というととについてはひただ、いただいたととを踏ま

えて、検討していきたいと者えている。たしかに ETC
が減速しないで申がそのまま走ると L行ことで、 般

の料金所に比べてかなりリスクが聞いだろうというと

とは4ふ龍してL誌ので、東ムピ、局とも析に連携をとって

対応について検討させていただきたいと思う。

［栄谷田ハイウエー共闘］

具体的にどのように検討をしていただけるのか。

もちろん事業昔の話も聞くだろうが、現場に行って、

収交員カミら間接需も聞いてほしし、肯都晶速道路公

凶が、危険な業務が fTまれている発注内容を決め、

道路符理者、施設闘係も、ほと/しど正権限をもコてい

る。予算措置をとれるのも公団。東京労働局の方で

も、そういう当事苫としての責任が aJるだろうむりか

たちで、いぐ功、の要望を首都高速道路公同にあげ、

それに対して公団も答えている。乙とつは、公団の中

の制織が縦剖りで、安全対策についてー貝した対策

をと才tないとし追うことで、私たちも公開内に 元的な

部署を作ξょう, ,ってきて、東京町も司禄のととを指

摘した。公凶の答えは、機構改革の中で徐々にやっ

ていきたいということだが、まったく進んでいない。本

告Iの方でも、強く行政指導してほしい。

［労働基準局安全衛生部安全課］

第 義的には、直 J書道路公同を指導する権限は

東京労働局なり、所管の臣官署であり、そちらでもま

だ指導が終わったわけではなく、引き続きゃコている

最中と認識しているので、まずその状況で佃手がど

のような対比をほかも含めて、情報の交換は密lこやJ

ていきたいロそのうえで、どうしても規制なり何なりと

いうことになれば、それはまたその状況を踏まえて検

討したい。いま東京町で指導しているまさに良中とい

うことなので、注視していきたいと思っているロ

［鳥井全統 l
Zれは肯部品だけの問題か。本宵としてどう認識

しているかロ実態調杏はしているか。無人イ七すξ とL、
うことが、安全なようで実は危険だとし追うことは、これ

までの経験から明らかひとれまで子怨できなかったよ

うな災害が起こる場合がある。たまたま邑都高の場

合は労働組合があって問題提起をしているね7だか、

全|川的な調査を本省でやらないと、それぞれの局だ

けではすまない珂題ではないか。

［労働基準局安全衛生部安全課］

まだ具体的に制査はしていないが、課題として検

討していきたい。

［飯田・東京労働安全衛生センヲー］

私も東京労働同との交渉に参加して才J灯、担当青

の )jもそれなりにやられているが、リ ダーシツフ。が

足りないと初惑じており、本省としてもパソヴアソプし

ていただきたい。

4 発がん物質対策

①粘品質シリカを発がん物質として必返し、特化見JI上

の規制対象とすること。

［労働基準局安全衛生部化学物質詞査課］

シリカについては、半成 12 年に職業がん対策会

議において、珪月I［i症を予防することによって、防'lがん

発症の有意のi官加を子防できるとの検討結果が得ら

れていたと同時に、疫ρ?調杏及び動物実験かうシリ

カのI' oがん性を的確に評価することは困難であると

されたところであり、特定化学物質等障害予防止:!～則

により、重ねて規制することは「由必要のないもの

と考えている。

Cvダイオキシシ頻を発がん物質として認定し、特化則

ょの規制対象とすること。また、廃棄物焼却胞訟に係

る作業に従事する労働者だけでなく、曝露可能性のあ

るすべての労働青を対象とし、退職後Ofill l #管叫のた

めに健康管理 F帳を父付することロ

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

ダイオキシン類については、平成 10年に豊能郡

美化ヒンターの労働苫の血液から、半成 12年には

同施設の解体工事を行なった労働者の血液カ吟高

濃度ぴ>ダイオキシン類が検 cド1され、廃棄物焼却施設

に関連する労働環境に高濃度のダイオキシン類に

曝露する作業があることが明らかになったことから、

司種σ川ド業を行なう労働青の曝露防止ωため、平成

13年に労働安全街中規則により規制を設けたとこ

ろ。現状においては、曝露防止対前として追加の規

制措置は考えていなし、

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

現在、健康粁理手帳の交付がどうなコているかと

いう三とだが、離職者に対する位康管理手l恨の交付

については、有害物へに曝露かう発病までの潜伏期

間が長く、離職後も長問|の健康管理が必要とされ、

また、がん等の主主篤な健康障害を生じるおそれがあ

る業務に従事していた)jに対して、離臓の際、また

は離職後に交刊されるもの。これ巴の業務について

は、労働安全衛生法において、現在、 12業務が制定

され、健康管理子帳の父付対象とされていξところ

であるが、ダイオキシン類にH暴露される業務につい

ては、現在のと三ろ、 fill l#管叫手帳の交付対象業務

とまでは言えなL止与えているカに今後とも関係市宮

守カもダイオキシン類の )6がんに関する情報の収集

に努めてまいりたい。

③また血液中江ダイオキシン類の濃度調 11 ,とを法的に義
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務づける三と。

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

廃棄物焼却施設に係る作業lヶ二山ては、労働安

全衛生刻印船闇係制定政び廃棄物焼却施設内作業

におけるダイオキシン類曝露対策要綱により、ダイ

オキシ;顎曝露防止のための適切ょ措置を講ずるよ

うに決定しているととろで£エ曝露による状況把握

として血中ダイオキシン類¢農度測定¢義務づけは

必要なL埼 σと考えてL渇。なお、その要綱の中にお

いては、事故、保設貝の破損等により等によりダイ

オキシン類等に著しく汚染され、またはこれを多量に

岐人したおそれのある場合には、医師による診察と

と削工、必要に比、じて、血中ダイオキシン類濃J見担JI定

を行うことという内容が  J,語り込まれているロ

④廃棄物焼却施設の解体工事に闘して、1)全国の届

向件数、 2) 臣官指～訓討を示されたい。制本作業場が

第 3管理|メ域の場合は山ち入り調杏をすξこと。

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

廃棄物焼却施設の解体一仁事に関する、全 1'1の平
成 14年の岡山件数は 525件となっている。

［労働基準局監督課］

具体的な斡怪指導件数については把握していな

いが、崎棄物の焼却施設の解休ム事については、重

点的に監督指導を行なっているところ。また、違反骨

の情械がある場台には、厳正に転管指導を実施し、

i出止な指導の確保に努めてまいりたいと与えているロ

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

解体作業場が第3管科区域かどうかに閣オメコず、

できるだけ全数、¥'(入調官を実地するようにしている

ところである。

(忌産業俣学総台制究所による清掃労働青へのダイオ

キシン類の健康影響調杏について、その協力関係、結

果の活用の仕方を説明されたい

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

産業医l芋総合研究所において、作業環境におけ

るダイオキシン類曝露の牛体影響に閣する研究を行

なっているととは、とす')～':")としても承知している。また、

当該研究は、今年度が最終年度でiISるということも

聞いてお 1成果物については闘係行政の基礎資料

とするとともに、必要に応じて所用を凶ってまいりた

いと与えている。

(⑤石綿を労働安全衛生法第55条の製造、輸人、制定波、

提供、使用を禁止する対象物質とする三と。労働安全

街中法施行令の 百五改止にあたり、すべてのむ綿を原

則使用禁止とすること。

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

む綿の代替化等検討委員会江検討結果を踏まえ

て、石品:i10)｛主用しない製旧Iカ!;i'る代主主 "1能な石市lj含

有製品については、製造、輸入、使用等の禁止の対

象とすξこととしている。また、今回、禁止の対象とし

ていない石綿台右製 1］1 1については、代首化について

関係事業昌の取り組みσE進を図ξ二ととしている。

［古谷全国安全センヲー］

パブリソク・コメントへの回答はいつ頃になりそうか。

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

いろし巧皆さんカ巧の意見が多くて。できたら今 (7)

月巾と考えている。(政令改正、施行についても)でき

るだけ年くとは与えている。 ［67頁参照］

⑦中皮腫のタC L者数に比して労災認定fl数が極めて

少ない。被災育、遺族、 I " 'j空機閣に対し石料曝露と中

皮瞬発組との医学情報及び労災請求に閣する情報を

積極的に挺供すること。

［労働基準局労災補償部補償課］

｛_j綿ばく露労働者に発牛した疾病の必止基準に

闘する検討会において、昭和 53イHOJJ23R 千|け 

均且達「石市ljばく露作業従事者に発生した疾病の業

務上外の必止について」の~t(逗基準の見直しのため

の検討をただいま行なっているところであり、この検

討結果を踏まえたうえて、認定) ; (準の見商しとともに、

その周知を図ることとしているロ

［白石愛媛労働安全衛生センヲー］

中皮腫について、とくに被災育、遺族、医療機関

への情報のf.j!供ということだが、建媛では固山がん

センターで中皮腫と診断さオた本人と家族が、立て

続けに相談に米られている。かなり全|川的に同てい

ると忠三のだ均九医療機関の hが労災補償の制度等

については｛可も畑らせて l'ない。監督署や労働局に、

院療機関に対する情却の同知をやったらどうかと提

案しているが、木也、の ｝jかうそれを促進するつもり

はあるのか、ないのか。

［労働基準局労災補償部補償課］

先ほど言ったようこ、現 1T: J:t:. iと基準見直しのため

の検討会を開催しているところで、認定基準は本イ|

!庄中には間違いなくできξと思うので、それをテコに

従来以ょに周知を図オiるように、現有検討している。

［白石愛媛労働安全衛生センヲー］

1*煽機関に対して「ドlすつもりはあるのか。

［労働基準局労災補償部補償課］

そういうことも含めて検討している。

［白石田愛媛労働安全衛生センヲー］

現場の｝jはー牛懸命やっているわけなので、本台

が、上カ沿抑えるのではなく、そのようなことをやりや

すくするようにしてほしい。

［JII本・神奈川労災職業病センター］
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神奈川でも県立がんセンターが労災指定院頃機
関になっていない(r園、 ' (がん七ンターもそうだ」の声

あり)。事務の方に連絡をとった弘「うちには労災な

んか米ません古川｝。守門院療機閣ですから」と, ,う。
中皮脂 がんが労災だと¥)う~!t!叩, 識が事務｝J にこれっ

ぽコちtない。医師は言i)l : t研究の対象として、 「中

皮腫、これは珍しい病気だ。長近唱えている。学会で
発表しなければ」等とは思うが、これは労災で補償さ

れるからとはまるっきり考えない。認定基準自体の問

題よりも、同京機関 医師も事務方も労災につLだ
の~!t!, u識がないから救済されていなし、、といそことを要

望事項は言っーといる。

［古谷・全国安全センター］
圏、'(病院が労災指yとをとっていないと¥)うことは、

非常に不便でaるだけでなく中皮腫などの場合だ

と非常に多富山を本人が一時的にしろ負担しなければ
な己ないことが多いので、これはりIjのルートで国白病

院部に指導するように要望して、「わかりました」と¥l

う話になっているのだが、実際には進んでいないの
で、労働基準局の｝jカも要請すξことも検討してい

ただきたい。

⑧アスベスN二よる中皮脂、肺がん等¢労災請求、 utl記
事案に監側、事業所の業種、職種、職歴、粉じん作業

従事期間等の情報から、アスベスト曝露青の 1&治と被
害防止対策に取り組むこと。

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］
石料にねィナる対策として、アモサイトケロシドライ

IVl製造等の禁l卜、作業管理、代替化江 E進等を行っ

てきたところ。今般、アモサイトクロシドライト以外の
石料を含有する建材等の製品の製造等σ;禁止する

こととしているところでもある。今後、これらについて

徹底をして¥lくとともに、労災の担当部署とも連慌を

凶りなが3、必要に応じて積極的な措置を行なってま
いりたいと与えている。

5 化学物質管理対策
⑦｛J綿江下業環境日刊1111基準(管理濃度)をケロシドライ

トも含めて 0.1繊維Icc以下に引き下げること。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］
現布、専門家による管理濃度等検討会を開催して

いるところでありアモサイト及びクロシドライトを含め

て、石車lについて、日本産業衛生学会J立びA C G I H

江副告値等やi~lj!と技術等も与慮して、鋭芯作業を行

なっているところである。今後、本検討会の倹討結果

がまとまり次第、平i準の告示改正等を行なってまいり
たいと与えている。

Cv昨今、職場のシソクハウス症候群の労災認定事例が
山ている。厚中労働省も「職域における町内雫気中の

ホルムアルデヒド濃度低減のためのがイドラインJ(平成

1 4年3月1 5日)を, ' 1 " ,し、事業主への同知に努めている 
としているが、今後も臓域におけるシッケハウスチI'~｛IX砕

及び化学物質過敏症¢被害は増えるもσと考えし3れる。

具体的な子防対策に取り組むこと。
［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

ご存畑のとおり、厚生労働省としては、ガイドライ

シを発問して、事業主の周知に努めているところでは
あるが、これまで建設業、繊維板製造業、集成材製

造業、合板製造業などの事業主を対象とした集同指

導、説明会を実施するなど、本ガイドラインの同知に
努陀るとともに、より具体的な対策を示した、合板製

造業、繊維板製造業、集成材製造業などを対象とし
た「ホルムアルデヒド取扱作業場の現時改～:マニュ

アル」を現布作成しているところロ厚中労働省としては、

引き続き事業主への周畑・指導に努めてまIIりたい

と考えている。

［古谷全国安全センター］
化学物質過敏症やシ、ソクハウス症候群が話題に

なるたびに、安全衛生と労災補償のサイドの認識の
兼を感じざξを得ない。安全衛牛の｝jでホルムアル

デヒドのガイドラインを出すに当たっては化学物質

過敏症やシックハウス症候群の発生を子防していか
なければあいけないと¥)う発想が根康にあると理解し

てよいか。

［労働基準局安全衛生部化学物質詞査課］

全体ということではいまのところなく、ホルムアル
デヒドについては、職場ではもーごと大呈に使うわけだ

か,)_?I そういった意味で濃度低減というものをきちん
とやっていかなければいけないという趣旨で、ガイド

ラインを出させてIIただし花。(化学物質過敏症やシソ

クハウス症候群)全体を子防すζとIIうととではない。

［古谷全国安全センター］
ホルム7Jl デヒドに限定したということにしな屋

内環崎といういままでの典型的なホルムアルデヒド中
毒とは進うH暴露条件の中での健康確保対策も与えて

いかなければならないという趣日だろうと思う。そうし追

う認識、対策について、補償の方とすり台わせをした
ことはないのか。

［労働基準局労災補償部補償課］

現在、一部Wr開制道等で、シソクハウス症候群と
か化J芋物質過敏広として労災認定されたという報道

がなされているようだが、その点については、医学的

にまだ解明されていない部分があるので、あくまでト

ルエンによる疾病、ホルムア凡デヒドによる疾病が医
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学的に明らかなモ『があるというととで労災認定して

いる宅のであり、今後医守的に解明されていくのであ

れば、当然、そうIIう場合にどのような去に注意しな

ければならないのか等、担当職員に周知をする必要

泊ミあろうかとは,也う。

［白石・愛媛労働安全衛生センヲ］

トルエンやキシレニ等については微量でモたる場台

がil"る。医師がそうだと判断した場合には、化学物

質過敏症ということになるのではないか。監督署が判

断すべきなのではないか。

［労働基準局労災補償部補償課］

その方が業務上か業務外とヵ¥(::l)う組長から判

断する必要はあるが。三ういう疾柄だというととろまで

は
［白石・愛媛労働安全衛生センヲ］

再t官署長が判断すればよいし、また、判断できる

ようにすればよいロ本合がl止を引っ張るのはけしか 

らん。おっしゃっていることは、医学的に解明されて
いなし功,～':")化学物質過敏症という病名はないんだと

いうように聞こえる。

［労働基準局労災補償部補償課］

医学的にはっきりしていなしUコで、業務との凶*

関係が明らかとは言えないということだロ

［古谷・全国安全センヲー］

化学物質調査課の認識はつ

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

うちの発想としては、化学物質を大量に使うことの

方が労働現場の場台多いわけで、そういった意味で

これまで規制をかけてきた場合が多い。そこの規制

がいま主る中で、より微量な化学物質がたまたまそ

とに存在して過敏症になξといったととまで、法的に

いまの段階で規制するとか、そこまでの段階にはま

だ至コていない。そういう意味でホルムアルテaヒドの

場台は、職場内でω空気巾の浪lLtの低減という三と

をある程度、うちの hで打ち出した。

［111本・神奈川労災職業病センヲー］

会社は転官暑が凶果関係がありますとIiって、は

じめて予防対策をまじめにやると Lη のIJ' ,現場の実 

態だ。補償の方は、閃果閣係わカリ3んとか、医学的

にはっきりせんとか 1¥って認めようとしていない。しか

し、現実にJ予校で何人も倒れたりとか被害が山てい

る実態を踏まえて、予防対策はし功、りやってを 3わ

なくては阿る。そして、安全衛生と労災補償のすり台

わせはやってほしい。

［浜田・高知労働安全衛生センヲー］

同じ1"1の宵庁でも、 1"1上交通省ではすでに7月か

ら、新たに建築をする住宅については、住宅金融公

屈を使う施主については、各部屋に木材だけしか何

も使っていないと設計上、それでもこの対策のため

に換気扇を付けなけ才 LI: 1 '金を出さない。そこまできて

いる。真剣にならないとだめだ。

［井上回全国安全センター］

労災認定をする場合には、相当閃果関係がなけ

ればだめだとしても、安全衛生の子防は労災とは違

うのだから、疫学的にこれは危ないと思われたら、予

防活動をやるべきだと思う。

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

ですからホ)"ムア凡デヒドについてはガイドライン

を出しているところであるし、その他の化学物質につ

いても、似たような事案が顕著でil"れば、考えていき

たいと思う。

③化学物質tp,理対後は、厚止労働省江労働基準行政

0 )みならず、厚生、壊説、経済並業、 1' ,1よ交通等、保々

な行政分野の対象となり、現に再台jTにおいて様々な

法令やガイドラインキ宇も議定され、相LLに重なり合う部

分宅>少なかろず見交け巳れる。化学物質管叫対策を統

台的・包括的に見直すとL汚二とは、国際的なトレン問こ

をなっているところでaるが、他省庁も含めて各種法??・

施策等を見直されるお考えはないか。

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

基本的に化学物質については、 般の化学品の

ほか、農薬、院薬旧I、食旧I添加物など様々なキJのが

il"るので、これらによる人や動柏物への影需につい

ても、環境経由の間接的な影響か3取り扱いの際の

商接0:影響など、きわめて多様なものでまる。とのた

め、様々な化γ'物質江特陀や人や動植物への影響

を止ずる経路に応じて、きめ細かな専門的対応を行

なう必要かあり、関係法令にj出づきそれぞオ1必要な

措置を講ずることにより、もっとも効果的な対応がと

られているものと認識している。しかしながら、政府と

しては、縦割り行政と 1¥った批判lを受ける三とのない

ように、関係省庁が綿常に連携を図りながらこうし

た閣係法令に基づく制度を、それぞれの目的に応じ

て整台的に運用し、 体的な対ょがをしていくことが玉主

要であると与えているロ

包括的な枠組みを検討するということは、具体的

な会議等は行なっていないととろだが、納かな、必要

な対策を占てるにあたっては、関係省庁と連携を図

りながら実施している。

逗) (まの点とも関辿して、とりオ)けM S D S (化学物質等安

全データシ ト)という|叶じシステムをも規λとしている労

働安全衛止法と化学物質予!理促進法が、規制対象と

なる発が/し物質 0:含有量において異なる定義を設けて

いることは、不台理であるばかりでなく混乱のモとであ
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る。化学物質管叫促進法制定の思礎となった肯斤をま

たがる3つの帯議会共同の答申に主治知見を踏まえて、

早急に、対象範圏の広い化学物質告理促進法の、 )6
がん物質については0.1 質量切、 h 含右するもoコを土:~~

制対象とすξことにそろえるべきである。

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

化学物質管叫促進訟では、化学物質の壊撹への

羽山を把揮することを目的として、この観点、から相|山

呈及び製品の含有呈を規定しているものと認訂占して

いるが、労働安全衛生法においては、特定0:化学物
質における労働省の健康障害を防止すると¥)う観点、

から、 M S D Sを交付することにより作業環境が告理

されるととを勘案して、製剤の含有量を則定している

ものである。今のところは、そろえるという心向では与

えていない。

6 廃棄物処理業における労働安全衛生対策

①廃棄物処理業にヰ卦7る労働安全衛止対策のガイド

ライシ策定作業の現状を説明されたい。

［労働基準局安全衛生部］

廃案物処理業におナる労働安全衛止対後として、

廃棄物処叫業における労働災者防止対策を推進し

て¥ K止めに、業界凶体の安全衛中基盤を整備して、

向主的な安主衛生活動を推進してしミくことが重要で

あξと考えていて、現在、業界における安全衛生の

取り組み状況の実態、 i常業廃棄物広4理過程の問

題点などを、調企検討結果に基づいて、厚生労働省

において業界団体、それから巾央労働災害防止協

会と連携して、「売業出棄物処理業におけるモデル

安全衛止規定」を策定したところ。今後、この普及を

凶るために、業界団体の安全衛生ぷ慌の整備や自

主的な安全得J牛集凶指導の実liillなどを支媛しな、く

こととしている。

7 喫煙対策
① 5J J1 Rから健康増進法が施行さオた。職場の喫煙

についてはガイドラインがあるが、対策に取り組んでい

る事業所は47. 8 % (ヰ成9年労働省健康状況調査)と

過半数に達していない。健康増進法の対象施設以上に

厳し¥)対策を事業主に求虻ること。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

職場における喫煙対前については、労働者の健

国語確保と快適な職場環出の形成を凶る観点カVλ 一
屑の受動喫煙の|山l卜対策の充実を図るため、 18ガ

イドラインを見直し、本イ15JJに新ガイドラインを議定

したととろ。新ガイドラインにおいて充実を凶った主

要な事項は3点あり、 1点目は、設備 llilにおいて、受

動喫煙を確実に防止する槻点から、可能な限り、非

喫開場所にたば三の漏れない喫開室の設置を推奨

すること。 2番目は、喫煙主に設i置する「有効な喫煙

対策機器」として、たばこ江煙が拡散する前に吸引

して屋外に排出する方式の推奨。3i:& Hは、職場の

雫気環境の基準に、喫煙主等から011喫煙場所への

たばこ江厘へ>においの流人を防止するため、喫煙室

等と非喫州場所とのほ界に才品、て、喫開室等に向か

う風速を J.2nν秒とするように必要な措置を講じるこ

とのiJ:lL則、である。今後、都道府HlL労働局、労働基準

官官岩、快適職場推進セシタ一等を通じて、あらた

めで関係凶休、事業場等にJj ; くガイドラインの遵守を

要請するなど職場における受動喫煙点、!被の今帽の

推進に努めてま¥)りたいと考えている。

B 建設現場における労働衛生管理対策

①建設現場における有機静剤中毒防止、粉じん曝露

防止対策を強化すること。

［労働基準局安全衛生部化学物質調査課］

イ当機溶剤による中毒を子防するための措置につ

いては、有機溶剤中毒予防規則こ規定してL渇ほ仇

建設業の業務の特徴を踏まえたよJ指として、平成9

年3月に「建設業に才iける有機桝剤巾毒子防のため

のガイドライン」というものを策どしており、予防対策

に努めてし誌ところ。今後とも、このガイドラインの周

知など、建設業にキAする有機M斉l巾毒の子防対策に

ついて、事業苫を指導してまいりたい。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

粉じんH暴露防止対策については、粉じん障害防

止規則があるが、これに加えて半成 12年に、 「す司、

道骨建設工事にヰメナる粉じん長ド長に閣するガイ十ラ

イン」を策定し、 13・14年反については、ずい道等建

設ム事における粉じん対策に係る好事例の収集に

努めてまいったところであるが、本イ|度については、

これらのガイドラインあるいは収集した灯事例にJょ
っ守いて、寸司、道建設交事業者を対象とした粉じん対

策の講留会を開催することを考えて¥)る。

1 労災補償の仕組みの改善 ヨコ「労災カくし」の撲滅被災者への迅速・公j fな補償
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の実現という観点力、ら院師または佐k担保険機関等が

業務上江昌病と疑われる事例を労働基準監督署に通

報する仕組みを導人し、同時に、監督署においては、

被災者か?T)請求を待たずに、同通報をもって業務卜

外に係る調杏を開始し、支給決止まで行なうある¥)は関

係昔に請求手続を促すという仕組みを導入計たい。

［労働基準局労災補償部補償課］

いわゆる通報の仕組みの要望があるが、医療機

関若しくは医師に対しては、労災と盟、われる事案を

把握した場台には、被災育、請求人に対して斡官署

に指導するようにという勧奨は主願いしている。言わ

れている通報をもって動き出せとまるが、どうしても請

求行為とし巾モ σを抜きにして調査にかかる三とはで

きないとL、うのが現状でi J 6 ' 0 。とは言え、労災事故と

思われるをの若しくは労災事故をJE握した場合には

事業主に対して、労災請求がきちんと行なわれるよ

うに、事業全ちゃλと努力しなさいという指導若しくは

勧焚はキりている。通報制度をつくれ、通報をもって

l'J.庄市せと, ,うのは、ちょ- Jと現段階では難しい。

②現有、医療機関に対しては、(財)労災保険情報セン

ター (RIC)により、労災保険と健康保険などの他保険

との差額分を補償する「不支給事業への補i当」事業等

が行われている。少なくとも、医師が業務上の傷病であ

ると証明して請求カ1なさ才1た事案にあっては決定を待

たずに休業補償給付の支給を行なって被災背の生析

の維持を確保し、結果的に不支給と決定された場合で

あコても、決定通知時までの分は補償する仕組みを導

入されたい。

［労働基準局労災補償部労災管理課］

(財)労災保険情報センタ R I Cにヰヨいては、労 

災保険料によって、不支給草案への補償のような事

業は行なってはいないと聞いている。労災保険が不

支給と決定さ才た被災者の方に対しては、健康保険

など正也の保険によって補償されるべきものと考えて

いるところであって、労災保険はあくまで労働省の業

務上の災宮によJする補償を目的としている制度であ

り、労災保険制度において業務 hでない災当につい

てご指摘のような被災直fの牛活の維tケの確保まです

ることは困難であると考えている。

［古谷・全国安全センヲー］

円f,41の趣旨は、結果的に補填事業に労災保険の

金は一銭も聖われていなし止¥)う趣胃か。完主に言

い切れるか。 R I Cに対して労災保険カら金が「ドIてい

るロ
［労働基準局労災補償部労災管理課］

共治事業として行なわれる宅ので、院煽機関から

の掛け金、白円 Ijll見入だけでやって¥)ると聞いている。

③リハヒフJテ-::-ョン・社会復帰各種援護施策等を保

険給付として組み込み、所得の1 0 0 %補償を実現する

よそ;1:休業補償給刊を改善することを含めて、給付水曜

の全両的引き卜げを凶られたい。

［労働基準局労災補償部労災管理課］

休業補償の給付の水準については、 ILOの第121
号条約 業務災当の場台に才J請する給付に関する条

約において、一時的または初期的労働不能の場合

の給付の基準を従前の所得の6 0 %、また同時に採

択されている ILO勧告第121号 業務災百の場台

における給付に関する勧告において、所得の 3分の

2を下らない頼と規定され口氾ところであり、わが国

においては休業補償給付の受給権守には、休業第

4 C 1目か玲仁業H Jにつき、原国JIとして給付基礎H額

の20?tが労働栴祉事業として行な才れて¥lる休業特

別支給金として支給されて宇点、休業補償給付のぽ)

?rと合わせて、原則として給付基i瞳H額の SO%O給

干lが行なわれることになっており、前述のいずれの

1'1際水準についても卜回るものであって、現状のま

までも問題はないと」言えている。

④労災補償状況調査守の職業性疾病に閣する正間企を

今後、より系統的に行うとともに、請求事案に関すξoll占l
jJrj調杏結果等を整理してできる限りの情報を 般に公

表し、職業性候病允止¢防止、被災事案の救済のため

に祈用するとと。剖査資料について、たとえば、労災補

償状況調杏に才卦ナる個人調官崇を 1年保存とすること

をやめることなど、その,1" 7乍と活用に闘して再検討し、

情報の散逸、消失を防ぐための対策をとること。

［労働基準局労災補償部補償課職業病認定対策室］

職業性咲病に係る労災補償状祝については、労

働ぷ準法施行別則別表第10立の各号ごとの件数等

の統計資料を作成するとともに、厚牛労働省のホー

ムベ ジに掲載する守により公表しているところ。当

該疾病の統計は、その年の労災補償はどういったも

のを補償しているのかというのを把持するほかにも、

労働基準法施行規則第35条専門検討会ほか専門

検討会において検討して前用している。な払剖査資

来初号ち、個人調査票等¢目別調査結果に関しては、

当然に個人に関する情報が含まれていることから

保存年限等も含めて慎王立に取り扱うべきであξと考

えている。

(g) 業務上咲病について江号病性質コド別労災補償

状討は、休業補償J立び遺族補償の支給件数しか含ま

れていない。療養補償の支給件数がないのはどうして

か。療養補償支給1'1数も含めた傷病性質別労災補償

:jR~'7［を作成されたい。

［労働基準局労災補償部補償課職業病認定対策室］
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業務h疾柄に係る補償状況につl,ては、煽養補

償給付の傷病性質コード~JIJの把搾について、必要件

はあると思うが、療養補償給付の1'1数は平成1 3イl
Uで新則支給守ががj出〕ノゴ人に0)1まるごとカミら、その

全件について把隠すξことは、現状においては困難

でa ると考えて¥'る。労災補償の施策の倹討を行な

ううえでの思礎資* ' 1 - くとしては、休業4日以卜の業務卜

疾病の労災支給件数について、その妓病~JIJ正件数

内訳をJ(';握していれば足りると考えて¥,る。

(在労働災当、職業柄に関する情制収集、統計、分析、

活用に関する現状について、行政として整理して、 般
にその全作をわかりやすい }I~ で明らかにすること。

［労働基準局安全衛生部安全課］

安全待J牛分野に才卦する労働災害に関する情報提

供という槻点で存えさせてl,ただく。労働災害に閣す

る情報については、毎月労働災百発生状1］［速半ほとし

て取りまとめ、配布しているところ。安全の指棋、安全

衛生イ|刊守の各種出版物により、それぞれ毎イ|度

の発生状1］［とかその分析結束について発表してい

るロさらにこれらの労働災害に関する情報について

は、厚生労働省ホームページとか中火労働災宮防

止協会・安全衛生情地センターのfンターネッl斗=よ

る情報提供を現有行なっている。

2 労災保障量制度の在り方に関する研究会

⑦明示請求により入干した発議文書ft帳によξと、 「労

災保険制度の在り方研究会」が参集 (2印11イ121J参
集。)されている椋様であるが、一切公表されていない。

その目的、メンバー、これまでの経過、報告書等の取り

まとめの目途守について明らかにされたい。

［労働基準局労災補償部労災管理課］

持議会等の会合江公開については、「台の官房

総務課で作成し口渇「審議会等会合の公開に閣す

る指針」に阜、づいて、その会台の透明化に努めてい

る。労災補償却において運営してる労働政策帯議会

労働条什分科会労災保険部会においても、同指針

にぷづいて対処している。また、同指針においては、

指針の対象として国家行政組織法に基つやいて設置

される審議会及び習談会守行政せ目上の会合につ

いて、その公開に関して定められている。そのうち会

合については、局長以上の決裁を受けて参集した会

合をその対象とするという取り扱いか了よされており

ご指摘の「労災保険制j立のあり方に関する叫究会」

については、局長以上ではない市長が参集した研究

会とし巧ことであり阿指針に基づく会合の公開の対

象とはなっておらず、委員の［ ¥ ; 1 ' ,をはじめ当該会台

については必ずし宅公開する必要はないと与えてい

るととろである。

ただ今後、このままの状態でいL功、といそことについ

ては、問題があξとは考えてい亡、そこらへんについて

は、必要によUじ、また、委員の意向も踏まえる必要はあ

ると思うが、検討してまいりたい。

② 1 9 9 9イ1 1 0 I Jに報告書(未公表)をまとめたとされる

「労災保険制度のあり方に関すξ沖iHjt会」との閣辿は

まJるのかどうか。もし、ないとすれば、|叶報告書で検討

され、 次健康診断学給付創設守を閉止して「日|き続

き検討」とされていた、 CD Jr防対策、社会復帰・援護対 

策の充実、公>新たな労働災害に対応する業務上外の

認定のあり方③イ|金にヰ卦fる稼得能力への対応、④

労災保険給付と民事損百賠償との剰整、等に係る検討

はその後どうなっているのか明らかにされたい。

［労働基準局労災補償部労災管理課］

平成 11年 10月の半日告書、「労災保険制限のあり

)jに関する研究会報告書」だが、これは半成H年の

秋に研究会が設置されて>:来、法律の専門家により

構成された叫究会の委員の方によって、約2、3年に

わたコて、ご指摘のような予防対策、社会復帰・媛護

対策のあり方ゃホワイトカラー化守を背景としてとく

に問題となっている業務h外の認定のあり方、被災

後の稼得能力の変化に対応した年金給付本準江あ

り方、民事m害賠償との調整といった4つの大きな

課題について、主として法的な観点カら幅広く検討

いただいたもの。今|ロ|の研究会と直接のつながりトま

ない。切れている。(同研究会報告で引き続き検討と

された問題については)その間後に審議会の方で、

有年の1月2 6 lJ付けで「労働占災害保険持議会の

建議」の中の内科と前イ|の報告書の内符とは閣連し

ている部分がd¥'J 、建議においては二次他国語診断給

付についての制度改止をする必要があるとされてい

たが、それ以外の民事阻害賠償との調整骨につい

ては、さらに検討するべきというかたちにされるにと

どまったということ。

［古谷・全国安全センヲ］

非常に主主要な議論が非公開で進められてい之泊

ではないかという懸念が大きい。単急に公表してもら

いたい。

③厚生労働宵ホームページの「閣係審議会等議事録

等Jrその他(検討会・研究会等)Jに掲載されてこ7な沖、っ

た理由について明らかにされたい。

［労働基準局労災補償部労災管理課］

くDの|ロ|答と|叶じ理由で、明らかにしていないロ

3 じん肺合併肺がん問題等

くD木年4月IlJより施行されたじん肺法!血行規則の改
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正により、各都道府県で肺がん検査が実施できる佐診

機関、医療機閣のりストをf. j !供されたい。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

今回のt~~則改正によって、肺がん検査を実施でき

る医療機関というのは、本也の }jでは把揮していな

［古谷・全国安全センヲー］

各都道府県労働局に対して、おたくのとこではい

くつくらいを目標にして増やせという指ノl、なり指導

はしていないか。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

目標は、していない。必要に応じて増やせと言うこ

とは、, iっている。

［浜田高知労働安全衛生センター］

肺がん江建診についてだが、別の場で確認させ

ていただいた点とぶれがある。とれをやる際原機関

の条件としては、ぞれがてさる設備が整っていること、

ちゃんと判断できる医師がいることであれば他江こ

とは関係ないというふうに聞Lだいξ叫だが。なぜ聞

くカか、と

ろでやりたい。変なところばかりm定されて、そこに

行くというのはん変な帯痛だというとと。

［古谷・全国安全センヲー］

健康粁理手帳の健診委託医療機閣の人的・物的

条件にて山ては、通達 ［2は13年4月号23-26J'l.参照］
に示されてl)る宅のがすべてと理解しているが、それ

らの条刊を具備した医療機関が指定を求めた場合

に、積極的に指定を地やすということなUれそれだ

けではだめということがあるのか。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

いま委託～原機関は、管理2の背が追加になった

ことに刊F コて、各局で増加のことを検討していると思

う。条1 ' 1については、ご指摘の通達で人的なtの 

とれは院師、技師も含める、それから設備 とれは

今|ロ|の肺がんの検杏でらせん CTと略疲細胞診が追

加になったので、これまでの検査に加えてこれらの検

査を行える設備を有している院煽機閣カ子λ 「催オ 1た

医療機関」ということも条件にしているが、条件に合

致する医療椛闘はおそらくたくさんあろうかと思う。

数の問題は、ご指摘のとおり、あまりにも遠すぎると

大変ですので、 H帰りできるような場所に設けてほし

いということを、各局には指ノl、している。

［平野・東京労働安全衛生センター］

肺がん検査については、ヘリカ)"CTにこだわコ

てl)るのか。普通の仁Tではだめな切か。ヘリカル仁 T

の利点は短時間でできるカも集団検診に向いている

とl)うことだが、健康管理下帳の場合は集凶検訟と

いうオコけではない。普通の CTでも十分対比、できると

思うが、その山、は全然検討していないのか。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

短時間というメリットはたしカヰこ考慮されたようで、

報告書の中にある。委託医療機関は、ある程度のH
にT :を決めてまとまった方を11 ' fぶようなシステムをとっ

ていξ3ようなので、~原機関恒IJモその方が短時間です

むというメリットはたしかにあろうかと思う。

［平野・東京労働安全衛生センヲ］

1"' .1京機関によってはそのようなシステムをとらずに、

年中いつで毛よし、というかたちで dfJi-lば、普通の CT

でも|分に対応できると思う。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

今|ロ|の検討会では、そのような観点かうの検討は

なされていなかコたと聞いて l)る。

［平野田東京労働安全衛生センヲー］

足011検討していただきたい。近隣の医療機関をみ

ても、ヘリカル仁 Tが人コているところはそう多くはな

L、仁Tは入っている。新則の健康管科手帳交付対

象占が5万人としりu良あったので、かなり指A止医療

機関を増やさないと対応できない。

③労働安全衛生制則 部改正で新たに佐版管聞手市、

を父付すべき時住職首の実数、実際に父付した実数を明

らかにされたい。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

新たに加わったじん肺管理 2の実数を、推 J十だが

約5万人とJE握している。規則改了Fか巴こ才ほ了での聞

に交付した数は、現在のととろまだわからない。毎年

局から報告を求めており、来年の今頃報告が山るこ

とになコている。

喧)さらに、との5年間以内のじん肺台併肺がんの労災

請求について、被災吾、遺家族に績閥的に情報提供を

行うこと。

［労働基準局労災補償部補償課］

情報提供につLだは、再労働局においてリーフレソ

ト守により、労働者、事業主、被災昔、遺家族、医療

機関等への周知を行っていζと三ろであり、厚生労働

省ホームページに近々にーフレソ卜を掲載することも

予定している。

［古谷田全国安全センヲー］

大分i ' T :住のじん肺管理2の}jカも、県労働局かL
今度こ引の改j fになりましたという通加の手紙が来

たが、どういう手続をすればよいのかという問い台わ

せがあったのた由主局レベルでそのようなかたちで個々

の対象者に通畑している場合があるということは承

知しているか。

［労働基準局労災補償部補償課］

30 安全センタ情報2Cコ3年 9月号



いや、初めて知った。

［複数の参加者］

神奈川、高畑、愛媛芳でもやっているとL行報告あ

り。地方向レベルでは、じん肺位康診断や他版管士甲

子帳正こと、補償の JZlと基準の改止も関係するすべ

ての内科を 絡に通加している。

［労働基準局労災補償部補償課］

具体的にMをやれと¥)う指導まではしていない。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

［うちの方にもそういう情報は］ちょっとまだ入って

きていないロ

④じんH［i i合併症に附する労災請求に点、Jl八労基署担当

者が不必要なじん肺管科区分決定申請を求めたり、石

綿肺がんの清求に対し、三円台医にじん肺健診正明書

を要求したりというような混乱した対応が未だに見られ

る。給付決定まで相当な時閣がかかり、請求人が不利

益をこうむる。労基署叩担当者同の旭切なrづ|を作成

し、徹低すること。

［労働基準局労災補償部補償課］

じん肺合併院の労災補償の取り岐いについては、

［昭和J53イ1'4 IJ28円の改疋じんHI［i法施行規則守に

より指示しているととろでiJSIJ ,それに且ついて転宮

署において迅速・i阻止な処理に努めてしだところであ

る。な払労災請求されたをのについては、甲)!JJに業

務 h外の決定ができ之、ょう努めてL治が、事業によっ

て、当夜労働古江作業内容、従事期間、業務量の調

査舎に時間を夏するものもあるのでそのような場合

には業務h外の決定に多ノ少時閣がかかる場台があ

ることをご理解いただきたい。

(号続完性気特支炎江診断基準を満たしているにもかか

わらず、抗生物質の便用の有無や種類等、治療内容に

閣するぷ細な医日正を求陀うれる場合がi!'Y 8 。必定に不

必要な情報提供の依頼をや虻ること。

［労働基準局労災補償部補償課］

疾病に係る業務起因性の判断には、医学的な判

断がノト可欠であるため、当該娯病の医学的診断守

に関する剥査を行うとととして才刀、必要品小限のも

のについてのみ資料の収集を行っているところであ

る。続完性気伯支炎とじんH［i iの合併症については、

診断J怯準の要件を満たしている場台であっても、労

災補償における業務起因併の判断においては、そ

の症状の程度、治療内科学、詳細な医学的情報が必

要であξとご理解いただきたいと考えている。な宇J人

労災,gJ;とを行ううえで、こー指摘のような場合がi!'s!1ば、

適切な指導を行ってまいりたいと考えている。

(在じん肺管科区分決定申請にあたり、台併症の検査

の結果、宅治医が療養を必要とすると判どしているに

をかかね3ず、じん肺管開区分決定通知的繭考欄の「か

かっている合併艇の名称」及び療養の安否が記入され

ず、否と記載される場合がある。その結果、労働基準

駐留署でのじん肺台併症への対出に文障が起三ってい

る。ヰ主治医のJ百見を嘩重し、備与欄に合併~I'~名と療養

の要を記載すること。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］

じん肺健診の具体的な実施)j法や判l J iioは、 『じん 

H［i i診企ハンド7'';/ク』に記載されている内存を基本と

して行うようl二指示しているととろでまる。

4 外国人労働者に係わる事項

くロタ|川人労働者に多発している労災かくし、死傷病報

告書の遅滞、虚偽報告、労災保険の虚偽申請、休業補

償給付金守の着服などに対し厳了fに対処し、再先防

止を行うとと。

［労働基準局監督課］

まず労災かくし);.J後についてだが、先ほどもお話

ししたが、外|川人労働守等に関わらず、労災かくし

の引除についてはあらゆる機会をとらえて指導、ノ1
iEに努めているところであり、重大かつ思質な事案

につ¥)ては司法処分を含めて厳正に対処していきた

い。ただ、外国人実碑午、外国人労働占の労働条件

の確保については、従来カ応重点的に取り組んで¥l
ξととろであり、労働長準法等に違反する等の情叫

がiJSるような場合については、迅速に監督指導を実

施し亡、法違反が認められれ I~ 必要な是了f 指導予

を行い、権利政治を|文|っているととろである。

( 2 )木年5月、栃木県小山市の東H本中小企業経友会

事業協同組合カ叩汗修止の告理ゃ研主党企業へ¢指導

を怠ったとして、東京入|川管叫同は 11日までに、滞在

中の研修牛約700人を帰国させるよう指導、今後3年

間江研修生受け入れをノト許可とする処分を決めた。さ

らに、本年5月坂出品'正署(呑川県)は、造船ん手の川

崎造船のf会社・関連会社に対し7 ) 1 )ピン人技能実

留止の最低賃金違反の是iEと未払い賃金の支払いを
命じている。外|川人研修生・技能実習生の～:;:(:け入れ事

業所へ¢臨検監督を実胞し、時間外就労や労基法j昌
反の実態を↓巴握すること。

［労働基準局監督課］

こちらについても、労働基準監督機関としては、技

に取り組んでいるととろであり、技能実習生の労働

条件に問題点虎乏などの情報がil"る場合だけではな

、く 般的に事業場に臨検監督を実施した場合につ

いて弘実習生江白無をまず確認したうえで、労働ぷ

準法等の単反がiJSれば、必要な足止指導を行うとと
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もに、指導に従わないなどの主皇太・悪質な事案につ

いては司法処分を汗めて厳正に対処していていると

［鳥井回全統一］

実胃中についてだけしか|ロ|答しておらず、注怠深

く言葉を使ったのだと思うが、実態としては J士習生

研修生混然一体だ。制卜修生に仕事を教えているのが

実F平常。たとえO J Tという言葉を使ってこまかしたっ

てだめだ。

［労働基準局監督課］

研修牛については、労働古性の問題というのがま

ず前提にあるので、そこをクリアしたうえでないと、監

怪暑としては

［古谷・全国安全センヲー］

その労働者性に疑義がまる。例えば、介譲労働者

の三となどだと、そういう商から、労働実態をつかもう

という問題志品をもって監督指導をやっているロここ

数イ|。

［労働基準局監督課］

はい、ありますね。

［古谷・全国安全センヲ］

川修生についてだけ、あらかじめ労働守ではない

と決めつけるのではなく、研修牛と言われているけれ

ども実態はどうなの沖、という意識をもコてみないと出

てとない。シルバー人材センターの場台と同じで、先

に法律で労働省ではないとしてしまっている宅のだか

ら、手を出しにく l'ところがあるかもしれないが実態

が違うのだから。

［飯田・東京労働安全衛生センター］

研修医の問題については、裁判ゃ労災申詰の問

題があって、労働条件がかなり変わった。外|川人制

修中の問題も同じだ。監督サイドでちゃλ と ～J り込ん

でもら土なくてはいけない。この同題は何度でも ili及
するつもりだ。

［鳥井全統］

厚止労働省としてこのようなイ、在を許していてはだ

めだ。制f修生はまさしく不正そのものだ。

③外国人研修午、技能実胃中の年間の労働災害、業

務上娯病の允生状況を明らかにすること。

［労働基準局総務課?l
外国人研修中、技能実秤牛については、職業能

力開先局の方で所告していξのだが、 31 ］の夏請への

対比iに担当者が「十IていてこぢVコ方に米れないとい

うことなので、今|ロ|は要望だけうけたまわりたい。

［全国安全センタ］

要望は補償問に対する宅>の。司諜で把握している

ところはないのか。

［労働基準局労災補償部補償課］

外国人研修牛もしくは技能実秤牛についての全

国的な統計はも ～)T いな l "報告しFさということには 

なっていない。ただ外|財人の方でひとつ関係がある

のは、不法就労と思われる人については、統計をとっ

ている。今の報告様式からは、そこカら外国人研修

生もしくは技能実習生の区別はできない。

@研修牛の労働災害は、研修実態(就労実態)に即し

て労働者性を判断し、労災保険給付を行うこと。

［労働基準局監督課］

技能実秤制度に係る労働関係法令のi盛岡という

問題になろうかと思うが、研修止の場合ど士習生の

場台の二通りのパターン。まず技能実習生の場台は、

受け入れ事業場と照同関係江主とに報酬を受けるこ

ととされているために、技能実習生の上場合は労働基

準法卜の労働者という取り扱いに該当するのだが、

研修牛の場合は、法務省の所管になるが、入管法

出入国告理及むて難民認定法第19条第1項において、

制修生はそもそも端酬を乏ける前胃Jは禁止されてい

ることモあり、一般的には労働基準法上の労働苫と

はなり得ない。ただし、名目上研修止ということにと

らわれる三となく、労働県準法 hの労働背性の判断

に関しては、業務に従事すべき旨の指示に対して断

る向山が庇るかどうカ亡か、報酬の労務対償性、使

用従属性の有無といったととを総台的に勘案して、

個別具体的に判断することとしている。

［鳥井全統］

最後のとお 3にやってほしい。実態は、とくに労災

~~!とについて、そのようになっていない。現場のI!:!斗

者でも、研修止の問題だけがそう l'う原則カら外れ

ていζような気がする、と阿っている人もいる。側修生

についても、実態に~IJしてやコてもらわないと困る。

新潟の三条労基署の事fIで、現場正担当者は号ベ土

りおかしいと思ったようだ。だから、いったん業務外

必返しながらも、われわれが由談しに行コた弘棚上

けすだと言コた、新聞記事にもなったように。それがや

はりだめだというととになったのは、本肯に相談した

からだと思うロ研修牛の ro'題では、研修実態を云々

をすることは労働基準行IrS(の範圏じゃな l'と言って

いるオ)けだが、ところが川修実態があるかないかが

一番の珂題だ。栃木県や香川県の珂題宅ごく一行st。三

どこでも中小経富者は研修生を労働昔としてほしい

と1¥っている。側修生の入っている職場をみてご買な

さい。就業規則はない、労働基準法j昌反だらけ、安

全機はつl'司令い。三条労基署の事刊も、安全機

のないととろでけがをしている。とれからの時代の雇

用政策の中でも重要な問題だロいま研修中の実態は
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人身売買に近い。前借金をして、そゴ〕借金を返すた
伊引こ来ている。一件でも労災必l正したら、経営昌もこ

れは大変なことだと考える。

［)l 1本・神奈川労災職業病センター］
少なくとも、研修牛¢研修中の事故について、把

握して、情報提供もしてもらったらどうか。み/しな保険

に入っているしとか、もうちょっと.)1'修を続けたいか

らと、我慢してやっている。実態を調べて労働昔だっ
たら、それは労災ですとやればよい。

［飯田・東京労働安全衛生センター］

実子平牛についてだけ最低賃金j昌反で挙げた香川|
の反出江 flも、実習生と研修生が出然 体となって

やっていたのではないか。

⑤外国人労働占の労災請求等に際し、通t沢を保障す
ること。

［労働基準局労災補償部補償課］

都道111県労働局もしくは監督署にJ1ti置されている

佃談見を必要に応じて利用はしているが、こ存畑の

ように全部の同署に設置されている守Jのではなく、当
然のことながら必要はあるけれども使えないとL巾
場合もある。そのようときには、はっきり申し上げて、

被災背の方のお知り台いだとか三1司Hしている方に
協力をお願いしていることも、現実にある。そう¥)う場

面があった場合には、協力もお願いしたいとは考え
ている。

⑥労災保険の請求時の際、パスポートや外国人登録証

の出小やコピーを求める労働基準監督署がいまだにあ
る。とのようなととのないようさ引1:厳しく指導されたい。

［労働基準局労災補償部補償課］
労災保険法の法令上添付すべき書顎は出してい

かなくてはならない、というととがひとつある。それと
は ;}IJに、斗然のことながら、外国の }jの名目1'だとM
とカ吃確認するうえで、このようなパスポートだとかを

一応見せていただくことは亙る。ひとつの例をとξ と、
名前税対lわれ聞き慣れなかったり、例えば H本で

言う本名と愛利とよく使われ ξような,,0:もあって、本

f,を倖認した L止 L巧場台には提示をお願いしてい
る。その f,j2示もしくはコピーだとかが、強制にわたら

ないように、これは徹底したい。

5 労働福祉事業及ひ7フターケアについて
①外国人労働者か1帰国後、同国でアフタケアを受け

られるように制限を整備されたい。
［労働基準局労災補償部補償課］

アフターケア制度については、被災労働者の方の

社会復帰の促i l ! ;を凶るという観点カよλ 症状同定後
の被災者に どの範岡山Jで必要な措世を実胞する

ことが必要だという三とで、労災診授に関係ω深い

診療機関、経験をもってい主して、労災保険制度また
社会制柿1'度に閣して畑識を有されて¥lる医師が存
在している機関において実施するキjのとしている。外

国においては、労災保険制度及びアフターケア制度

について、知識を有されている医師を確保するとい
うととかてきないというふうに考えて、外 1"1にお花ア
フターケアを実 lkすることについては、 k困難で庇ると

考えている。

Cvアフターケアの申請にあたり、労ぷ署が同院の判断
広みで安否を決めている場合がある。障害等級が要件

に満たなくとも、個別の状態を判断することになコてい
る。中請手手1立び主治院の意見を必ず惇認すξ とと。

［労働基準局労災補償部補償課］
アフターケア制度については、対象者に交付申請

をしていただかずに、所轄ω労働Jr(準倍晋署長が障

害補償給付請求書に添付された診断書等に基づい
て、対象の予定となる方を局に報告し、所轄局長が

位版管科手帳を対象の方に交付すそという三とになっ
ている。?フタケアの支給要件について、障害等級

が該当しなくてを個別の状態により支給の対象とな

る場台があるが、とれはアフターケアの対象となる傷
病のすべてではなく5つの傷病の場合に泊同するこ

とになっている。ご指摘の局医の判断のみで要否を

決定した場台がどのような事案なσ;か承知していな
いが、その 5つの傷病について、障害等級が要件に

談当しないこと均九アフターケアの必要性について、

被災労働者の方とまた主治医σJご意見等だ討では
医守的な十分な判断が行えないといvうことで、局医に

意見を求めて夏否を決定したをの-(はな沖、ろうかとい

うふうに思う。したがって、局慌の判断ωみで要什を
決めているのではないのではないかと与えている。

⑬神経煩傷がなくとも発症するC R P S Tvpe 1( RSD) 

等もアフターケアの対象疾病に含めるとと。

［労働基準局労災補償部補償課］
ご指J商のCRPS Tvpe 1( RSD) については、末梢

神経の損傷を伴うものであると思っている。したがっ
て、外傷によって CRPS Typc 1( RSD) については、

平成引1'41Jに、タ傷による末梢神経に係るアフター
ケアを定めていξ 心で、その対象疾病に含めて差し

支えないと」言えている。

［飯田東京労働安全衛生センヲー］
「精神・神経の陣岩認定に関する守門検討会端告

書」で、 RS［ の再逗義についてもふれられており、必

ずしも末梢神経のJ則男を伴わなし止のについて RSD

として則定されているというととで、アフターケアにお
ける「外傷による末梢神経損傷に起因するR S D (カ
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ウザルギーを含む)Jとし巧別定は少し違ってくるので
はないかと思う。われわれとしては、 RSDは必ずしも

末梢神経の慣傷を伴土なくてもうE症するをので、その

意味では主却J告書の検汁結果はその意昧では正しい

と忠
のかということだ!汚カがt九。
［労働基準局労災補償部補償課］
検討会報告書では、「ないもの」と¥)うのは、 I正確

に言うと、「明確な末梢神経指傷のないもの」と書か

れていて、主要な末梢神経の損傷はないのだが、何
かしらの末梢神経の損傷が亨るとf, j 2起されているの

で、それであれば「伺傷がある」といミことでアフター

ケアω適用にはなると考えている。

［平野・東京労働安全衛生センター］
そのあるかどうかはどこで判断するのか。明らかに

切オlたとかいう場台は別にして、打撲とかでも、たぷ
λ 3ちるだろうといきのはわかるだろうが、客観的に

［労働基準局労災補償部補償課］
それは R S D O )解釈として、主要な末梢神経の損 

傷はないが、 Mかしらの、それ以外の末梢神経の損

傷が庇るをのと解釈しているので

［飯田・東京労働安全衛生センター］
オオ lわれもプレス発表しか読んでオこらず、本H報

告書をいただいたので、今後詰めさせていただきた

④労災はり・きゅう施術特別媛護措置の実施状況を明
らかにされたい。

［労働基準局労災補償部補償課］
半成14年度の労災はり・きゅう施術特別援護措世

の実施については、イ|問 58 名の方に援護措置をJ士
施したととろでまる。

5 被災労働音の職場復帰対策について

(雲「社会復帰対策要綱J(ぷ発172号)にぷづく被災労
働昌の臓場復帰対策の実績を示されたい。都道肘県

労働局にヰ3l 'lては職場復帰専門官在官日置している局も

あるが、被災労働者の社会(職場)復帰対策は成果を
あげてし )t"い。要綱が死文化している。どのように件労

働局に対してJ骨導しているのか。また今後、被災労働

者の職場復帰対策にどう取り組むのか。
［労働基準局労災補償部補償課］

基先172片に基づく社会復帰対策の平成 14イ|度

における実績については、同でアンケート調査を踏
まえて、そのうち臓場復帰を希望された266名の }jに

対して局の方さ社会復帰指導を行った結果、 134名

の方が職場復帰または新たに就業を果たされたと
いうところ。また、社会復帰対策については、地域に

おける雇用の場の確保等、様々な問題が庄工近年
の厳しい照同環境を反映して、その実効を確保する

ことが困難な面があると考えているが、都道府県労

働同に対しては、社会復帰指導'1(を主たる担当背と
して配置している局については指導官を中心亡して、

またそれ以外の局については労災医療監察官を中

心にして、地域の雇用情勢に凶じて創意て夫を行っ
て旭切な社会復帰指導の実胞及び各種援護金の活

用を図るように指ノl、をし口誌ところ。今後とも引き続

さ実効ある社会復帰対策に取り組んでま¥)りたいと

与えているロ
(言)特にメンタルヘルス対策において、患者の職場復帰

は同期を極めている。事業主や同僚労働者の理解と促

進させるため、職場復帰促進のためのガイドライン、時
允資料を作成すること。

［労働基準局安全衛生部労働衛生課］
残念ながらJ L ¥ O健康問題で休職されたhの職場 

復帰については私どもとしても大きな課題ととらえ

ており、平成 14年に、職場復帰支tli7合ログラムを作
成するた記¢委員会を設けて、現i'T:調査・研究を行っ

て¥lるところで、最終的には平成 16イ|度に成案を得

る子定で現在作業巾でまる。との剖査結果を踏まえ
て、 lk策への反映を与えてまいりたい。

［鳥井・全統一］
皆さんの職場でもメンタルヘルスはあるのではない

か。現場では毛のすこずく困っている。いまも職場復帰

でまオコりの理解をどうやって得るかと一止懸命ベ上コ

ている。職場の人たちは、だいたい欝なんて, ,うと「俺
も惨と言えば休めξのか」というような人も 杯いる。

理解がなくじそうし巧中で苫しんでいる人たちがい

る。あなたたちもわかってL記、と思うが、職場復帰は
難しL、そう¥ )う実態に即した対応を次カも次へとやっ

てほしい。

6 個別認定基準関係
心職場におけるシソクハウス閣連化学物資に曝露し、

化学物質過敏症を発症した場台、業務h疾病として認

lとされたい。

［労働基準局労災補償部補償課］
シッケハウス閣辿化学物資に曝露したとしてなさ

れた事案に係る業務よ外必ビの判断基準について
は、業務が疾病 I' o症の有力な原岡で庇ると認められ

るか行かによるキ,。 )であり、化学物質に曝露し発症

したとしてなされた保険給付の請求に対する場合と
して同様である。その条f'1としては、労輯の場におけ

ξ右岩凶子の存在、有者凶子へU曝露条件、発症の
経過及び病態、の3つが満たされる場合には、原則
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として業務起凶性が肯定され、労災認定されるもの

でi!'Y8。医学的に未解明なシソケハウス~I'I卜候群や化

学物質過敏症の症状に特化した判断基準は定めて

いない。

［古谷・全国安全センター］

昨イ 11支の先議立;書台帳江青報公開によっーと「意見

書の提出」とし巾タイトルの文書で、北里大学の先生

に、日記定基準の設定がらみで怠見書を書いてもらコ

たえ書をすでに入手しているのだがこれは今後の

認定阜、準設定の作業と閑辿しているσ功、

［労働基準局労災補償部補償課］

［業務上外認定の］考え方について判断基準を定

15 1)る必要があるかどうかを見極15 1)るために、他のテー

マを～めて何件かお願いしたモののことだと忠、うロあ

オだ元fでは判断のつきょうう?ないので引き続きまた

お願いしょうかと考えている。

［白石・愛媛労働安全衛生センター］

3つの要刊を満たせば認定されるとL行ことであれ

ば、 「化学物質過敏症」という病1 ' ,も認めないとLゆと

とではないと1)うことでよいな。

［労働基準局労災補償部補償課］

化学物質過敏症という柄1',だと、いYメ)CJt"s_症状・

障害が混ざった状態のものを現わしているのだと思

う。ですかふ具体的な症状とか、具体的な障害が現

れているのかを知るために、さらに主治院などに意

見を聞いたりすることはあろうかと思うロ

［白石・愛媛労働安全衛生センヲ］

化学物質過敏症というのは柄1',であって、その3帯
広状は再々のl! j容によってi畠うわけだから、そうい

うことは医師の蛍見書舎で書いて友ると思ミのだが、

化学物質過敏症という柄1',だから認定さオ 1ない、と

いうことではないのだなということを聞いている。

［労働基準局労災補償部補償課］

それは、違う。ええ。

［白石愛媛労働安全衛生センター］

化学物質過敏症という病名がついていても労災認

定されるととはありうると。

［労働基準局労災補償部補償課］

はい、業務との閃果関係があれば認められる。

［片岡・関西労働者安全センヲー］

今いみじくも、いろいろとわけの分からない杭状が

出てくるむ巧話があったが、僕らは忠者さんのその

l5:Is心配なのだが、解釈の問題で、業務h認定はす

却すれど、例えば、ホルムアルデヒドを吸った看護婦

さんがいて、その人はどう考えても化学物質過敏症

のわけの分かろない症状と一緒に病気になっている

人カ丸、たケースで、当誌の監督署では、その化学物

質を吸ったととによって気道に障百が, ' 1 ' ,たということ

で必メとするということじなったとして、当然与えるのは、

本人は当然気道陣宮もあるだろうが、むしろ、他のい

ろいろとオコけの分力もない症状の部分で｛十事ができ

ないとか凶コている。そっちの治療は労災保険では

だめと言われる。現にそのような療養条刊に置かれ

ている。とれは非常に且要な問題で、小手先で処到

してL礼、ことではないと思う。気道障害だけ必主として

い亡、そ初土抗炎症斉'/で治るのだカら、例えば3四分

の治療しか認めない。化学物質過敏症という病気の

ぷ布をJ! c : .めないかのこーとく姿勢で牛っているから、そ

うし行ことになっている。病気で困って1)る本人た1 :と

σJギャ、ソフcはひろがるばかりだ。サ丙1 ' ,論争ではなく、

実態として大きな問題をはらんでいるということを認

識して、対処してもらいたい。

［労働基準局労災補償部補償課］

われわれとしては、医J芋的知見のl収集に努めてい

るところだが、個別の事案については存えを差し押

えさせていただくが、情礼10)収集等には努めていき

たいロ

［鳥井・全統一労働組合］

情報収集はいいが、実態に即したこともやってほ

しい。フoラスチックの材料などにはホルムアルデヒド

が材、人っていて、実際、成形工などに過敏症が出

ていた。しかし 2 0年前に、ホルムア)vテモドはタマネ

ギを切っても山てくるかう大丈夫と言われていた。目

がしみるとか身体に感じるとか、実際に出てきて1)る

ことについては、岡崎並行的にやってほしい。

［白石愛媛労働安全衛生センター］

愛媛の新居浜の労働基準監督署長は、荘、は署長

だか 3決定権をもっている、真っ正前から取り組みま

す、と答えて、実態に即してトルエン、キシンレンが原

岡特質の化学物質過敏症と判断じて労災認定記した。

それがどうも本省の方は気にくわないようで、後かう

うやむやなかたちに曲げ!ミれたと思っている。現場の

ところで、化学物質過敏症の非常に困難な状況がわ

かっているかろ、何とか正雨から取り組んで認定した

いということで決断した。そういうことをよく者えてほ

しい。

［/1/本神奈川労災職業病センヲー］

現場は、木人を目の日"にしている。木人が目のがI
でた～)倒れたり、精神白ワにもま1)って「死にたい」と

訴えるような人まで、米ている。［本宵t可土］そういう三

とを知らないロ文献検索だけではわからない。

②附・4、民忠中皮臆・アスベスト咲忠特の業務上決定

に際し、労正暑が請求人に診頃録。〕提「ドIやレセプl叩
f~ 山の|寸志を求める場合が去るロ具体的な理由を"!l n) j
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し、特定して制人情械の提供を求めるとと。

［労働基準局労災補償部補償課］

業務上疾病について業務上タの決定を行うに当

たり、既往歴や治樹内容の倖認のために、請求人に

係る過去の治療鉱やLセブトなど従前の診療記録が

必要になる場合については、診療機闘や各健康保険

組台に対して、提「十Iを依頼していξところである。とれ

らの資料提山については、従前より最小限のものに

ついてお願いしていξところさあるが速やかな業務

h外の認定にとっては必要な宅>のである三とについ

て、ご理解をお願いしたいロまた、今後も請求人に対

する懇切l寧な説明については徹底していきたいと

考えている。

7 不服審査制度関係

@労働保険審査会への内審査請求事案が裁決までに

かかξ時間が長期化している。公開梓理終f後1年経

ても裁決が出ない事案も多い。その理由と改善掠を説

明されたい。

［労働保険審査会事務室］

近イ|再審査請求刊数が審理f'1数を上回るほど高

い水準で推移してL崎三とから、審査に要する期閣

は、受付順に処理しているが、受付時カら約1年程

度で公開審理、その後裁決が出されるまでに平均し

て約l年程度となっているととろ。平均的な期間が三

う¥ )うことだが、最近では複雑困難な事件が多く、こ

れらの事案については平均以上山時聞を要するとい

う場台が非常に培えている。このような状況ではある

が、決してFをこまねいているすコけではなく、法改止

により審企委民も以前の6名カリ; 9名に増員してい

るし、公開審理も月間5回というような開催にしてお

り、 11ロ|当たりの帯理件数もおおむね7件から8件を

維持してL泊。今後、 国の審理の促進及び早期の

裁決書の作成については、全委員にお伝えする三と

とする。よろしくお願いしたい。

②審査請求人の準備に必要な時間を確保するために

労働保険審査会が審査間前に請求人に送る事件プリ

ント引車処分庁と帯杏官の記録)については、請求人が

再審企請求を提出し労働保険審査会が受理した直後

に請求人宛に送付するとととされたい。

［労働保険審査会事務室］

制度上は、 1週間前までに審理則円及び場所を通

知す之、というととになっているが、現在では4週間前

に行っている。その際に、合わせて、公開帯理の門

梢｛ヒを図るとし行ことから請求人の方々に配慮して

事件プリン同>配布をしているが、その期間内に準備

を行っていただくよう、お願いしたいロ

［田中・愛媛労災職業病相談室］

再帝在の場合には、 4週間前に事件プリントを送

るか3、それで準備してくれと ¥lう話だが、ところが実

際は同審査をしてから指示がまるのがだいたい1年
後。なぜ、 4週間円"むの迫ったときにしか山さないの

か。これは法的な桜仰は何もない。公了fで民主的な

丙審査をするのなら、ドチ審査をしたときに市してモよ

いのではないかロ

［労働保険審査会事務室］

事件プリントの内容には、内審査請求をされた時

点、で、すべてその資料がそろっているわけではない。

われわれの方か3、再審査請求臼受理後、各種資料

の収集、それからプリントを作るために、「イ次をつくっ

て中味の精否や印刷発注、そういう宅『をしたうえで

白い冊子のプリントができているわけだカ応、受理時

に冊子を渡すというのは到底無開。

［田中・愛媛労災職業病相談室］

なぜlイ|もたってからかということだ。原処分庁と

か審査再の資料とかもっと早く集まっているではない

か。 4週間前にならないと集まらないのか。

［労働保険審査会事務室］

集まる宅> ωも集まらないものもある。 4週間より前

にじJI刷発注してできたモσを4週間前に同くようにj主
刊しているので、そのへんのところはご理解いただ

きたい。

［JII本田神奈川労災職業病センター］

それを半イ|前に届くようにやってくれればすよいので

はないか。何件もやっているが、審査会が独自に剖

脅した宅のなどほと ILどない。事件フリントには、請求

人と原処分庁、審査官の資料しか載っていない。

③審査請求についても、審査J肖が~:;:(:叫した間後に、原

処分)丁の記録を請求人に送付することとされたい。

［労働基準局労災補償部労災保険審理室］

審査戸干の審査請求についての処叫は、労災保険

法、そオiかう労働保険常杏官及び労働保険常在会

法、いt:争る労審法の法77に基づいて行って¥lると

とろでileるが、これ巳の法令。コ中に審査請求事件に

おける帯百資料¢配付、閲覧に関する具体的な規正

は、残念ながら行;宝しない。ィ、服審企という事務処理

卜、法令に則わて行うというととで考えて才刻、今後と

も法令に見JIって適切な帯理に努めてまいりたいと与

えている。

逗)労働保険審査会が行う審開ω運常m則を明らかlこ
されたい。

［労働保険審査会事務室］

内審査請求の処理は、労働保険審査J肖汝び労働

保険常育会法、それが;1寸法叩胞行令、脳行規則に
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},l~づいてやっているが、審叫ω運常に当たって、労

働果険干存在会でどめた労働保険干存在会運営細見JI i::
いうものがあって、これに沿って審理を運営している。

とω運営細則の一部、審理ω秩序維持というととろ

については、子作理 Hにおいて、子作理五、それから再

審企詰求人の方々の押え室に掲ノl、している。

(忌診査院0:剖書そU他請求人が必要とする書類等を、

各都道府県労働局において閲覧できるようにされたいロ

［労働保険審査会事務室］

審県制喜については、請求人の方及び請求代理

人に限り閲覧できるということカ入法作上決まってい

る。労働保険審企会均、ら、遠方にl'らコしゃる請求人

の方に対しては、近くに、との東京近辺に代科人の

}jを選任していたJだくことによって帯理調書を閲覧し

ていただくか、または、当談代理人の方に 1円聞に

限り当該審叫剖書の干しを貸し出すとL巧制肢をつ

くっているので、それらの }j法によって主願いしたい。

［田中愛媛労災職業病相談室］

東京に,'t',てくるには数h 刊のお金がいる。情半 J公

明法によっても公明されない。子作杏会の不透明さに

小イ言がある。

［飯田・東京労働安全衛生センター］

代理人に HI限りの貸し山しというのも、地 hの

人にとコては現実的でない。私も、 1円貸し出して、近

くの港区の|叶書館で急いでコピーをして、返すなどと

いうことを何度もやったが、それも東ノ示にいるからで

さること。 地方カ泊、公開審理に出てくるのだけでも

やっと、かりに丙ぴ卜京できたとしても審叫剥書は 1
Hしか貸しませんというのは、どう」言えてもおかしい

のではないか。せめて、実費を徴収するにしても、写

しを提供するとかできないのか。

［労働保険審査会事務室］

この場で独断でそうしますとは言えないので、審査

会長、審査委員に伝えて、そうL巧内部の決陀という

のが決められるようになるので、そういう結果につい

て、 Lまのことと改止ができたら善処できるようlこ仏、え

る。

⑥請求人側モ審査員、参 7、原処分庁側に対し質問で

さることとされたい。

［労働保険審査会事務室］

富士唱は原則として、請求人の方が意見を述べる場、

それから帯査員が請求人と原処分庁に対して質問

をする J坊とL行ことで設定されているので、審理の進

行はすべて審査長の権限に属している。

とわ滑空会は、東出、以外の各地にすう品、てモ山張梓理を行

うこととされたい。

［労働保障室審査会事務室］

現有では、山長帯理は与えていない。

⑧審査会委員の任命については、厚止労働省出身者

に偏らず、労働者側からも任命するとととされたい。

［労働基準局総務課］

労働保険審査会の委員については、現在幅広い

分野から しているが、審査会は行政の部内にお

ける最終的な不服時点正機関で、かつ遵守法的機能

を有しているものなので、審企学江公平性、中立性を

保ち、かつ、辿速、適切な処叫を行う必要がil0る。三

うした観点か二、現有、法背関係、行政経験昔、医'7'
的専門知識を有している者が主任命しているところ

であり、労働者側から任命するというととは、現在の

ところは与えて L出 U目前向始の委員については、

5名が行政経験昔 (4名が厚止労働省OB、1名は人

事院の方)。なお、参守治~Ii之というキ>のがあり、審却

に当たり、労使代表昌に,g見を述べる機会があり、

その中で意見については、意見書を尊重しなければす

な巴ないというごとにもむっているので、労働育相!の意

見は帝理に反映されることになるので、これでご理解

いただきたいと思っている。 田
［75頁カ渇続く］にはたまには繰り返してを 3う必夏があ

るもの」

12級の伊Ir職場で他の人と忍思疎通を図ることに困難を

生じることがあり、ゆっくり話してもらう必要が時々ある

もの」

3 脳損傷による麻捧

1級の例 市卜肢及び向卜肢を μJ到させるととができな

L吃のえはこれに近い状態にある宅の(高度の四肢肺

府
2級の例 一個!の h肢汝び|、肢をはJ到させることができ

ないモの止はこれに近い状態にil"るもの(高度の片琳

痔)
3級のl吋 向卜肢汝び市卜肢の麻症により歩行できない

もの(中等度の四肢川蝉)

5級の例 下肢を可動させることができないもの又はこ

れに近い状態にある宅>の(高肢の単麻庫)

7級の例 下肢の麻践により「杖や硬性装具無しには

階段を上ることができないものJ(中学度の単麻賄)

91及の例 ー卜肢の麻痩により「日常生前は概ね独歩で

あるが、不安定で払但|しやすく、速度も遅いものJ(軽度

の単麻陣)

12級の例運動障害は伴オコないキjO)(］)、感覚障害が概ね

上肢又は 下肢の全域にわたって認められるもの
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平成14年度中央監察結果の概要

基発第〇131003号 
平成15年1月31目 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

平成14年度中央監察結果の 
概要について

標記について、別添のとおり送付するので、本監察結 
果において指摘された事項に留意の上、今後の労働基 
準行政の的確な推進を図られたい。

なお、本監察結果の概要は、外部に公表することを前 
提としているものではないので、取扱いには十分注意され 
たい。

また、労働基準部内各課室及び各署配付分について 
は、別途送付することとするので了知されたい。

平成14年度中央監察結果の概要
平成15年1月

厚生労働省労働基準局

概況
平成14年度の労働基準行政(労災補償行政に係るも 

のは除く。)に係る中央監察は、東京、大阪を始めとする 
27局40署に対し、地方局署における業務運営状況につ 
いて、①都道府県労働局(以下「局」という。)として総合的 
な労働行政を展開するという視点をも踏まえた労働基準 
行政の推進状況、②行政課題の把握状況及びこれを踏 
まえた一般労働条件の確保•改善対策、労働者の安全と 
健康確保対策等主要対策の推進状況並びに申告•相談 
への対応状況、③局内他部室との連携及び労働基準部 
内各課室•労働基準監督署(以下「署」という。)内各課(方 
面)の連携、局の署に対する指導調整並びに局署の各級 
管理者による進行管理等の状況、④過去の中央監察に 
おいて指摘された事項に対する対応状況、⑤上記事項が 
適切に行われない場合、その原因究明及び対応状況、⑥ 
局署の業務運営に関して、本省の施策に反映すべき事項 
の有無及びその内容を中心に実施した。

その結果をみると、厳しい経済•雇用情勢の下、社会的 
影響の大きい企業の倒産や申告•相談が増加する一方で、 

新たにいわゆるサービス残業や過重労働などの問題につ 
いて社会的関心が高まっている状況にあるなど、労働基 
準行政が取り組むべき課題が増大し、かつ、多様化して 
いる中にあって、総じて各局とも、総合的な労働行政を展 
開するという視点を持ちつつ、行政需要を的確に把握し、 
また、本年度の本省行政運営方針等を踏まえて行政課題 
を適切に設定し、創意工夫を凝らしながら積極的な行政 
運営に努めている状況がみられる。
特に、三行政一体となった中で労働基準部の筆頭課で 

ある監督課を中心として、局内他部室との連携、部内各 
課室の連携を図っている状況がみられる。

しかしながら、一方では、従来から実施している各種対 
策をより効果的かつ効率的に推進する観点からなお改善 
を要する事項及び新たに行政の重点課題 くとして社会的関 
心が高まっている対策をより積極的に推進する観点から 
改害を要する事項が少なからず認められる。

そのため、今後において行政を的確に運営するため早 
急に改善を図ることが必要な事項あるいは少なからぬ局 
において改善すべき問題点として共通に認められる事項 
とともに、併せて各局の行政運営上参考になり得ると考 
えられる事項について下記のとおり監察結果の概要とし 
て取りまとめたものである。各局において、これらを今後 
の行政運営に活用するとともに、自局においてこれら問 
題点が認められるか否かを精査し、同種の問題が認めら 
れる局においては、早期に、かつ、確実に改善を図る必 
要がある。

記
第1総合的な労働行政の推進のための労働基準行政の運営状況
1労働基準行政の運営方針等の策定に当たっては、 
総じて各局とも、局における地方労働行政運営方針(以 
下「局行政運営方針」という。)に加え、労働基準行政の 
運営の特質を踏まえ、より具体的に行政の重点対象や 
これに対する行政手法等を明確にするため、各署から 
の意見等を聴取した上で、主要対策ごとの実施事項や 
業務運営に当たっての留意事項を署に対し指示するこ 
とによって、職員の共通の理解を促進しつつ、計画的 
かつ効果的な労働基準行政の推進を図ろうとしている 
状況がみられる。

しかしながら、一部の局においては、建設業の死亡 
災害が増加した状況を踏まえ、監督指導業務の運営に 
当たって留意すべき事項を指示した通達においては、 
建設業における労働災害防止対策の強化を重点事項 
として指示しているにもかかわらず、局行政運営方針 
においては、建設業の労働災害防止対策についてこの
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ような観点からのIfJ :立がなされていないなど、卓点的に

取り組むべき課題が的確に指示されておらず、局行政

運営方針の検討に適切さを欠いてし渇tのがみられる。

2 総台的な労働行政の推進のための辿携については、

総じて各局とも、各種相談等への対応に当たって、局

においては、個別労働紛争解決制度について、監督課

において、功, ;指導の中州事案の早期解決を阿ると

とはもとより、その処理過程において事案の内容に応

じてあっせん事案に移行させて IIるほか、企l向室にお

ける相談への対凶や事案処叫に宇品ナる問題点の整叫

について積閥的に連携を図コており、また、宮におい

ては、総合労働相談コナに対し適切な指導・援助

を行し¥判別労働紛争解決制度の円滑な運常の確保

に努めているなど、 i且t)Jな連携に努めている状況がみ

られるほか、中には次のような取組が認められる。

ア障岩背を最低賃金書U未満で使用し、かつ定期賃金の

不払いを発中させ、さらに特定求職省庁実用開発助成告

をイ、王に受給した恋買な事業主について、署と公共職

業安定所(以卜「所」という。)が情械を交換しながら、署

においては司法処分を行い、所においては警察機関へ

告先し、これを広報した結果、署においては符内の障

害背を使用する事業場内め長低賃金の適用に係る照

会が増加し、所において毛これら事業場に対する最低

賃金に係る指導が効果的に行われるようになったもの

イ所が多く。 )企業と求職者を集めて台同の商接を実施

する「求人7工ア」に「労働相談コーナー」を設け、署の

職員とともに総合労働相談民が出1(1/き、相談業務を

行っているもの

第2 主要対策の推進状況

1 申告・相談業務等への対応について

各局とも厳い埼玉済・雇用情勢の下、坤告・相談が高

水準で推移している状況の巾にあって、各種相談につい

ては懇切丁寧な対応に、申告事案については迅速かつ旭

切な処理に努めてヰ刻、また、未払賃金の立替払につい

ても、依然として処叫件数が多い中に才与いて迅速処叫に

努めている状況がみられるほか、中には、次のような取組

がみられる。

ア各種相談員は米署者に長初に接する機会が多い三

となど沖、ら、新任の相談員を対象として、発令直後の4

))第 1週に署独日¢研修をJ夫施し、円滑な佃談業務の

遂tTを確保しているモの

イ ポルトガル請のできる外国人労働条件相談員力唱己世

されたことから、 H系ブラジル人によく読まれているポ

) J ,トガ) J ,甜のWr聞に外11;人労働条件相談コーナーの

案内記事を掲載するなど積極的な広却を行ったとと忍

1,;)コーナーにおける相談件数が増加したもの

ウ 申告を受理した場合には速やカ叫ご被申告人に  Jtl内虫

してその状討を第l方商主任臣官宵又は次長に報告

を行い、申告受理後1週間以内に処理)j針を組織的に

決定することによって、迅i出・適了Eな処理に努めてIIる

もの

工申告処理等に閣して心的な不満社、凶暴力行為や

執拘な脅迫行為に及ぶ者が散見される状況にあるた

め、ぐD暑の業務に対する妨当行為等に対処するため、

警祭との聞で連絡休制を碓白しているもの、公>山)s勤

時に職員が1人で庁合内にいることがないように心す

るなどの具体的な防犯マニュアJ,Jを作成しているモのな

ど、宮として組織的に職員の安全と円滑な業務の執行

の確保に努めているもの

オ地ノしテレビ同に対し日頃カも情地提供等をfTうなど

によコて良好な関係を構築していることを背景に、パー

トタイム労働者の解雇、賃金ノド払守に附する取材があコ

た機会をとらえ、同がアイディアを同し、地ノし向けの朝

の番組に、寸劇を取り入れる等により法令の内容を分

内叩易く周知するコーナ を3回にわたり設けさせるな

ど、労働Jr(準関係法令について創意一仁夫した啓発指導

を行っているもの

しかしながら 部の局においては必申告処理につ

いて、解決の見通しがほとんど立たないにもかか土らず、

署管理昌が対処｝;針を示していないため、〕曲 ～J な処理が

行われず長期|間未完結となっていξ事案が多数存在して

いる宅の、ヨ>一般労働条件に問題のある事業場の情械が

数多く fTまれている総台労働相談コーナーにおける相談

内村について署として組織的にJI ' :握していない結果こ

れらの情報が十分に所用されていなLヰ川〕がみられる。

2 般労働条件の確保改善対策について

(1) 般労働条件の確保改善対策

一般労働条件の確保・改己主対策については、総じて各

局とも、管内状況を踏まえ、輩出、対象を的確に選止し、自

主点検、集同指導、監督指導など各種行政手法を有機的

に関辿付けながら積極出Yぷ推進に努めており、多くの同

においては、指1次の中期計画が終fし、その実績を踏

まえて、本イ|度より第2次の中則言|凶Iを策定し、着実に取

り組んでいる状況がみられる。この対策の一環として、同

ムくは署が独白に労働基準関係法令の内容を分ヵ、りやす

く解説した小冊子を作成し、その周畑に努めているもの

がみられるほか、巾には、次のような取組を行っているも

のもみられる。

ア [5 i了分墨塗り]
イ平成12年度に実施した労働条件に係るアンケート
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号制査の結束、労働条件の書前による明示の実施割台

が低率にとどまったことから、局の行政目標として「労

働条刊の書面によるH月ノl、江故低」を掲げ、平成 13イ|度

からの3か年において、官官指導時に才討する指J与U ) 11i 1
底は毛とより、局独白のリーフレソ卜の作成、新規席入

れが多い3JJを周畑 JJ聞とした集中的な広報のJ士施、

労働保険年度更新時におナる労働条件通知書の様式

江配布等の対策を計画的に実施した粘果、 1年後には

その実施率カヰまぽ倍増するなど、着実にその効果が現

れているもの

しかしながら、一日s o局においては、次のような問題点

が認められる。

ア比較的別模がλきいにもかか才必ず就業別則が未

整備であり、法定労働条件全般に問題があξと与えら

れる事業場を監督指導の対象としているが、その行政

手法を呼「同信管としている結束、法違反の指摘が持参

させた書類に関連する限ど的なものとなっており、事業

場の実態を的確にJE握した実効まる監督指導となって

いないもの

イ [8行分墨塗り]

ウ申告・佃談舎の状祝カも建設業を般労働条刊の

確保・改主主対策の量点対象とする三ととしているが、管

内の 許s(I)事業場で組織されている既存の建設関係

同体に対して同主点検を実施することとする江みさ、担

握した問題点の所在に凶じた効県出t,"対策が講じ3れ
ていないもの

エ第3次産業以外の業種におする 般労働条什の確

保・改主主のための官官指J与については、一般労働条件

以外を宅眼とする監督指導の際に併せて指導を行うこ

ととしているが当談監督指導の言|向 fl数は僅合なも

。:はとどまってお丸また、一般労働条件前において問

題が必め己れるL業的業稀であってもこの点を宅眼と

した監督指導の対象として選定されないため、 般労

働条件に係る指導が必要と考えられる事業場に対し適

切に監督指導が実胞できない状況となっているもの

オ各署において対象とすべき事業場が本来相当数あ

るモιと見込まれるホワイトカラーに係る労働条件の確

保を最重点事項として掲げ、 2か年で監督指導を行うこ

ととしているが、各署の実情にかかわらず監督対象事

業場の選定法準を一定の別模以上il':るいは管内の主

要企業と側めて限ど的に定めた結果、 2年度目におい

て監督対象事業場がない署が少なれ3ず生じているも

。>

(2)特定分野における労働条件確保対策

特定分野における労働条什確保士、!被については、特

内に外'1 '1人を使用して製造業の業務請負を行っている事

業場が多数存布し、これら事業場に閣する申告・相談が

lQ ;加してl,ることを踏まえ、岩独Hに「業務請負です払派
遣ですか」という表題で両者の|メ分の与えlンや関係法令

舎の適用関係を分かり易く解言iしたパンフレットを作成し、

三れら事業場、その業界団体及び業務を請け負わせてい

る事業場を対象に集凶指導を複数|ロ|実 Jkすξなと横閥的

な取組を行っているtのがみられる。

[41丁分塁塗り]

3 労働時間対策について

(1 )労働時間管理の適正化対策の取組状況

総じて各局とも「労働時聞の適正な把握ωた尚三間用

占が講ずべき措世に関する基準J(以下「労働時間把梶基

準」とし追う。)の周畑徹底に努めている状況がみられ、中に

は、,～!ノロ行分里塗り]12ノ [41T分塁塗り]③駐留指導によっ

て、不払l'となっていた割増賃告を遡及払l'させ、斗;全額

舎を取りまとめて広報したところ大きく報道されるなど、い

オメ11るサービス残業の排除U効*此な啓発を行っている

ものなど、横制的な取組がみられる。

しかしながら、多くの局においては、同己坤告制を採用

している事業場に対して斡怪指導を実施した場台におい

て、労働時間把梶基準に係る所要正指導が徹民していな

い状況がみられ、また、 部の局においては、いわゆる

サービス残業に係る情械を県にして官官指導を実施した

にもかかわらず、労働実態の確認を十分に行っていない
など、実効ある監督指導が行われていなl,tのなどの問

題点が認められる。

(2)法定労働時間の雇行確保等

法定労骨時間の履行確保については、総じて各局と弘

三れまでの週4 0時間労働市!の履行確保を主眼とする駐

督指導の積制的な実施等により、お主むねその徹底が図

られている状況がみられる。また、時間外労働協定届に

係る窓口指導についても、おわむね適切に指導が行オオl
ている状況がみられ、中には、担当市署の職員が不肯で

あっても、担当部署以外の職員がこれを受理し適切に指

導がてきるよう、時間外労働協定届の乏理時U)7ニ工、ソクポ

イントを分かり易く取りまとめた要領を職員に配布してい

るものもみられる。

しかしながら、一部の同においては、次のような問題点

が認められる。

ア 週4日時間労働制の履行確保を二七日目とすξ監督指導

を実施しているが、その結果について、労働ぷ準法第

3 2条j昌反の割合を分析するのみで、本来の監督指導

の主限でi l ' :る週4日時間労働制未達成事業場がどの程

j立の割台であったのかについて分析を行っておらず、

監督指導の対象事業場の選石);法をfTめ監督指導の

実効性について的確に担握、分析していないもの

イ時間タ労働協定届の叉開時において、限度J去半を
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超える時間外労働協定を届け向た事業場に対し所要

の指導文書の交付等の措置を行っていないモの、返戻

した時間外労働協定届の写Lを作成し、それを整理し

ていないものなど、窓口における対凶等が徹底されて

いないもの

4 過重労働による健康障害防止対策について

j且亘労働によ硝蝕障当防止のためU)ij凶対策(以|、

「過重労働防止対策」という。)については、総じて各局と

も積極的にその推進に努めているところであり、中には、

必 3か月にわたる「過具労働による佐康障百防止キャシ

ベーン」期間を設け、その中で、過重労働ホットラインを設

置し長時間労働学に係る電話相談を行う咋各種長隙を

集中的ご実施し、 j晶玉ι労働防止に係ξ効果自¥j tce啓発指導 

を行っているもの、必 E行分塁塗り]③署が実胞する過重

労働防止対策に関する講留会に医師の講話を取り入れ

ることにより、より説得｝]のある対策の周知に努めている

ものなど、創 ;E _ _ _ L夫した取組がみられるロ

[4行分量塗り]

5 労働者の安全と健康確保対策について

(1)労働災害の発生動向等在踏まえた労働災害防止

対策

第9次労働災害防止計画にぶつく労働災当防止対策

については、総じて各局とも、労働災害の発牛状況を分

析し、適切な対策の推進に努めており、少なからぬ局に

おいては、労働災百防止u万l運の際成を|叶るため、労働

災害防止凶休等関係凶体とも連携を図り、宮管内の実情

を踏まえ創意工大を磁らしたキャンベーンを実施し事業

場ゆ自主的な労働災害防止折胃1] 0 )促進を阿ってし沼状1][
がみられるほか、中には、次のような取組を行っているも

のがみられる。

ア暑における労働災当防止対策の主主点業種である食

料品製造業のうち災害多発事業場 1U数社をI1旨必し、年

間3回にわたり集同指導を実施し、それぞれの事業場

が講じた内発防止対策を相互に討議する方法により、

災害発牛に係る共通の問題点や再発防止に係る与え

方の共有化を園ったところ、ほとんどの事業場におい

て災害が減少し、これら事業場町労働災百発生の総件

数が半減したもの

イ道路貨物運送業において荷の積制lし作業での労働

災当が多いため、ん手術主が'J200社へ労働災当防止

への協力要請文を送付すξとともl二、大下荷+:の倫庫

腎荷の積剖lし現場に対する安全パトロー)"を陸上貨物

運送事業労働災当防止協会と台同で実施している守山

ウ 冬雫の耳石粘等による転倒災害が前年にま三品、て激増

したことにより、同時期|を迎えるに当たって、局 1出向に

建設業や製造業t下実際に発生した転倒災害をぷに2 9

パターンの事例をイラス1イ七した「厳冬・豪雪災当防止

同KYシート」を作成し、労働災害防止凶休等関係機関

はもとより、報道機関を活用し広く周知した結果、凍結

等による転倒災害が大幅に減仏、したもの

工管内の労働災害の発牛状況を事故の型日Ij.起因物

別に分怖を行いその発止fl数が全国 多いことが明

らかとなった「はしご脚立からの瞳泌・転泌災害」、「ト

ラックの荷 ftからの墜落島、落災害」、「フォークリフト災

害」及び「荷台の岡包・結束・主社のイ、具合や荷の運搬

中の災害」について、それぞれを 1"1'1'期ごとの取組課

題として設どし、これらの労働災害防止のたtのポイ

ントを記載した!トフレyトの作成、集同指導の実施守干

の対策を各PLf半期に才与いて局岩で総子守的に推進した

結果、これら労働災害が着実に減φしているもの

オ署において、労働安主衛生マネジメントシステムの導

入定着を|文|るたぬ管内の主要な地場企業数社で研究

会を発l止させ、労働安全衛牛マネジメントシステムによ

る安全衛生苧!理の方策を検討させるとともに、既に導

入してし渇企業の事例を約介すξ3など積極的に情地提

供等を行った結果、その構成企業の 自百二おいて導入

を行うなど、その成果をあげているもの

しかしなが弘一部の局においては、ぐD害弱次労働災百

山| l卜J十画において告属製品製造業等金属関連業稲を重

点業種として位置付けているにもかかわらず、具体的な

対策の内容が判別企業に対する斡管指導のみとなってお

り、監督担斗許s'!l'安全衛牛担「百五署が連携し各積行政

手法によ J T総合的に対策を展開しよそとする観点か巴の

検討カ吋丁われていな L喝の、 (?j院 h貨物運送業において、

労働災害の減少がみられず、また、その多くが関係事業

主同体に未加人の事業者において先止している状況に

あるにもかかわらず、依然として、従米から接触のある関

係事業全凶体に加入している事業占のみを対象とした集

同指導の実施にとどまり問題の所在を踏まえた実効あ

る対策が実施されていないものなどがみられたほか、次

のような問題 ιが J!c:.められる。

ア署において災宮多先事業場に対しては的確な指導

を行う方針としていなカミら対象事業場σJ把握を徹底し

ていないため、 2年間で11件もの労働災害を発牛させ

ている小規模事業場があるにもかかわらず、これを認

識してお 3ず、必要な官官指導等がなされていなしヰメカ

イ休業災害が2年連続で増加し、署として労働災害防

止対議を強化する必要が生じて¥,る中に宇品Y亡、申告

等が急憎し、労働災当防止を主眼とした駐留指導に投

入する業務量を増加させることが難しい状況にあるに

もかかわらず、監督指導以外の行政手法を駆使して労

働災害防止対策を推進すξ と Lη観点か~':";O沖責討が行

止れてl,t,,¥叱の、労働災害の発中件数の集況が数か
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月後となる労災給付データにぷづき、年間官官指導計
画の策A止時においては労働災害が減ノ炉傾向にあると

の認識の下に言 11向を議定したが、その後、実際には労

働災害が悶加していたととが明らかとなったにもかか
わらず、当夜年間監督指導計画の適否について検討

が行われていな L吃のなど、労働災害の発止動 1(11に対

比、した対策の検討が十分にイ丁われていないもの

ウ道路貨物運送業について、毎年、ービ数以上江労働
災宮が発止しているが、これに対する対応が労働者タヒ

傷病報告提, ' t ' ,時の窓口指導のみにとどまっているため、
安全衛中担斗部署にオ二品、てはこの対策だけでは不十

分で主るとの認識を持っていなカヨL有効な対応カ γごさ

ない状況にあるにもかかわらず、署として組織的に必
要な対策が検討されていないもの

(2)建設業における労働災害防止対策

総じて谷町とも、建設業における労働災者防止対策を

責点課題のーっとして掲げ積閥的に推進している状況が
みられ、中には、次のような取組を行っているものがみら

オ1る。

ア建設業における死亡災害が多発していることから、
「建設三大災害撲滅運動個別指導J臨韮要綱」を作成し、

借管指導とU)役割分担を行った上で、計画届の実地剖
杏、個別指導等剖責閥的に実施すξとともに、署管内

4地区の建設業関連同体を対象に言11 ,。 ω 人以上が

参加する集団指導を行うほか、関係事業主団体に未加

入の事業省に対する対策として町長及び宮長の連名
による呼びかけを行L入当該事業者が多数参加した集
団指導を実施している守" j ( ] )

イ署管内に請負金額虫)億円以上の大規模L事が多
数存在する状況を踏まえ、専門工事業者に対し元諸事

業場が実施する安全衛生管t平等に関する要望等につ
いてアンケートを実施し、その結果に対する大規模上

事の現場所長の意見を取りまとめた上で、これを署が

主体となって開催した守門一仁事業育の職長討論会にお

いて活用することにより、元諸事業苗及び専門L事業
者佃斗が共通の;意識の下に安全衛土管理活動が推進

できるよう努めているもの
しかしながら、一部の局においては、次のような問題点

が認められる。

ア 超大型7'ロジヱケトの建設て事が本干名イ七し労働災害
の発牛が懸念されるにもかかわらず、労働災害防止対

前は署が単独で実施しているにとどまり、局署合同監

督の実施等、町岩が有機的辿携を|文|りつつ、一体となっ
て当夜L事に対する総合的な労働災害防止対策を講

じるとl'う観点かぞの|分な検討が行われていないも

の
イ [7行分墨塗り]

(3)交通労働災害防止対策
父通労働災害正死亡災害に占Bξ剖合が高率で推砂

している中で、多くの局においては、効果的な対前を推進

すべく、「交通労働災者防止のためのガイドライン」を踏ま

えた白主点検表やヒヤリハiノト事例集の作成・配布などに
取り組んでいる状祝がみられ、中には、了0:製造業及び第

3次産業における交通労働災害がlQ ;加しているととかユ、

陸上貨物運辺事業労働災害防止協会にとどまらず、これ
ら業種の事業場をも会見としている労働基準閣係同体に

働きカ材、交通労働災百防止管開背教育及び交通危険

予知訓練を新たに実lkさせているもの、②父通労働災害

を' i t止させた事業場によJレ個別指導を実施し、独自の調 
査付哀を用いて、当該事業場の安全衛生管聞の状況、事

故発牛円 II24時間の労働実態などをぷ細に把梶すること
によりその原岡を分析し、これを取りまとめて集同指導に

所用しているもの、くヲ:休業見込み 2か月以 hの交通労働

災害を発中させた事業場に対し、労働占死傷病報告の受
理時及び第三者行為災害届によるj~握時に、その都度

「交通労働災当防止のためのガイドライン」をぷに同独自

に作成した白主点検去を配布し、|叶ガイドライ;の唄目に
ついて周畑啓先に努めるとともに、この向二五点検結果を

取りまとめ、集団指導に前用しているものなどがみ正れる。

(4)労災かくしの排除対策
労災かくしについては、総じて各局とも、その排除を図

るための同知啓発に努めるとともに、主主ん悪質な事案に
ついては積制的に司法処分に付すξなど厳止に対処して

おり、中には、次のような取組がみられる。

ア [5行分皐塗り]

イ県下の労働災害防止凶体が全催する安全衛牛大会
をとらえて、その会場のロビーに、労災かくしを行うこと

によって生ずる種々の不利|誌や労災カベしの排除のた

めに底社や現場において講ずべき措置等を掲載した
パネル展小を行うなど効果的な啓先指導を行っている

もの

(5)健康障害防止対策等
ア健康障宮防止対後腎については、多くの局において

は、平成 13年3月初日付け品発第2 2 4号「今後の労
働街中対策におナる監督指導等江進め)jについてJ(以

下「労聞位i1二通達」とl'う。)を踏まえた各種中長則言|仰l
を策定し、計画的な対策の推進に努めて才均、また、夕、

イオキシン類ばく長|的 110対策については、地 )J公共凶
体との連帰宅宇により対象事業場の JE握に努め、適切な

時期に指導を行っている状況がみられ、巾には次のよ
うな取組を行コているものがみられる。

(ア)ドライアイス販売会社において酸素欠之症により事

業主及びその家族が死亡する災当が発生したととをと
らえ、 IciJ種事業場における労働災害の発中を防止する
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ため、災害発生状討を緊急に取りまとめるとともに、同

積事業場に係る業界凶体の事務局が管内にな¥)こと

から、インタ ネy卜により↓巴握した全国組織から符内

の司種の事業場を把握し、災害発生の翌日に管内の

ドライアイス販売会社に|叶積労働災害防止のための緊

急要請を行ったもの

(1) 同において、腰痛の発生か懸念される介護保険指定

事業場が増加していることから、約3,Olりのこれら事業

場に対し、「介護関係事業上場の腰痛対前守労｛車偏土偶

理実態調査」を実施し、との分析結県を所用した腰痛

予防等に係るリーフレソトを作成すξととも』こ、これを活

用した集同指導を復数回実施している主の

(ウ)同において、事業場単位 U )とらえ方や衛生管叫背等

江選任報告の記載例を帰り込み街中管理昌及び産業

医の選任臼献をl呼びかけるパンフレyJを作成し 50

人以hの全事業場、労働災害防止団体、阪師会等に

配布するなど、効果的な周知を図っている宅の

しかしながら、 部の局においては、労働衛止通達

を踏まえた、巾期的視点に立った方針を、ポだ特段の

理由宅なく策yとしていない宅のなどの問題点が~gòÒ~れ

る。

イ粉じん障害防止総台対策については、第5次粉じん

障害防止総合対策の最終年度を迎え、総じて各局とも

阿対前の着実な推進に努めている状況がみ巴れるが、

少なか ～JIi弘同において、 CD駐倍指導等 5か年計画につ

いては、その進捗状況が低調であり、最終年度におい

て当初言 11向の完遂が危ぶまれる状況にあること、@総

台対策の阜円であるアーク桝接作業をf了う事業場につ

いて、その実態把揮が未だ十分に行われていなしにと、

③こ才1まさの対議の実施状況の内作は監督指導に偏っ

て才刻、総台対策として駐留担当部署及び長全衛生担

斗部署が有機的連携をもって展開しよfとする観点J、

らの取組がイ、|分でaることなどの問題点が認められ

る。

(6)産業保健活動の推進対策

産業保健活動の推進については、多くの局において、

都道府県産業保他推進センター及び地域産業保位セシ

ターの活動の活性化に努めており、中には、地域序業保

健センターの利用状況が低調でaることから、署が同セ

ンターに対し、事業概要を紹介したリーフレソト及び何別

訪珂の市込書に苫長名の推奨文を添付して ど規模以

上の事業場に送付することを指導し、阿センタ におい

て、約2ヲα的事業場に対し、とれらリーフレソトと等を送付

した結果、健康相談の利岡件数が急増したものなどの績

極的な取組がみられる。

6 最低賃金の周知及び履行確保について

(1 )昆低賃金の周知については、総じて各局とも、市町

村広報誌紙へ江掲載依頼や公共交通機関べのポス

ターの掲"'、依頼などを積極的に行っているほか中に

は、前年に昆低賃金法第5条違反を指摘した事業場の

8割以上が最低賃金額を知らなかったとしていることか

ら、従来の広報に加え、地元タレントが最低賃金瀬を紹

介するテレビCMを繰り返し政映したと三ろ、その後に

実施した事業全に対するアンケート調者において相斗

の効果があったことが確認されたものがみられる。

(2) [5行分皐塗り]

しかしながら、 部の局においては、最低賃金の履

行確保を主眼とする監督指導について、 CD最低賃金基

礎剥査結束における影響半、未満半比び駐留指導の

i昌反率が低い状況が続いているにもかかね3ず、毎年

度従前どおりの監督刊数を言|上しており選定対象ゃ

投入すべき業務量について十分な検討を行っていなしk

モの、公)j昌反率が年々低下している状況に虎るにもか

かわらず、 般的に賃金水準が高¥)と考えられる都市

部の事業場のみを安易に対象としている宅のなどの問

題点が必められる。

第3 業務運営の状況

1 行政の推進に必要な情報の収集及び分析並びに

関係資料の作成等の状j5t 1こついて

総じて各局とも、的確な業務運営を図るため、申告・相

談の状祝、労働災害の )6生状況守各種情報及び監督指

導結果等とれまでの行政実績を的確に把捉・分析し、必

要な関係資nOl整備に努めている状況カ1dj.r:::れ、中には、

労働胤険のイ|度更新時に監督課が中 JL8となり、労働基準

部各課室の主主点事頃を盛り込んだ白主点検を実施し、と

れを業種別、規模別等に分析する等により、管内の問題

点の但握に努めているものもみらオLる。

しかしながら、一部の同においては、労働);!;準行政情

報システム(以下「システム」という。 ) Iこ各積データが十分

に入力されておらず、又は入力されている情報が最新の

キJのに更新されていなLヰ=もかかわらず、システムぴ〕情械

のみを基i礎資料としているために、止確な実態を把梶で

きず、又は当初Jの目的に沿った対策の推進が|分には

行えない状況となっているものがみられる。

2 年間監督指導計画及び年間安全衛生業務実施計

画の策定状況等について

(1)年間監督指導計画の策定状況と監督指導業務の

実施状況

イ|間監督指導計仰lの策定に当たっては、総じて各局と
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|平成i]J年度中央監察結果の概要 E

弘同における各署の計画の指導部l整に先立ち、署の計

画案について閣係各課主と事前調整を行った上で、調整

会議に臨み、署に対する必要な指導調整を行うよう努め

ている状況がみられる。また、臣官指導業務については、

依存tt(として申告相談が多い中、年間監督指導J十回に基

っき確実に実施しようと努めている状況カリ与巳れ中には、

次のような取組を行っている宅のがみられる。

ア [8行分墨塗り]

イ 来害者への対応などに時間を要し職司聞の連絡が

十分に|文|れない現状にあるととから、同に対する照会

事案とこれに対する|ロ|答や各稲会議等における署幹

部の指導内作守について随時「一主任通信」として取

りまとめて各信倍宵に配布することによって、共通の認

品をむって業務遂行が行えるよう努めているもの

ウ署においてイ|聞の広報言 11向を策定しこれに基づき、

年間を通じて地域のFMラジオ、ケーブルテレビ、新聞

社に働きかけ、行政の広報を実 lkして土如、また署長

腎が当該ラジオ、テレビに出演するなどによって、地域

件民に行政の施策を分かり易く広411しているもの

しかしながら、一日s o局においては、次のような問題点

が認められる。

ア各署の相談業務量の多寡にかかオコらず、全暑にお

いて監督官1人斗たり月 H Iを相談業務量に充てるこ

ととして、これを安易に臨検監督業務呈カら 律に件

除した結果、局全体の年閣の臨検駐留業務量が前年

の約30%V~となξ など、臨検監督等庁外活動に最大限

業務室を確保しようとする姿勢に欠けるをの

イ 同において、年間官官指導計画江指導剰整に当たっ

て、各署の計画案を事前に十分に比較検討せーれご調

整会議に臨んでいる結果 l工骨内事情に特段の差民

がないにもかかわらず、同ーの卓点対象等に対するl
件「たりの所要入Hが署によって異なっている宅の、必

労働災害の先生fl数に対する災宮時監督の言|向fI数

のtilJ台が特段の叫由モなく岩によってλきく異なってい

るものなど、的確な指導調整が行われていないもの

ウイ|間監督m導言|向に主ういて監督指導の優先順位を

4段階 (A~D) としているが、同において優先順位の各

段階に波斗する内容を十分整理していないことカも、

局として最優先課題としている監督指導の対象につい

て署においては三れを優先順位Cランクとし、また、署

選定正安全衛中対策に係る監督指導をすべてBランク

としているに屯かかわらず、事に対して適切な指ボがで

きないとととなっているもの

ヱ [7行分墨塗り]

(2)年間安全衛生業務実施計画の策定状況と安全衛

生業務の実施状況

総じて各局とも、年間安全街中業務実胞計画を策定し、

安全衛生業務の計画的かつ効半的な推進に努めている

状況がみられ、中には、次のような取組がみられるロ

ア署告内に多数存在する園σ研究機閥均可虫立行政法

人となりWrたに労働阜、準関係法令の適用事業場となる

ことから、これ以こ対し、複数|ロ|にわたり労働基準関係

法令はもとより、所と連J需を図り雇用保険制度も含め

た説明会を開催するほか、安全衛生管理体制、危険有

害業務の有無、特ど機械等の設置状況等を把梶する

ための自主点検を行い、その結果に応じて、特殊健康

診断の実施、特定機械等に係る設置届の提「ドI等に関

し必要な個別指導を行っているモの

イ署において地下深帽のメタンガスの噴出のおそれ

がある卜水道一仁事の施一仁計画について、「シールド一仁

事に係る七一フテイアセスメン卜』こ関する指針」に基づき、

元諸事業者及び 5c注者を+ F i導じ亡、電気設備の防ナ新七

を徹底させる変更を行わせξ3とと削工、 =:'i'lを契機とし

て、管内で脳ょするずい道L事の元請事業占9社に働

きかけ「ずい道安全衛止研究会」を 5c足させ、パトロー

ルの実施や安全衛生対策に係るノウハウの交換等祈

発な白全的労働災害防止活動を行わせているモの

ウ署に届け出られた足場、型作支保工の計I削届につ

いて、変更指J与、党更勧告等の措置tilJ台が高いととか

ら、建設業昌の計画同の作成I!:!斗占を対象として、こ

れまでの指導事例を活用した研修会を数日にわたり開

催し、安全な計画届の作成U)j散底を凶っているもの

しかしながら、 部の局においては、次のような問題点

が五宮めらオ1る。

アボだ、年閣安全衛生業務実施計画の策定を署に対

し指示していない宅の

イ指定教習機関が実施する段能講留について、常態

として、署の職員が講師として同席し、とれを集団指J与

の一環として年間安全衛牛業務実施計画に計上してお

り、本来、事がごと体的lご支施すべき安主衛止業務に優

先的かつ積極的に取り組もうとする妥勢にクミけるもの

ウ宮において、局がどめた実地調査すべき対象に対

するJ支施割合が低調であるにもかか土 3ず、イ|閑安全

衛生業務実施計画の策定に当たり、前年肢の実績の

みに基つ1、て件数を計上している結果、本来必要とさ

れる実地調査の引数が言 11町に言|上されていないもの

(3)監督担当部暑と安全衛生担当部暑との連携状況等

総じて各局とも、監督指導業務及び安全街中業務の連

J需に留意しつつ業務運営に努めている状況がみられ、中

には、次のような取組がみられる。

y .".において、大塑テーマパークが聞没されたことに

伴い新設さ才民事業場に対し監督指導を d支施したとこ

ろ、多くの事業場において 般労働条件汝び安全衛生

について多くの法進反がみられたことカミら、監督担当
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部署、安全衛生担当部署が連携して、中核となってい 
る事業場に働きかけ、労働者数約8,000人が就労する 
関連会社約100社で組織する労務安全衛生協議会を 
発足させるとともに、定期的に協議会を開催させ、一般 
労働条件及び安全衛生の両面から指導するとともに、
自主的な活動を促進しているもの

イ【7行分墨塗り】
ウ【4行分墨塗り】
エ【7行分墨塗り】

しかしながら、一部の局においては、【5行分墨塗り】粉 
じん障害防止対策について、監督担当部署が行う監督指 
導と安全衛生担当部署が行う集団指導が何らの関連付 
けもなく同一月に実施されることとなっているものなど,各 
部署が実施する対策の役割分担や有機的連携に適切さ 
を欠くなどの問題点が認められる。

また、災害調査については、休日等に発生した労働災 
害にも迅速に対応するなど、各局ともおおむね適切に実 
施されており、中には、災害調査の処理が長期化してい 
ることから、災害調査の処理を行う担当者は、司法処理を 
担当させないこととして集中的に処理を行わせた結果、 
全ての災害調査復命書が2か月以内に作成されるなど早 
期処理に努めているものがみられる。

しかしながら、一部の局においては、署から送付された 
災害調査復命書の処理について新たな要領を作成する 
こととしているが、これが作成されていないとして当該処 
理が長期間行われず署に的確な指導がなされていないも 
のがみられる。
3司法処理の取組状況について

司法処理については、総じて各局とも司法処理基準の 
厳正な運用に努めており、中には次のような取組がみら 
れる。
ア【5行分墨塗り】
イ【6行分墨塗り】

しかしながら、一部の局においては、司法処理につい 
て、年間監督指導計画に計上した件数を大幅に下回るな 
ど、著しくその取組が低調であるもの、また、依然として特 
段の理由もなくその処理が長期化しているものなどのほ 
か、次のような問題点が認められる。
ア【2行分墨塗り】
イ個別指導において、司法処理基準に該当する法違 
反の事実が認められたものに対し、厚生労働技官名の 
改善指示書により改善を指導することで可とするなど、 
署管理者が司法処理基準の厳正な運用を行おうとする 
姿勢に欠けるもの
4地方監察制度の運営状況
地方監察については、総じて各局とも、的確な実施に 

努めており、署に対し文書による改善指導を行っている状 
況がみられる。

しかしながら、一部の局において、①地方監察の実施 
後、直ちに局長に対する口頭による復命を行っていない 
もの、②時間外労働協定届の受理時における窓口指導 、 
いわゆるサービス残業対策や過重労働防止対策に係る 
指導が関係通達に基づいて的確に行われていない状況 
が散見されるにもかかわらず、地方監察においてこの点 
を指摘していないものなどの問題点が認められる。P7TT1

基発第0121003号
平成15年1月21日 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

平成14年度中央労災補償業務 監察結果について

標記について、別添のとおり取りまとめたので各種会 
議等を通じ職員に周知徹底を図るとともに、平成15年 
度の行政運営方針等の策定に反映するよう配慮された 
い。

［秘］ 平成14年度
中央労災補償業務監察結果報告書

厚生労働省労働基準局

平成14年度中央労災補償業務監察結果の概要
労働災害による被災労働者は、長期的には減少傾向 

にあるものの、労災保険の新規受給者は今なお、年間60 
万人を数え、さらに、年金受給者数は毎年累増を続けて 
いる。

また、労働者の健康を取り巻く状況をみると、業務上疾 
病の発生は漸減しているものの、じん肺等の疾病は依然 
として後を絶たない。
一方、産業構造の変化、高齢化の進展等労働者を取り 

巻く環境が変化する中で、一般健康診断の結果、脳•心臓
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疾忠につながる有所見半が高まるなど位版状態に問題を
抱える労働占が4苦f~を超えるとともに、現下の厳しい経済

情勢の中で仕事ゃ職業生活に闘するイ、安ゃストレスを

感じている労働背の割台がJ1 ' )加している。
このような近年の厳しい労働環境を反映し、増加傾向

にある「過労死」、「過労同殺」守の社会的闘, L、を集めてい

る事案を始め、労災請求草案について、被災労働者及び
その家族の救済とLη 労働占災害補償保険法の木来の

役割にかんがみ、脳・心臓咲患に附する新認定基準ぞ干の

的保な運用により迅速・適正な労災補償の実施に努める
とともに脳・心臓疾患の発抗の予防に資するための「二

次健康診断守給{、JJの活用を図るために引き続き間畑啓

発に努めるととが必要である。
都道府県労働局(以下「局」とLη 。)及び労働基準監督

署(以下「署」とし巧。)においては、本昔、の行政運吉方針

等を踏まえ、管内の実情・行政実績を分析・検討し、公労
災保険給付の迅速〕曲止な処理、 (2)被災労働占の半期社

会復帰対策正総合的推進、③月間・心臓反告、lご閣する新認

定) ; (土手の的確な運用、 ④元P災診療費の適正払いの推進、
⑤干存在請求事件の迅速処理及び行政J}f-J i _ {事件に対する

的確な対応守を重点課題に掲げ積極的に行政運営を進

めていた。
今後、より一層の的確な行政運営を行うためには、労

災補償業務を適切に運蛍し、各局とも、現状の分析と問

題点の把握が必要不吋欠であり、斡察制l肢を有効に祈用

することが重要である。
平成14イ1I主にお7る中央労災補償業務監察(以下「中

央官察」という。 )は2 7局6 3岩を対象にして、局・暑が労災
補償行政をi出止かつ円滑に推進するため、管内の実情

予を十巴握し、重点課題を定めそれらの達成に I(IJけ効果

的、効率的に業務運常が行われているカについて、①保
険給付請求書の常在等処理状況、信長期末処理事案の

処理状況、③適 jf給刊 ); H駐の推進状況、 ④イ、了E受給防
止対策等σ:実施状況、⑤地方労災補償駐察H制限の運

用状況を責ιに、併せて、⑧職員研修計画の策定及び実

施状祝舎についても実施した。

各」頁 Hに官、る中央常察結県は後述のとお〕であるが、
各局・署とも全般には好事例に見られるように創怠ム夫

しながふ業務処理体制、手法舎の見直しを含め、行政課

題に積極的に取り組み効率的な業務運常に努めている

状況がみられた。
特に、労災補償行政にお7る最重点課題としている長

期未処叫事案。コ解消については、本省の処叫方針にぶ

つき各局とも局 '-'E- 休となって半期解消に努めた結果、
全国的に減少している状況がうかが土れた。今後とも、長

期末処科事業の早期解消に向けて進行管理を徹底する
など、さらにー屑の努力が求められる。

第 1 管内行政課題の設定及び業務計画の策定
状況

1 管内行政課題の設定状況

平成 14イ|度の行政課題については、各局とも本省の

行政運常方針にぷづき、管内の実情に即した行政課題
について分析検討を行い、次のよそな重点行政課題を設

定していた。
しかしながら、一部の同において、前年の行政課題の

推進状況、業務実績等を分析、汗1,;11することなく、日"年と

同様の重点行政課題としているものがみられた。

(1) 局における主な重点行政課題
ア労災保険給付の迅速通止な処理

イ 月間・心臓炭患に閣する新認定基準の的確な運用

ウ被災労働背の早期社会復帰対策U総台的推進
工労災議療費のi直止払いの推進

オ行政争訟に対する迅速・的確な対応
)J 二次位康診断等給付の前用の推進

(2)暑における主な亘点行政課題

ア労災保険給付の迅速・適j fな処理

イ長期未処科事業の早期解消
ウ長期療養占に対する旭止給付対策の推進

2 業務計画の策定状況

業務計画については、各局とも前年度における業務の

取り岐い状況、中央監察及び地 }J労災補償業務監祭(第
3を除き、以下「地方監察」という。)の結果、さらに署との

意見剰整を踏まえ、管内の実情に即した具体的な推進方

法fよどを検討し、労災補償業務実施要領(以下「実施要樺む
という。)守を議定していた。

しかしながら、一部ω局において、前年!止の業務実施
粘果等を十分検討すξことなく、前年度計画を踏捜してい

る状況がみられたo

第2 労災保険給付等の迅速・適正処理状況

1 保険給付請求書の畜査等処理状況

保険給付請求書の審有等については、審脊処理体制、

審査処理状刷、倍程者守¢進行管理状況を且点として実

施したD
(1) 局の暑に対する指導状況

ア業務処理体制等に関する指導状況

各局とも、署に対し、実施要領等により責任体制の

明確化及び審斉休制庄確¥r_等業務処理体制の確¥r_、
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正本町リ業務処理問散底、労災保蜘合付の迅速・適正処
理等について指示するとともに地 }J監察時に署の業

務処理状況をJE握し個別にt R '/1 、・指導を行い、さらに

当技指示指導について同士体の問題として捉え、署
長会議、労災主務課長会議等で徹底している状況がみ

られた。

また、各局とも、実施要領等で標準処叫期間を徹底
しているほか、各給付の積類ごとに、支払所要 H数の
目標を定め、迅速処理をm導している状況がみ二れた。

イ管理者等の迅速適正な処理に関する指導状況

各局とも実肱要領等により、長期末処理事案の末然 
防止・早則解消の槻点力仏長)!I!未処理事案の担握、

適切な指示指導の実施、処理経過哀等への記載など
進行管理の徹底を重点事項として指示するとともに、

さらに、実地監察時舎において指導している状況がみ

られた。
しかしながら、依然として、 昨阪〕署においては事務

処理に次のようなイ、適切なものがみられた。

CD 特段の理由がないにもかかね3ず保険給付請求
書等の O C R入力が遅延しているモの

:乙>業務起閃性に疑義があるにもかかわらず、必要
な~JðJ査を行わず支給決定しているもの

③休業の必要性に疑義がil"るにもかかわらず調査
を行わず支給決定しているもの

@実地調査の遅れ等内部要凶により長期末処理と
なっているもの

:～$)処理に 定期間を要すると思われる事案につい

て、制査百十画を策定すξ三となく非効半な剖査を行っ
ている宅の

:~$)長問l未処理事案正処理経過表守に署長約具体的

指示の戸載がないもの

とわ支給決定した事案について、課内で相互チ工ツケ
することなく署(次)長に直接決裁をあけているをの

したがって、暑の事務処開状況を的確に把握し、問
題点等の原因を分析・検討した上で、基本的業務処理

江品低、事(次)長の進行符理守についてより今屈

指示・指導に努める必要がある。

(2)暑における事務処理状況

ア保険給付請求書の処理状況
Uフ)審査処理状況

保険給付請求書の存在に「たっては、各署とも、帯

査本市I隆確立し、労災保険給付事務取扱手目!(以下「給

付手引」という。)、労災保寝業務機械処叫事務手引(以
下「機械 T~IJ という。)及び実肱要領等によ忍t刻、、

部の署においては、組織体制及び符内のJ士情に基つ

いた審査要領審査のチヱソヴポイシトを独自に作成し

適止処理に努めている状況がみられた。

また、一部の署においては、次のように適切な審査

処理に努めているものがみられた。
l芯l 附・心臓咲忠にかかる新認定基準に基づく労働

時間U延長計表について、同で作成した自動計算はJ
能なソフトを活用することによU法自率化を進めている

もの

③脳・心臓疾患、精神障苦等事案の事務処叫につ

いて、具体的処理 h法・ F川自等を簡潔明瞭にし、調
企用紙予を様式{ヒすることによって、ィ、慣オ'110ょ調査

も迅速に処理するととを容易にしているもの

(イ)実地調査事案の選定等
実地調査事案の選定基準については、各署とも、実

施要領等により、次のようなJ頁けを主主点としている状況

がみられた。

あるもの

③第三者行為災宮に闘するtの

④医学部Jな所見を必要とするもの
しかしながら、ー却の署においては、実地調査事案

に選定すべき事案にもかかわ3ず、実地調査を行わず

支給決定している宅>のがみられた。
したがって、泊止給付江観点、か与署(次)長・課長は

実地調企U士施について的確な確認をiJぅι、要がまる。

(ウ)医証の収集に閣する状況
業務上疾病等事案については、ほとんどの署におい

て、二t治医に対する意見書守を提出依頼するに当たっ

て、依頼事頃を事前に商談又は電訴で説明白上提「ドI期
限を付して文書依頼している状況カロ与られた。

また、地方労災医見、労災協力医、専門医(以下「地

方労災院員等」という。)に対しては、各岩とも原 RJlcし

て由談の上、 , g:見書等oii i :山を依頼している状況がみ

られた。

特に、一部ω暑においては、事案により主治院等に

志見書の提山を依頼する円"に、地心労災医員等の助
言を受けるなと的確な判断にJ必要な医証の収集に努め

ている宅>の、さらに、提f十I期限を付して依頼し、提同『期
限経過j章、のものについては、由談による督促を行うな

ど迅速処理に努めている状況がみられた。

しかしながら、一部の暑においては、主治院から長
期間にわたり|ロ|答がないにもかか;h()ず、電話照会を

繰りiliす江みで、適切な督促を行わず放置した結果長

期末処叫となっているものがみられたo

したがコて、主治医等からの|ロ|答が遅れている事案

については時期を逸することなく面談に赴くなど適切
な哲促を行い、 ～～J止収集の迅速化に努める必要があ

る。
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仁士)迅速適正処理のための管理者等の進行管理

ほ/juどの害において、宮(次)長は保険給付請求書 
江処理に関して、毎 JJ配信さ才［る各種未処理事案 IJス
トに処叫経過を記載させξなど業務処叫の進捗状況を
把搾し、指示・指導を行うなど、進行管理に努めている

状祝がみられた。

また、署(次)長が毎月の課内会議等に「ド1席し、未処
理事案の進捗状況の碓~!t!,、調査T法等の検討など迅

述処理に努めている状況がみられたo

しかしながら、一部の暑においては、次ωような不適
切なものがみられた。

①相当数の長問l未処理事案を抱えているにもかか

オコらず、署(次)長が、課内会議等に出席せず、また、

長期末処理事案を解消するた併の具体的tod'旨示・指
導を行土ないなと、進行告理を|分行ってしすよいtの、

③処理に一定の期間を要すると思われる事案であ

るにもか付コらず、署(次)長が処理経過表等の作成
を指ノl、していないもの

③処県経過哀等のiA裁欄が課長までとなっており、

宮(次)長が事案の把J阜、具休的指示・指導を行って
いないもの

管制査計画書U未作成又は剥査計画書の内容が不
十分であるにもかかわらず、宮(次)長が的確な指導

守を行コていないもの

したがって、署(次)長は、制査等の進捗状況を的確
に把梶し、担巧者に対し適切な指示・指導を行なうなど

進行管理に努める必要がある。

イ療養休業障害(補償)給付請求書の審査等処理状

7兄

ケ)療養(補償)給付請求書の審査処理状況
煽養(補償)給付請求書の審査に当たっては、谷署

とも、給付F引、実胞要領等に基づき、保険関係、労

働者性、業務(通勤)上外、第三者行為災害予を重点

に審査を行い、適正な処理に努めている状況がみら
れた。

しかしながら、 部の署においては、次のような小適

切なものがみられた。
( 1 )現日記占の臓積・氏名が末記入でi l "るにもかかすつら

ず確認手を行っていないもの

③災百発生1Ki71等カら保険関係の適用に疑義があ
るにもかかわらず、調査確認をしていないもの

(～｝災害性腰痛症による請求で、災害先止状況の内

容等均九は、業務起凶性が明らかでないにもかかわ
らず、調在確 ～!t!,等を行っていないもの

したがって、必要事項が耐才なく記載されて l'るか、

災害発生状況に疑義がないかなど適切な審査に努め
るとともに、子持杏体制の確、 ".1こ努める必要があるロ

(イ)休業(補償)給付請求書¢審査処理状況

休業(補償)給付請求書の帝育に当たっては、各署
とも、療養(補償)給付請求書の審査と同様の事項を審

査するほか、待期期間、平均賃金、頃養日数と休業日

数との関連、傷病の状態と休業の必要性などを重点、に
審査し適王な処理に努めている状況がみら才iた。

しかしながら、一部の署においては、次のような不適
切なものがみられたロ

( 1 )骨折、 H l菜、申l傷舎で負傷から相当則閉経過し、

休業期間こ比べて診瞭実日数が著しく少ない事案で
i l "るにもかか: b Gず、休業の必要件について調官を 

していないもの
,~?)特別加入青に係る休業の必要性に疑義ωまる事

案について、本人のF j 1G, ' ,今てのみで、業務遂行性が

認iJ/:うれる範囲の業務等が全部労働ノト能であるか

剥査・保認をしていないもの

l定半均賃金許逗レ人",沢に記較された子斗及び許返心
法に疑義のある事案について調査・確認していない

もの

必待期期間の骨返に疑義がある事案について、調
査確認していないもの

したがって、休業の必要性等について適切な審査に

努める必主主がある。

(ウ)障害(補償)給付請求書の審査処理状況
陣百(補償)給付請求書の審査及び認定に当たって

は、各署とも、給付Fづ|、障害等級必逗基準によるほ

か、医学的専門知識を求められる事案に係るものにつ

いては、地方労災院員等を所用しながら、適正な処理
に努めている状況がみられた。また、ほとんどの署に

おいては、障害のJ土地調査を復数の職員により行うな

ど適切な事務処理に努めている状況がみられた。
しかしながら、ー却の冨においては、特別の事情が

ないにもかか土>ず、障害認定を単独で行うなと小適切

なものがみられたo

したがって、適正な障害認止、不正受給|山l上及び業

問研修¢観点点、ら特Z'Jtょ事情がない限り、波数の職員

により障者ω状態を確認するなど適切な審査に努める
必要がある。

ウ保険給付に係る決定の取消状況
平成 13年度巾に支給決定を取り消した事案は、療養

(補償)給付請求に関するものが2件、休業(補償)給付請
求に関するものが 4flみられた。

取i肖事案となったものの中には、的保な審査・制査の

実 lkにより、事実関係を適切に把梶でき、求然に防止で
きたと思われる内科のものもみられた。

なお、支給決定取消の主な叫由は次のとおりであった。
必山勤途中、除雪直後日わお昼路で~J_J1Jで膝を痛
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めたとして、左膝痛、左膝関節水腫の傷病名で療養
給付・休業給付のi青求があり、支給した。その後、レ

セブトσ審査において、傷病名が左膝閣節炎変形

性膝関節症等の記載がなされてい之£とカぷλ 通勤

との因果関係を調脅したところ、転んだことにより発
症したとは認められないとして通勤との閃果閣係

が認められなかったもの
③」一場において I(Jダケトにフランジを取付中リベ、ソ

ターに挟まれ負傷したとして療養の請求があり支

出向した。その後治ゆしたとして障害補償給付の請

求があり、障害必逗時にi青求人正賃金に不明な点、
があり、調査したところ報酬、時間特理学から労働

背とは認められないととが判明したもの

工保険給付請求書等のOC円入力状況
保険給付請求書守干の OCR人力については、各局

とも実施要領等において、受付当日(入んできない時

はヰH I )に必ず入力するようどめ、地点監察時等にお 
いて指導を徹底している状況がみら才た。

特に、一部の暑においては、課長が毎日入 )J状況を
確認し、入力遅れ等の防止に努めている状況がみられ

た。

しかしながら、一部ω署においては必制査事案を
入力しないまま調官を開始していた毛の、 l之不備返戻
前に人力可能であるにもかかオ)t~ず、入力せずに返戻

していたものなどの不適切なものがみられた。

したがって、 OCR入力については受付後直ちに入力 
するとともに、詰求書の散逸防止、ィ、了F受給、支払闘
係の事故防止等の観点カも、～本的業務処理の徹底

を図り、機械千 ～I 等に基づき適正な業務処理休制の確 

立に努める必要がある。

(3)年金給付業務の処理状況

年金給付業務については、支給決逗時及びii::期報告
書審企侍の事務処理状況、支給決定時の厚止イ|金保険

等(以下「厚年等」という。)との調整状況、定期端告書未

提出による支払岸止め状況、基本権取消事案の処理状
況を重点として実施した。

ア局の署に対する指導状況
年全給付業務については、各局とも、給付 Fづ|、機

械手引、実施要領及びイ|金審査のチエソクポイント守

により適正処i悼の徹底を|文|るとともに、支給決定、定
期報告書の常在、厚年等の調整などの事務処理を重

点項目として設定し、署長会議、労災主務課長会議な

どで問題長等について指示を行うほか、地方駐察時等
に指導するなど、適正な事務処理の推進に努めている

状祝がみられた。

特に、一部の同においては、各種会議で町内等で発
牛した ro'題の J!c1.~ 主れる具体的な事例を示した上、局

内共通の課題として子工、ソケの徹底などを指示し内発
防止を図っている状況がみられた。

しかしながら、 部の局において、生イI) JR守の転

記誤りによる県本柱取消事案や、厚年等との併給調整

にi直止を欠くものがみられた。
したがって l工支給決定時、定期報告書審査時及び

決議書入)j時における管県者を含めた相互チヱソク、
必l厚年等との併給調整の徹底等について 屑の指導

に努める必夏がある。

イ署における事務処理状況
年金給付の事務処理については、各署とも、給付ア

引、機械手引、実施要領及びイ|金審査のチ工、ソケポイ

;、等に思づき、支給決定時比び定期訓告書審査時に
ヰ年月H等の基本項目についての請求書と戸籍謄本

寺との照合、請求書守と人力結果との胤合、厚刊号の

未調整事案の照会、調査等をfTうなど適正処叫に努め
ている状況がみられた。

しかしながら、 部の署において J工受給権者の止

年月日等の転記誤りにより阜、本権取消を行ったもの、
必l厚年等との末調整事案の照会、調杏が十分でないも

のなど適j fを欠くものがみられた。

したがって、支給決定時、決議書入 )J時、定期訓告
書干存在時に才卦ナる相互子工ソケ及び給付T~I 、実肱要

領腎に基づく処理の徹民を園る必要がある。

(7)厚年等との調整関係の事務処理状況
厚年等と ol井給調整の事務処理に「たっては、再苫

とも支給決定時の請求人守への厚イ|守の加人状j日
比び支給資格等の格認、厚年等との併給制整制l立の
説明及び社会保険事務所等への請求江指導、社会保

険事務所矧士対する詰求・裁定状況の照会厚イ|守未

調整・j享年等年額米有毒記リスト(以卜 r)早年等末日l整J)
スiづとL巧ロ)及びど期報告書による末調整事案の把搾
など調整i,.れのないよう適在処理に努めてIIる状況が

みられた。
しかしながら、 部の苫においては、労災年金の支

給決定後佃当問l間経過してIIるにもかかオ二必ず、厚イ|

等との剰整について、制査巾・請求中(みなし調整)となっ
たままで長期間末処理となっているものがみられた。

したがコて、未調整事案については、厚イ|守未調整

リスト及び定期報告書等により的確に把握するととも
に、請求人及び社会保険事務所等に対し積制的に照

会するなど、早問l処理に取り組む必夏がある。
ィ( 7定期報告書に係る事務処理状況

ど期報告書の事務処理に当たコては、ほとんどの苫
において担当者を定め、イ|金の種類別に審企業務を分
担し、主主点審査Jl'l Hを定めて内容審査を行っている状

況がみられた。
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|平成æ童手獲~険労災補償業務監幾結果 E

平成 13年度における定期制告書の提市件数は

45,395件(卯 7%)で、 A"1!i'山件数114件 (0.3%)のう

ち支払差止処理したものは77f 1であった。

支払差止事案の多くは所在不明等のものであるが、

ほとんどの署において、市町村や組族等に対して所有

確認のための調査を実施し、支払差止めの解除の努

)jをしている状討がみられた。

しかしながら一部の宮においては、必ど期報告書

の未提出者に対して必要な調企確認や支払差止処理

が行士れていなし沖約、②所在不明等による支払差止

事案で相斗期間調査を行コていないものがみられた。

したがって、定則報告未提出事案、支払差止事案に

ついては、受給権守の所在確認のため、市町村等へω
照会、戸籍謄本等により親族の把梶を行った上、必要

に応じて実地胡企を行～うなと適切な串務処理を行う必要

がある。

(ウ)年金基本権買わ肖状況

基本データの誤りによる基本権取消は5署 (5刊)で、

その内容は生年月日、災百発生年月日の転記誤りに

よるものであったn

したがって、イ|金基本権取消事案の先止を防止する

ため、実施要領政ぴ年金審査のチ工、ノヴポイント等に

基づき、⑦支給決止時及びλAに期報告苦手揮官時にと主年

)J円 守干の基本項目について、請求書と戸籍謄本等の

添付資料との照台、ヨ)請求書等と入 )j結果の照台を行

うなど、よりー屑泊止な事務処理に努正治必要がある。

2 長期未処理事案の処理状況

長期末処叫事案、引主義(補i員)給付比三休業(補｛員)給

付請求書については受付から3か月以上、障害(補償)給

、イl請求書、遺族(補償)給イ、 l請求書及び1勾丙闘係請求事

業については交付から6か月以卜未処理のもの)につい

ては、早期解消の取組状況及び管理者等の進行管理な

どを重点として実施した。

(1)局の暑に対する指導状況

ア局の長期未処理事案の状況

平成13イ|度末現在の長期未処理事案は、浜病関

係が7 9 4件(うち脳心臓疾忠草案2 3 0件、精神障当

事案 139件)、 2お=昌行為災害関係が1 ,0～5件、その

他が793flとなっておりその総数は 2,672flとなっ

ていた。

疾病関係のうち、脳・心』横妓患事案の 12か月以上未

処理となずといる刊数は 18局日6刊でその理山は①実

地調査の遅れ3C牛、②取りまと民の遅れ2 4件等となっ

て村〕、また、精神障害事案の 12か月以よ未処理となっ

ている('1数は14局65刊で、その理由は③実地調査の

遅才128 件、②取りまとめの遅れ 19件等となっている。

いずれも内部要凶と思われる守Jのが大干を占めている

状況であった。

イ長期未処理事案の早期解消を図るための指導状況

げ)長期末処叫事案の早期解消については、各局とも、

地点監著書時に本合から毎月配信される各種未処理事

案リスト及び署作成の処理経過表舎により長問l未処

叫となっている事案を把握し、必要に応じ指示・指導を

行うとともに、署(次)長課長に対しては、苫長会議、

労災主務課長会議腎において、処理経過表守により

的確に進捗状況を把握し、管叫育指示欄に具体的指

示・指導事唄を記載するなど的E在to0韮行管理を行官よな

指導している状況がみられたo

特に、一部の同においては、地方駐察時に署管叫者

カも事案の把障と早期解消・発牛|山l上対策についての

課題に対する認識及び具体的な取組腎のヒアリングを

実施し、さらには、署長会議等で草案に応じた具体的

な進行管理の実施を指示・指導した結果、大中日T訓4舎
となった状況がみられた。

(イ)脳・心臓疾患、精神障害等の事案に対しては、ほと

んどの局において、次のようなh法で、同.-'E-の連携を

図っている状況がみられた。

,~!)局が部l査計画ω策定段階カミら参画し、町U I f・指導 

を行うなどの休制をとコているもの

お局に指導班を設置し、適宜、局署検討会を開催

するなど協議体制を確立しているもの

過を報告させ、必要な助言指導を(J-_)Tt jるもの

④労災院員による相談日を設定し、院学的意見や資

料の入r等に関しアドバイスを受けているもの

しかしながら、 部の局においては、次のようなノト適

切なものがみられた。
0)長期末処理事案の把隠・指導がA止期監著書時のみ

にとどまコているもの

,～?)脳・ IL.'［蔵疾患、精神jJift;百事案以外で処t時に一定期

開宴すると思われる事案について、調官J十回書を作

成していないにもかかわらず、的確な指導守を行っ

ていないもω
l定調杏J十画書の|人」容が不十分であるにもかかわら

ず、的確な指導腎を行コていないもの

望>長期末処聞事案が一部の署に偏在し、相当数抱

えているにもかかわ主ず、単期処理のた止の事務指

導予の対策を講じていないもの

<ぅ:毎月又は川半期ごとに長期末処理事案σ;処叫経

過を報告させているにもかかわらず、局で検討し指

ノl、.指導していなL埼の

したがって、長期未処科草案については、巾央臨察

をはじめとして再積会議において指摘しているところ
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から、そ0消平消を卓点として局長・労働長準部長此び

労災補償課長は監察官に対し、丸山心監察に際して的
確な状況を JE握し、具体的な桁ノl、指導を行わせる必

要がある。また、長期末処理事案を相当数抱えている
署に対しては、その原因分析及び対策の検討を指示

するとともに、地方監察時以外に個別的な指導を行わ

せるなど同・岩一体となった積極的な取組が必要であ
る。

さらに、署における迅速処理の阻害要閃となってい

ξ保険会社、1*頃機関等の回答遅れ等0)91-部要凶を
解消するためには、保険会社等との連携強化、医療機

関守に対する指導、専門医の確保など局が積極的に闘

iゴーする必要がある。

(2)暑における長期未処理事案の処理状況

ア長期未処理状況
平成13年l旦末現在の長期末処理事案は、療養(補

償)給付請求書が461件、休業(補償)給付請求書が
2 4 9判、障宮(補償)給｛ 、 I請求書が12l f 1 、遺族(補償) 

給付請求書が112件となっており、その総数は9 4 3件 
となっていた。

方、受付後1かJJ又は2かJJ経過時点で未処理事
案名簿号により署(;欠)長が推進状況を把握し的停な指
示・指導を行い、また悩・心臓疾患、精神障害等の事案

について班体制を設け、組織的に業務処理を行うなど

により、長期末処叫草案の全くない岩が 11署 (175%)

みられた。

ケ)長問l未処理となっている二五な理山［士、次のとおりで

ある。

a 内部夏阿によるもの (361 1' 1 38.3%)

①取りまとめの遅才 147件

③実地調査の遅れ 10U件
③:首見書守干の依頼のy1れ 83fl

@審査若干の遅れ 31件

b 外部要因によるもの (565件 59.9%)

①同賠責保険予カらの回停の遅れ 234fl

②事業主・請求人等からの資料の提,'f",の遅れ

162件
:~$) :首見書守干の回詳のy1れ 78fl

@第二者行為災害届又は訓告書の提「ド!の遅れ

65件
:~$) 1 I ' f出調査ノト出頭による遅れ 29fl

c その他 (17件 1.8%)

( /内長) J J I未処理事案のうち、 1イ|以上未処理となコてIIた
件数はお署で15 9件(全体の 16.8刻、事案の内容此
び件数は次のとおりであり、三巨な安因は⑦白賠責保険

等かJ の回答の遅れ、②実地~JðJ査の遅れ、③取りまと

めの遅れ等によるものであった。

a 疾病関係(1号を|徐く)

必脳心臓疾患事案
長l 精神障宮事案

'~3) CDヨ>以外の疾柄
b 第=占行為災害関係

c その他

(68 i牛 42.8 %)
331牛
19f1

16件

(8U 1牛 50.3%)
(11f l 69%)

イ長期末処理事案の里期解消への取組状ノ兄

ア( 7長期|未処理事案の早則解消に当たっては、毎日配
じされる各種未処科事案リスト、処理経過去等により

宮を(次)長が事案を把梶し、必要に応じ課内会議等で
事案こ守とに調査の進捗状況I=c)いて協議・分析し、指

示・指J与を行っている状況がみられた。
特に、ー認の署においては、次のようなノむ法により単

則処理に努めている状況がみられた。

,~!) 乏付後1か月又は2か月経過の比較的早い時点

カも処理経過去等を下成させ、末処理事案の長期化
防止のための JE握指導を行っているもの

,～?)定例の課内会品工/)1"1.カヰヱ「長期末処理検討会議」

等にも署(次)長が山席し、 I ! : !斗吾作せにすることな

くmノl、・指導を行っているもの

しかしながら、一部の暑においては、:大のような不適

切なものがみられたロ
l①処理経過表守干のmノl、欄に署(次)長の指ノl、・指導

の事跡がほとんど残されていなし時の

必処理にど期間を要すると思われる事案につい
て調宣言 11闘を2綻することなく非効率な調企守を行コ

ているもの

l定受付後3か月以、よ末処理となっているにもかかわ

らず、処理経過表舎を作成していないもの

④毎月開催する課内会"韮等に署(次)長がほとんど
山席していないもの

(イ)附・心臓咲忠、精神障害等の事案によJしては、ほと

λどの暑において、署(次)長自ら制査計画の策定段階
で問題ιの把梶及び調査事項等につけて検討を行うと

ともに、必要に応じ具体的な指ノl、・指導を行うなど進行

管聞に努めている状討がみられた。
特に、 認の署においては、課内を肌に分けl肝体制

で業務処理を行っーと弔問|処理に努めているた日がみら

れた。
しかしながら、 認の宮においては、次のような不旭

切なものがみられた。
ぐ五割J査計画を長期間策定すξ三となく、非効率な~JðJ

在、資料の収集等を行っているもの
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(号制査百十画書を作成しているものの、制査時期・対

象・項目等に具休性が欠け、また、"illilのJ十画むか
にとどまっているもの

したがって、長期末処叫の解消に当たっては、署(次)
長・課長は、未処理事案の原因の分析などを行った上

で事務処理体制の見直しを図引まれ調査計凶!の策定
内容、日l査の進捗状討を確認し、具体的な指示・指導

を行うなど的確な進行管理を図る等により、長期末処理

事案の甲則解消に努める必要がある。

3 労災診療費の適正処理状況

労災診療費(以下 I~主療費」と\ )う。)については、(財) 

労災保険情報センター地方事務所(以下 rRIC串務所」と
いう。)等に対する指J判よ況、診療費長期末処県草案の

解消状況を重点として実施した。

(1)労災診療費の審査状況
同政びR I C事務所がそれそ、れの業務分担に｝ょっき、 

診療買の点検・常在事務を行っている状況がみられ、医

学的な判断を要するをのなどについては、診療費審企委
員会等で検討・審査を行うなど、適正な審査処理に努めて

いる状況がみられた。

しかしなカ句、次のような事項については、依然として小
適正払いがみられる状討にあり、毎年実施されている会

計検育院の実地検杏においても指摘を受けていξところ

である。
辺手術和|について本米算定すへき区分の所定点数

によらず、異なる|ぇ分のより高い所返点数により筒

定していたもの
②リハビリテーショシ料について、入院日等カ,0")6か
月を超えた期間に行コた理ρ子療法等を高いpJr iE)山、

数により算定していたもの
③入院室料加算の算定要件に該当しない事業につ

いて入院辛料加持を時どしていたもの

このことか弘平成 13イ|度に実地倹企が行われた局
においては、労災診頃費算定);!;準等に関し、 ～j)喫機閣事

務担「昌に対する講再会の開催、］阻止な請求事務処理
についての指導のJ士施とともに指摘のあった医療機闘

に対しては判別に訪問しての実地指導の徹底等、内発防

止に努めている状況がみられた。

また、実地検査のなかった局においても、検査結果と
して本肯γうも示された指摘事J買を踏まえ、~原機関に対

する "!l n)J会の開催や個別指導の実施、 RIC事務所と連

院し点検強化を園り、適了Fな審査処理の倣低に努めてい
る等の状 1］［がみられた。

(2) RIC事務所に対する指導状況 

ア事前点検項目|こ対する指導状況
診原費については、則C事務所のLセプト事前点検

が的確に行われるよう、各局とも RIC 事務所との事務
連絡会議、 R I C事務所職員に対する研修等の場にお

いて、事前長検に当たって江留意事項学について十日導

を行っている状況がみられた。
特に、検育院か3の指摘の多い入院料、で術料等に

ついては重点点倹項目として掲げ指導江前民を園っ

ている宅心や、点検 hの情意」頁刊を記載した文書を配
布し、注, Qを喚起している状況がみられた。

イ局の審査結果に係るRIC事務所へのフィド｝,ック

の状況
局における干存在の結果は、各局ともR I C事務所の点 

検結果連桁表の摘要欄に記載の上フィードパソケし、

誤りの多い頃刊については、事前点検が的権に行わ
れるよう、 R I C事務所との連絡会議・研修会等において

具体的に指導している状況がみられた。

(3)誤請求の多い指定医療機関等に対する指導状況
レセブトの存在の結果、誤請求のあった指ど医療機関

舎に対しては、各局とも審企1の都度個別に電話又は立書
による指導を行っている 1Ki Jlがみられた。また、ほとんど

の局において、誤りの多い項目については、指定医療機

関守に魁き個別に実J白指導を行って ¥lるをの、指定医療

機関等に対する説明会を開催するなどにより周知してい

る状況がみられた。
(4)診療費長期未処理事案の解消のための取組状況

診婚費の長期末処聞事業 (10支払期以h未処叫)に

ついては、各局とも、未処理事案 覧表等を活用し、個別
事案ごとの原岡を↓巴握した上で解消に努めてし渇状況が

みられた。
しかしながら一部の局において、次のような不適切な

ものがみられた。
,～!)署に対する指導が十分に行われていないもの

分に行われていないもの

くヲ:他局に対する照会等が十分に行われていないも

の
したがって、局はR I C事務所に対する事前点検に当たコ

ての指導及び誤請求の多い指定院療機関等に対する指
導をさらに充実し、一層の泊止な診療費の帝在を行う必

要がある。

また、長期末処叫草案U )解消のためには、同において、

①署に対して地h監察時以外にも随時指導すること、必
医療機関に対して時械をうミすることなく督促すること、(～｝

他局との辿携剰整を密にすることなどにより、早期処叫に
努める必要がある。

4 第三者行為災害に係る事務処理状況

第二者行為災百に係る事務処叫については、自Hi'i責

52 安全センタ情報 2Cコ3年9月号



保険との制整状況、保険会社、との辿携状況、損害賠償

金江債権管理状況等を重d山として実施したロ
(1)局の事務処理及び暑に対する指導状,兄

ア事務処理及び指導状況
2お=占行為災害に係る事務処理については、各局

とも第三者行為災害事務取扱手ヨ I(以下「事務処理

手引」という。)により適正処叫に努めている状討がみ 
Eれた。また、 -'E-(こ対しては、求償権行使事案の事務、

同賠責保険腎と¢調整事務守lご二いて業務研修、担

当者会議なとで問題点等についての指示及び地方官
察時に指導するなとj且止処理の推進に努めている状況

がみられた。
特に、一部の同に宇Jいては、①職員制 lirきに H算会(損 

害保険料率持山機構)かう外部講師を相聴し、職員の

資質の 1(1/上に努めている tの、本l保険会t十字と定期的

に会"義、講習会を開催し、問題点等的解消に努めてい

るものなどがみられた。
しかしなが伝 部の局においては、調企・取りまと

虻の遅れ等内部要凶が原凶で長期末処聞事業を抱え
ていることかう、職員研修等の充実を図るなど旭止な事

務処理が行われるよう努める必要がある。

イ求償権行使差控事案の事務処理状況
*償権行使斧控事案(以、下「求償斧控事案」と¥)うロ)に

ついては、ほとんどの、局において事務処理手引に基

っき、署カジ3報告された「求償柁取得・債権発生通知書(求
償長し控え該当事案)J及び添付された泊=占行為災害

届腎により、求償差 J苧事案に該当するか否かの確認・調

査を行った九適正に決定している状況がみられた。

しかしながら、 日s o局においては、次のような旭止を
欠くものがみられた。
CD第二当事者等の資 }jU)剥査を十分行止ないまま

無資力と判断して求償斧控事案にしているモの
:乙>求償差持事案については、局長が決定することと

なっているにもかかわらず、暑においてァロ結し局に
報告していない宅の

:～$)求償差何事案、第 当事者イ、 H月事案lヶ二山て、

内容の検討、所在剖査等が不十分である宅約

ヨ>署カも通知があった求償兼控事案に係る債権確
認決定決議求償権行使差問決定の事務処理が佃

当期間遅れているもの
したがって、局において必要に応じ復命苦等関係資

料を収集するとともに事務処理手引等に基っき適疋

な事務処県を行うよう指導する必要がある。
ウ第三者行為災害!こ係る損害賠償金の債権管理

債権特理に当たっては、ほとんどの局において、債

権回収計画を策定し、官促状の発行、電需・文書官励
及び訪問督励を実施して、一部納入や債務取認書を

徴す之、など時効中断措置をとっている状況がみ 3れた。

特に、 部の局ではパソコンによる泊=者行為求償
(粁理)シス子ムを導入し迅速・適了F処理に努めてし喝。

しかしながら、一部の同においては、:大のような適正

を欠くものがみられた。
l①督促状が5c行されて l)ないをの

③哲促:ーが速やかに発行されていないもの
l定一部納入、債務示J! c : . 、等の措置を講じることなく時 

効完成してIIるもの

④債権管理簿への需記がされていないもの
したがって、債権確認決定を行った都度債権管理簿

へ登記するとともに、指定納付期限までに履行さオ1な

い債権については、速やカヰこ哲促状を発行し、債権回

収 J十画を策どの上、臨戸訪問による 部納入、債務示

認などの時効中断抽置を講じるなど、積極的な債権の

保全確保に努める必要がある。
なお、保険会社等が納付期限までに賠償金を納付し

ない場合は、保険会社宅宇に対して延出金を徴収する必

要がある。
(2)暑における事務処理状況

ア自賠責保険等との調整事務江処理状況

自賠責保険等との調整事務については、谷署とも、

事務処理子 ～I 及び実施要領等に基づき、保険会社等

に:く, 1し立;書により照会を行い支払状況守を確認し、 ill
速適正な処聞に努めている状況がみられた。

しかしながら、ほとんどの宮においては、白賠責保険 
等との調整の遅I'lにより長則未処理事案となっている

ものがみられた。また、一部の署においては、保険会
社等への文書照会に除して|ロ|答期限を付設: J :いまま行っ

ているものもみられた。

したがって、日頃から保険会社等との辿携の強化を 
図るとともに、期限を付して照会・督促し、さGIこ|ロ|答が

遅れているものについては、直接担当者に面談するな

ど事案の早期処聞に努める必要がある。

イ求償差控事案の事務処理
求償差何事案については、ほとんどの署において、

「求債権取得・債権発生通知書(求償差lA~え設当事

案)Jにより、四半期ごとに取りまとめ、局長あて報告

している状況がみられた。

しかしながら、一部の暑においては、:大のような適正

を欠くものがみられた。
Cu :-j( n員差押事案について、局長へ報告することなく

岩長限りで求償を差控えているもの
必第二斗事占不明事案で追跡調官するこどなく求償

を差搾えて¥lるもの
'~3) 第二当事者の無資 }J制査が不十分なまま求償を 

兼控えているモの
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したがって、暑にま孔>ては、事務処理手引等にぷづ
き適正な調者を実肱し、十分検討を行ったよ、局へ報

告する必要がある。

5 適正給付対策の推進状況

(1) 適正給付対策(振動障害在除く。)の推進状況

適了日d刊対策については、調査対象者の選定状況及
び症状等の把握状況等を主主点として実施した。

ア局の署!こ対する指導支援状況

適了f品川1 M ,長の推進については、ほとんどの局にお
いて、本省通達及び実施要領等により選定した剥査対

象占に係るサ'c状照会等の調杏の実施状況を地｝J監祭
時にJ~握し、必要に応じて十日小・指導を行っている状況

がみられた。

特に、一昨Eの局においては、休業を作わない長期療

養者の調企を局で士施するなど署を支援してL渇状況
がみられた。

また、一昨Eの局においては、次のような状況がみら

れた。
辺署から定期的に推進1Killの報告を求め、指示・指

導を行コているもの

②言|仰l的に署に魁き個別指導を行っているをの
③同・署子守岡の対策会議を開催し、推進方法等を協

議の上、指示・指導を行コているもの
(4~ 局・事合同で主治医に対してJ土地調企を行ってい

るもの

しかしなが弘一部の局においては、次のような不適
切なものがみられた。

辺署の推進状況を的確に把握していなLヰJの

(忌 J十画に基づく調杏が実施さ才lていない状況に対
して、指小・指導古川、|分なもの

したがって、制査対象者に係る症状の制査など署の

推進状況を的確に把隠し、指示・指導を行うなど局・署

体となった適j f給イ、 l対策の推進に努める必要があ
る。

イ署における事務処理状況

ケ)罰査対象者の選定状況
調査対象青の選定に当たっては、ほとんどω暑にお

いて、実施要領等に基っき療養開始後1年を経過した

者を調企対象者とし、 剖の署においては、独自の基
準を定め、一定ω瞭養期間を経過したもの及び傷病名、

議断書のh状等で選主としていたものなどがみられた。

(竹推進状況
適正給付対策の推進については、ほとんどの暑にお

いて調官対象昌を選逗後速やカ泳二宅治医に対しサ川先

日日会を行以その後必夏に応じて調査対象者及び二u 白
院に商談するなど適正給付に努めているが;況がみられ

た。
特に、一昨Eの宮においては、調官対象苫の現有の版

状及び今後の療養見込みの調査事項が医学専門的で

il0るため、地方労災医員を同行して主治院に商談し、
組状の把揮に努めている状況がみられた。

また、 剖の署においては、次のような状況がみられ

た。
0)適正給付強化月間を設返し、由談調杏を実肱す

るなど言rI問的な症状のjE握を(J-_)Tt jるをの
,～?)事務処叫にパソコンを所用し、症状照会の記録、

次|ロ!日間空事唄・時期等の入力・管理を行い、調空白

時機をうミすることのないように努めているもの

しかしながら、一部の署においては、次のような不適
切なものがみられたロ

( 1 )イ|度当初の言rI叫に基v 丸ミて、実地調査を行"JTい

ないもの

わらず、選定漏れとなっているもの
<ヲ:症状照会等に対する主治医の意見書に「症:lR同

記見込み」の記載があるにもかかオコうず、調杏・確認

を行っていなし吃の

したがって、適正給付対策の推進に当たっては、制

在対象苫のす 'c状等を的確に把梶し、必要に応じて地心
労災医見守干の意見を徴するほか、二五治医の:吉見書守

に症状同定の見込み時期等が記載されている場台は
時機を央することなく調査・確J! C : !を行い、また、宮(次)長・
課長は主治医の意見書守干の内存を精査してm小・指導

を行うなど的確な進行管叫を行う必要がある。
(2)振動障害適正給付対策の推進状況

j) j j動障宮適j f給付対策については、イ|次言|問(第5次

3か年計画)の策定状説、調査対象青の症状等の把握

状況、地ノむ労災医員等の活困状況を重点として実lkし
た。

ア局の署に対する指導支援状況
振動障害i直止給付対策の推進については、ほとん

どの局に字ういて、本省通達、実施要領及びイ|次言rI向写

に思っき、日l査対象背に係る症状照会等の剖査の実

胞状況を地ノむ監著書時に把梶し、必要に応じて指示・指
導するとともに、事案により、医学的意見の聴取など地

方労災院員等ω祈用をド|っている状況もみられた。
特に、ー百fso局にオコいては、長期療養占の不正受給

守に係る情報に対して、局事合同でi墨田調査を支施
し岩を支援している 1Killがみられた。

また、一市ド〕局においては、次のような状況がみられ

た。
,~!)適正給付対策を一体的に進める観点力ι、同・岩

合|寸で実地調査を実施している宅の
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②症状同定の半JI断が阿難な草案について、労災院

員協議会等に諮り医学的志見を得ているもの

イ署の事務処理状況

振動障害適正給付対策の推進については、本省通

達、実施要領及び年次J十画等に基づき、 i且止給付に努

めている状況がみられた。また 部の署においては

局、岩台問。:適正給付管叫対策会議等を開催し、制査

対象占の確u!c1、推進心法、療養の継続の安否等につ

いての検討が行われているなど、局との連院を図り適

正給付に努めている状討がみられたo

6 審宣請求事件の処理状況

審査請求事什i了丸' Tは、決定状祝及び支援体制を

主主点として実施した。

(1)年度別審査請求処理状況及び所要期間別決定状

況
年度別審査請求処理状1J tは第l哀のと才Jのであり、審 

杏請求事件の決ビ件数は年々改善されているも庄の、処

理本は新規請求刊数守の伸びが上回コているため、結果

的に減φ傾向となっている状況がみられたo

また、半成 13年度の所要期間別決止状況は第2表の

とおりであり、決定fI数 799fl中、 3か IJを起えるをのが

4 9 0件で6 1 . 3 %を占めており決定までに長期間を要して 

いる状況がみられた。

第l友
半bR 'ド成半成対日"

項目 111イ1')室 12イ1.1吏 13 111蔓イ|比

前年以末残件数 202 218 262 120.2%

新規請求件数 853 則2 957 106.1%

決定fl数処理不(兇)69.5 f号1 65. 5 96.2

※併台、取卜げを除く

第2表

所要期間

決定件数

構成比(%)

3Ji月山 3n'月を白川をl斡 2斡
以内 超え6超えl超え2超える ムは三口1

かI1以内 f川村収納もの

3Cヲ 346 117 26 1 799

38.7 43.3 14.6 3.3 。1 100.0

(2)審査請求事件の迅速処理への支援体制等の状況

局管理昌の梓杏請求事件の把梶については、各局と

も毎 II 、審査処理言 11向 覧表号により行ってl'る状況が

みられた。

局管理昔等の支J垂体制については、ほとんどの局にお

いて、審企請求事刊ごとに処理方主|及び問題点を確認し

たhで、その内容に凡、じた助, ;指導が行われていた。

特に、一部の同においては、審査請求の交付間後に、

.J'i!処分1'かう実地調杏復命書及び関係書類をファッケス

腎で提出させるなど早期着手に努めた結果、平均処理円

数の短縮が阿られ、平均処土中日数が3か月以内に定者

化してきでいる状況がみられた。

また、 部の局においては、次のような状況カtみら才た。

①脳・ JL.'~蔵疾患、精神障当等の事業について、審査

官全員で問題点等の検討を行うなど、半期処理に努

めているもの

③原処分取消事件について、概要を作成し岩に配

布するとともに、署長会議及び労災全務課長会議等

で説明し、同様な事案が牛じないようJ骨骨が行才;れ

ているもの

しかしながら、前年度からの繰り越し件数及び新規請

求fI数は増加傾 I(IJにあり、 3か1J以内に決定された事fl

は 3 8 . 7 %と干数にも満たない状況にある。

したがコて、繰り越し事件の半期処理を図るとともに、

労災保険審査請求illJ止処理マニュア)~に基づき3かII以

内の処理をけ標とした事件の計画的、効率的な処叫J立び

局管理昌等の支接休制の強化に努める必要が去るロ

7 不E受給防止対策等の実施状況

不正～:;:(:給防止対策等については、各局とも、主主点事頃

として昭和 63年8月3 H I付け労働省発労徴第63号基 

ブE第 561片職)6第 486 片「労働保険に係る小了f受給防

止対策等の充実、強化について」、司口付け補償課長事

務連絡「労災保険金不正受給の防止対策に係る留J百点

について」及び平成 14イI'3 1J28円刊け基労補 )6第 0328

001号「労災実務必携の送付について」等を踏まえ取り組

んでいる状況がみられた。

署に対すξ指導に当たっては、実施要領手にノトj f受給

防止対策等を定め、又は労災保険不正支給等防止対策

実胞要領を策返し、保険給付帝百ポイン卜により管理占

腎がチエソクを行うよう署長会議、労災主務課長会議、地

方斡察時等で指導・周知に努め、職員か、審査の段階で剖J

杏を行ない不止受給を未然に防止したものもみられた。

しかしなカ旬、ィ、王受給防止対策学を講じているにをか

かか3ず、依然として多くの不正～:;:(:給等の発生がみられ

た。

したがって、審査体制の確立、各級管理者によるチエy

ク及び情械の収集等を行うとと削工、関係各課と十分な辿

携を図り、不正受給防止対策等を徹底する必要がある。

なお、告発を行コたィ、王受給事什の二五なものは次のと

おりであった o

0) 特lとの人物が関与して労災請求された倒J宅事業

場に係る事案について、職!丘や給与明細書の記載

事頃に不審なものがみられた三とから、当該人が過
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去に関わって請求さnた事業場の事案を内調査Lた

ところ、請求書記載の事業場所属正労働占でない多

数労働者のイ、 j f受給が判明したもの

(号業務h負傷し原義のために休業していた青につ

いて、療養開始後1年を経過した時d山、で初診の医療

機関に診療録の提出を求めたところ、診療録に私事

に関才Jる災当発生の記載があったととカミら剥査し不

止受給が判明したもの

［3行分量塗り］

第3 地方労災補償監察官制度の運用状況

1 地方労災補償業務監察の実施状況

地ノむ労災補償業務監祭(この現において以下「監察」と

いう。)については、監察実施言 11向の策定状況、実I血・机

卜・通f日常察の実施1Kill 、借察』市5巳の局管開守への訓告、

7': 1二対する指摘及び措世、監察結果報告書の作成状況

を重点としてJ士施した。

( 1 )平成1 3年度監察実施計画の策定状況

監著書実施J十回の策止については、各局とも、行政運営

方針、地方労災補償監察官監察指針に基づさ、争l内の実

情及び中央・地方転察結果等を踏まえ転察方針を定め、

責点、項目を投石していた。

監察実施言 町の重点項目の主なをのは、次江とおりで

あった o

くわ業務処理体制の確 u:と進行管理状況

主く7各保険給付請求書の迅速・適 j f処理状祝

③長期未処科事案σ;処理状況

ヨ>業務よ疾病oJ!c:."ビ処理状況

($i 長期療養昔の適了f給付対後の推進状祝

@労働保険適用・徴収業務σ;処叫状況

しかしながら、ー認の局においては、監察実脳J十回の

策定に当たって、問題点があるにもかかわらず、前イ|度

と同様の量点頃刊としているもωが依然としてみられた。

(2)暑の業務に係る監察状況

ア平成13イ11主における監察のd支施状況及び平成 14

年肢の計画は、次支のとおりである。

回実地監察 机上監察 通信監察随時監察

13年限 14年度 13年l児 14年以 13年度 14年l立 13年度 
数実施 J十回実施 J十回実施計画実施

1 0 0 ~ II n n 0

20024000

3 27 27 1 1 0 0 0
4 0 nu ハu

イ実施状況

宮の業務に係る監察の実胞については、ほとんどの

局において、前項で述べた重点項目を中心に行政課

題等に対する取組状説、各保険給付請求書巴処叫状

況、長期末処理事案正管理苫等の進行管理状況、］国

j f給付対策の推進状況舎について J土地監察イ 13回、

机卜駐察年1固から3回、通日臨察年1回を実施し、次

のような指摘を行うなど汐b果的な監祭に努めている状況

がみられた。

ぐD業務処土中体制の確立、業務計画、主主点課題等に

対する管理者等の進行管理が不徹底のもの

長l 長則未処理事案が内部要阿によるにもかか才J必

ず、管開者等 U )指示・指導が不十分なもの

l定ヰ主治医のJ百見書に「佐状回五 J_)くは I~I主状回どの

見込み」が記載されているにもかか才一 3ず、調査・確

認を行っていないもの

特に、 百fso局に寸卦、ては、長期末処理事案の解消

を図るため、実地監察を2R聞に亘たり実施し、あるい

は、常察時以外σ;実地指導を行った結束、長期末処叫

事案が大幅に減φした状況がみ己れたロ

しかしながら、 一部の局においては、次のようなイ、適

切なものがみられた。

0) 足止・改蕎を要する事項について、文書による指

ノl、・指導を行っていなL沌の

③是正改~.を要する事頃及び改ð報告が不明瞭

な内容のもの

③机上監察の対象とする支払証拠書の対象JJが前

年反と同様のもの

O) 通信監察の対象苗が中ないもの

($)受任者払守に係る受領額を確認するた虻の通信

転察に才与いて、請求人カも～～領した旨の回答がない

ものについて追跡調杏を行っていないもの

したがって、監察の実施に当たっては害における

業務処叫状討を的確に把握したhで、問題点の分析を

行うとともに、監察結果において、足止改葬を要する事

項については、その原肉、理由守を明らかにし、 ～1111i

を付した文書により、具体的な指示・指導を行う必要が

ある。

また、机上監察については、特定の JJの支払証拠書

及び給付請求書に偏ξ乞とのないよう実施するとと対二

通信監察については、対象者の選定基準の見直し及

び ili跡調査を確実に実施する必要がある。

ウ監察結果

(ア7局管理者への報告(復命)状況

監察結果の報告(復命)にv 二礼道ては、ほと1,どの局に

おいて、斡察終了の都民、局管士明者に口頭で報告し、

速やカヰ二文書により復命を行っている状況がみられた。
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しかしながら、一部の同においては、次のような不適

切なものがみられた。

①机上監察の報告(復命)が遅延しているもの

②通i日常察の報告(復命)が文書により行われてい

ないもの

したがっー亡、監察結果については、監察終了江都度、

局長各担当部長・労災補者課長政ぴ労働保員徴収主

務課主長に 11頭で報告すξとともに、遅滞なく文書に

より署における業務処理状況とその同題点腎につい

て、具体的に戸述し復命する必要がある。

(イ)署!こ対する指摘及び措置状況

署に対する指摘についてはほとんどの局において

文書により行い、措置状討については、文書礼i告を求

め次|ロ|監察で確~!t!,、を行っている状況がみられた。

しかしながら 部の局においては次のようなノト適

切なものがみられた。

(1)期限をどめ、文書で改善報告を求めてし ,t,"いモの

②繰り返し指摘しているにもかかわらず、速やかに

改益されていないもの

したがって、足止・改葬を要する事項については、文

書により指摘を行い、指定した則円までにx.書により

改主主報告を求める必要がある。

(ウ)監察結果報告書(年度分)0:午成状況
監察結果報告書の作成に当たっては、ほと/しどの局

に才:3lパて、全ての転察が終了した時点で労災補償課長、

労働保険徴収主務課J卒長、監察官等により総括的な分

析-検討を行い取りまとめていた。

しかしなが弘一部の同においては、事完察結思報告

書の|什容の分析が十分でなく、責点項目江監察結果が

記載されていないものなどノト適切なものがみられた。

したがって、臨察結県半日告書は、新年度に宇Jける行

政運営)j針、実』山要領及び監察計画等江策どに当たっ

て重夏な資料となることカら各監察項目ごとに業務処

理状耐等の実態を明らかにし、問題点及び是正改追を

要する事項については、局管理占が参画しその原因を

分析・評価を加えた上作成する必要がある。

(3)監察結果の業務への反映状況

半成13年度の監察結果を踏まえ、各局とも、 Mらかの 

JF5で業務に反映している状況がみられた。そのごとな主の

は、 くD長期未処開草案の解消を凶るため、同署検討会の

開催及び署カもど期的に処理経過崇をj里山させ、具体的

なJ札 J、・指導を実施しているtの、(言)中央・地方監察結果 

端告書の指摘事i頁等について、署長会議、労災主務課長

会議において説明し、再発防止の徹底を図っているもの

などであった o

(4)申央監察の指摘事項の是正改善状況

半成1 2年度及び平成1 3年度の中央監察指摘事項に

ついては、是正・改益する旨の制告を～:;:(:けていたが、その

措置状況を碓日記したところ、 百五の局においては、なお、

桂子・改善されていなL刈犬況がみら才た。これ巳の局につ

いては、本年度においても同保の指摘を行ったととろであ

る。

したがって、局長、各担当部長労災補償課長及び労 

働保険徴収主務課室長は、指摘事項にて山て同・署全体

の問題として受け IC oO、問題が牛じている原因等の把梶・

分析守を行い、 Cu直ちに是了f措置を講じなければならな

いもの、②計画的に実施するものなどに区分し、積極的

に業務改善に取り組むとともに円滑な業務の推進に努め

る必夏がある。

2 平成1 4年度監察実施計画の策定状況

監察実胞J十回については、半成 14年度の監察計画策

定状況腎を重点として実施した。

信察実施計画については、谷町とも、行政運常方針、

管内の実情、中央・地｝;監祭結果を踏まえ、

(1)業務処理体制の確立と進行符理状況

,～?)各保険給付請求書の迅速・適正処県状況

お業務上疾病の認定処理状況

'~fj) 長期煽義者の適正給付対策の推進状況

l定労働保険i直同・徴収業務の処理状況

守干の重点項目を設定するなど適切に議定している尤況が

みられた。

第 4 職員研修計画の策定及び実施状況

1 研修計画の策定及び実施状況

(1) 局の職員研修

職員削修については、各局とも、職員の資質の向卜等

を図る観山Jも、年間計画を策どし、脳・心4詰疾患に係る

新認定基準件江研修を織り込むなと市寺立を得たず)マの

設定を一仁夫するとともに、必要に比、じて随時、課内会議の

場をili崩して仏広研修等を実施している状況が与られた。

研修の講師については、各局とも、主に監察官舎の幹

部職員が担当していたが、守門知識を付句する耐修につ

いては、ほと /vどの局において、専門医、労災法務専門

司、弁護士及び社会保険事務局担当官などを積極的に活

用している状況がみられた。

特に、 部の局においては、次のような状況がみられ

た。

ぐD 各職制 ～IJ、分野別に実施しているもの

必講師の )j的な説明だけではなく、事例検討を中

心に討論の場を設定しているもの
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③叫修終了後には必ず感怨文の提附1を求め、その

後の研修に役 u:てているもの

しかしながら、ほとんどの局においては、新任の署(次)

長.)1'修由討丁われていない、また、ほぽ干数の同において、

新作江労災宅務課長研修が実胞されていなしほど江犬況

がみられた。

したがって、各局とも、副 I'j主計画の策定に当たっては対

象者、内容及び実施時期等を十分与慮し、充実した研修

言1I向を議定する必要がある。

なお、研修の実施内容は次支のとおりであった。

内出告書mli 外吉K講師
掛修内容 

同致回数同数回数

管理苫等研事 35 44 1 1

新任署・次長研修 7 7 1 1

新任労災主務課長研修 13 14

労災ヰモ務課長研修 15 23

新任労災担当者研修 23 26

(ぷ礎知識等)

労災補償業務研修 13 20 日 9

(補償給付業務守)

疾病・障苦等級認定例修 23 4 9 1 1

(J!t!"と基準等)

第三者行為災害研修 9 10 2 2

(事務処料等)

年金・福祉担当昌研修 14 15 9 9

(イ|金事務処理守)

その他 14 14 3 4

(労働保険相談員等研修)
ムu三口 1 131 173 32 36

(2)新規採用職員・新任労災担当職員に対する暑独自

の研修

新任労災担当職員等が配置された一部の岩において

は、署独白の研修計画を策定し実施していた。その内容

は、労災保険制度¢概要をはじめ、補償給付事務の基本

自\jtd::考え方等、業務をf了う h での｝,l~礎知識を付句す宅三と

を目的としたものとなっていた。

2 業間研修の実施状況

職員に対する業開制修については、各局と弘実施要

領、各種会議及び地)j監察時に計画的な研修を実胞す
るようm/J~してお l これに基づき各署において定例及

び随特に開催する暫内会議等の場を所用し、法令改正・

新通達等の｛u達研修を実肱するとともに、業務上外、陣

宮認定予の復雑・困難な事案の調企手法や未経験の分

野に閣句させる等、幅広く実務経験を積ませるため事務

処理体制に一仁夫を凝らし、幹部職員及び業務経験守が指

導している状況がみられた。

特に、 部の害においては、署長及び労災二七務課長向

ら州語教材主計七成し実施すζta 、積極部此取り組みを行っ

ている状況がみられた。

また、補償給付の実地調査については、幹部職員及び

巾堅職員が新任職員を含む労災業務。:経験の浅い職員

を|円1行して実地指導に当たっている状況がみられた。

3 平成1 4年度職員研修計画の策定状況

平成14年以の職員制卜修計画については、各局とも、

職員の資質の向よ及び専門的知誠技術の付与を目的

に、職員カ叫の:首見・要望及び特内の実情舎を勘案し効

果的・効半的な実施等に情意し策定しているんH 岡市
がみられたロ 副」ム4

平成14年度中央監察実施局署

実施))
6月

7月

9月

10 ) )

言十

局名 署名

出児島 回児島出屋

{J川 小松・六ノk
鳥取 米子

山口 |、関徳山・山口

和歌山 御坊・同辺

山形 鶴岡・酒田

秋田 秋田・大舵

熊本 八代・弔名

佐賀 佐賀

高知 須崎

香川 高松・桜山

大分 大分・円田

二王立 h野
二史I成 ノ主戸.lJ叱・鹿島

福井 武生・敦賀

北海道 札幌東・室蘭 .r,苛:

静阿 静岡・清本・宵上・島問

丁葉 丁葉・成田・銚子

兵匝 尼崎・伊丹

神奈川 憤須賀・横浜西・小同J京

長野 松本・岡谷・飯田

大阪 大阪西・淀川・東ん阪

愛知 名占時.It・名占町西

岡山 団山・主野

埼玉 浦和・)11口川越・秩父

福阿 福岡中央・行橋

束京 渋谷・池袋・立川・三鷹

27同 63署
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［秘］ 基発第0312010号
平成15年3月12B 

都道府県労働局長殿
厚生労働省労働基準局長

安全衛生業務運営要領について

安全衛生業務については、安全衛生業務の運営要領 
(昭和59年2月27日付け基発第91号)により推進してき 
たところであり、労働基準行政の最重点課題として積極 
的な行政展開を行った結果、労働災害は大幅に減少した 
が、死亡災害、重大災害及び業務上疾病は依然として数 
多く発生しており、また近年休業災害の減少は鈍化傾向 
も見られるところである。また、労働者の健康確保にっい 
て、その重要性が増しているほか、健康の保持増進、快 
適な職場環境の形成等の指導援助を中心とする施策が 
導入されている。こうした中で、労働災害の潜在的な危険- 
有害要因の除去又は低減及び労働者の健康の確保を図 
る観点から、安全衛生対策の推進がますます重要となっ 
ている。

さらに、
ア 近年、新たな工法•設備機械及び多様な化学物質に 
よる労働災害(健康障害を含む。以下同じ)が発生して 
おり、これらの再発防止及びリスクアセスメント等の実 
施による一層の労働災害の減少を図るためには、基本 
的な安全衛生措置の徹底を図るととbに、技術的•専門 
的な指導を行うことが重要となってきていること。

また、中小規模事業場の安全衛生水準については、 
大規模事業場と比較して大きな格差が見られ、単に法 
令の遵守を図るのみならず、安全衛生の改善に係るき 
め細かい指導及び援助を行うことが必要であること。 

イ 厳しい経済雇用情勢の中で労働基準行政に対する 
ニーズは変化、増大しており、厳しい定員事情の中で 
これらの行政ニーズに的確に対応するために、安全衛 
生部署は、監督部署と緊密な連携を図りつつ、その主 
体的能力を、投入が必要とされる重点課題に効果的、 
効率的に振り向けることが必要であること。
このような状況を踏まえると、労働者の安全と健康の確 

保を一層図るためには、各局において、局及び署の安全 
衛生部署が、行政推進に必要な基礎資料を十分整備•分 
析し、行政課題を明確にしたうえで、的確な年間安全衛生 
業務計画を策定し、これに基づき事業場、関係団体等に 

対する技術的•専門的な指導等の安全衛生業務を実施し 
ていく必要があり、下記のとおり、安全衛生業務運営要 
領を定めたので、適切な運用に遺憾なきを期されたい。

なお、昭和59年2月27日付け基発第91号は廃止する。 
記

1基本的態度
(1) 安全衛生業務を一層計画的、効果的に実施するた 

め、管内状況を踏まえ行政課題を把握し、的確な年間 
安全衛生業務計画を策定し、これに基づき計画的に安 
全衛生業務を美施すること。

(2) 労働災害等の発生状況を注視しつつ、労働災害の 
多発、特定の業種等における顕著な増加又は社会的 
に問題となる健康障害の発生等の場合には、迅速に必 
要な対応を図ること。

(3) 今後一層の労働災害の減少及び健康確保を図るた 
めには、事業場等における自主的安全衛生管理活動 
の促進及び安全衛生水準の向上が図られるよう、事業 
場、関係団体等に対する技術的•専門的な事項につい 
ての指導等を行うことが重要であることから、安全衛生 
部署が、基礎資料を整備•分析するとともに、監督部署 
と十分な連携をとりつつ、集団指導、個別指導、計画の 
届出の実地調査等の安全衛生業務を一層積極的かつ 
適切に実施すること。
特に、産業安全専門官及び労働衛生専門官(以下「専 

門官」という。)は、労働安全衛生法(以下「法」という。) 
において、事業者その他の関係者に対し、労働者の危 
険を防止するため及び労働者の健康障害を防止する 
ため必要な指導及び援助を行う旨定められていること 
を踏まえ、積極的に取り組むこと。

(4) 安全衛生業務については、科学技術の進展等に伴 
う労働態様、職場環境等の変化に対応した対策が必要 
なことから、安全衛生担当職員は、法令はもとより、技 
術指針、セーフティーアセスメントに関する指針、労働安 
全衛生マネジメントシステム指針、通達等に精通すると 
ともに、技術研修等の各種機会を通じて技術的•専門 
的知識の習得に努め、資質の向上を図ること。
2年間安全衛生業務計画の策定及び実施状況の把 
握等

(1)年間安全衛生業務計画の策定
安全衛生業務を計画的、効果的に実施するため、各 

署において安全衛生部署が行う安全衛生業務に係る 
年間安全衛生業務計画を次により策定すること。その 
際、重点対象、対象事業場等について年間監督指導計 
画との役割分担及び連携に留意すること。

また、局においても、事業者団体等に対する指導、
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|安さを衛生業務運営要領

検査業育等に対する転査指導、各署に対する業務指

導等の業務について年間計画を策メとすること。

ア労働災宮守の1{L1j-k~町、危険機械・有宮業務の状況

等管内の状刷、労働災百防止百十画、行政運常方針等

を踏まえ、重点業務、重点対象等をιtl .とすること。

また重大災害死亡災吉の多:m守やむを得ない事

情により安全衛生業務計画に正づいた業務の遂行が

困難となった場台に、優先して実施する重点業務、責

点対象予を明らカ刈ごしておくこと。

イ安全衛生部署め職員構成に比、して、主体的能 )jを的

確に筒定すること。

ウア及びイを踏まえ、耳 1/紙1又はこれに準じたものによ

り、集団指導、判別指J与、計画の届向の審査汝び実地

調査、災害調査、検査、労働災害防止凶梓刊の指導等

について、中長期|的制点も考慮し、実施回数、実施時

期等を定め、所要業務量を計上すξとと。その際、王立点

業務、重点対象等に係る業務量が十分確保されるよう

配慮すること。

局安全衛生主務課は、署が作成した計画案につい

て、監督課と連携を図り、局行政運営h針、再宮叩管

内状況業務の実績守を踏まえた内科となっているか

確認を行い、必要な制整を行うとと。

(2)安全衛生業務計画の実施及び評価

ア安主衛止業務言/1向のJ支施及び実施状i ' i IのJ巴握

年間安全衛生業務計画をモ止に、月末までに翌月の月

間J十画を策定するなどにより、計画に沿った安全衛中

業務を士施すること。

署管県者は安全衛生業務の実施状況について、毎

月碓 ～!t!、, し姐切な進行管理を行うこと。

重大災害タビ広災害の多:m腎やむを得ない事情に

より年閣安全衛生業務計画を見間す必要が生じた場

合は、計画の必要な見直し等を行うこと。

イ局の指導

局安全衛生主務課は、暑に対し、定期的に報告を求

め、ムくは地)j監察との役割分担に留丘しつつ業務指

導をJ夫施する舎により、各署の安全衛止業務の実施状

況を把握し、必要に比、じ指導を行う三と。

ウ年間安全衛牛業務計画の日刊1111

局及び署は次イ 1'1吏正安全衛止業務計I町策定時に、

当年以の安全衛生業務計画の実施状171日( JI紙2又は

これに準じたもの)を把梶し、それを踏まえて次年度計

I向の的確な立案及び調整に資すること。

3 基礎資料の整備、分析等

安全衛牛対策の推進のために必要な基i礎資料につい

ては、 "pi内状況を的確に↓巴握するため、労働災害 )6生状

~'7［等σJ情報を収集し、「イ的をもって資料として整備、分析

し、対策を講じるべき問題、課題を把握するととが卓要で

ある。

基礎資料の整備及び分析に当たっては次に留意す

るとと。

また、 IriJ種災害の再発防止、安全衛牛耳u誌の高揚等の

ため、災宮情報守必夏な情報¢外部への提供を行三こと

に情意すること。

ア労働災害の発牛状況については、最新の状況をど

則的に担握するとともに、その増減傾 11 1)について、単

に対前年比較σ7みでなく中長期的視点ゐら経年が」な分

析をil'うことロ

なお、労働災害の担握においては、休業補償給付

請求書との尖台を行い労働守死傷柄端告の提「十ρ珂散

民を図るなど労災補償措署との連携に留志すること。

イ労働災害の先生状況危険機械・有害業務の種穎

安全管叫者等均主任状況、定期特殊他版診断結果等

江園川事業場に係る情報については、労働基準行政

情報システム江青報の更新及び活用手によ明青幸唱の整

備を行うとと。

ウ局宮が有している情報めかでは有効な対策を講じる

ことができないと認められる場合には、必要に応じ、問

主点検の実施、外部機関から 0;情械の入手等種々の

取組により情報の収集を図ること。

また定)JJ/・特殊健康診断結果報告、安全特理者等

の選任訓告等については、対策の推進卜の主主要性を

与慮し、迅速にシステム入力するとともに未提出事業

場に対し健康診断腎の実施及び提出江故民を図る抽

置を講じること。

工問題の所有を明らかにし、これに応じた効果的な対

議を講じるという槻点か伝作成した資料についてそ

の判的に照らし適切な分析を行うとともに、組織的に十

分なili崩を図ること。

4 安全衛生業務の実施

(1) 集団指導

ア !ムく普及、時発を図る必要があり、えは共通する問

題点を有する事業場が多数にわたり、これらによJし全

体の安全衛生水準の底 H1'を I~Iる必要がある等の場

台には、対象事業場等を的確に選止し、集合的に指導

を実施することにより、効果的、効率的な指導を行うこ

と。

イ集凶指導は、労働災害防止凶体等再積凶休の活動

の場を通じて指導を行うに止まらず、こオLら同体に所属

していない事業場の存在にも留意しつつ、安全衛生管

理上司題が~!t!,められる事業場等に対して指導を行うこ

と。

(2)個別指導
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7 lf占|別指導は、労働守の危険を防止するため、佐肢障

害を防止するため及び健康保持増進を図るため必要

な事項について主として技術的・専門的観点カ沿指導

を行うキ心であξ亡と。指導の際に法定事頃割高たして

いない点があった場合は、単に法令にi韮反しているこ

とを指摘するのではなく、技術的・専門的な知識を活用

して、 "1能な限り具体的な改邑を指導すξてとが垂要で

あること。

イ個別指導の対象としては、安全・衛生符理特別指導

事業場に指定さオた事業場をはじめ、例えば次のもの

が与えられることロ

:己各種m主|、ガイドライン腎(労働安全衛生マネジ

メントシステム、機械の包括的安全思準、 THPO)導

入、白f干的なイ七"J:物質管理の導入、快適職場の形

成を含む)について個別に指導する必要がある事

業場

③;欠に掲げる事業場で技術的専門的な指導が必要

であると認められる事業場

-災害発生(多発)事業場

.[ 2行分墨塗り]

.[ ]行分墨主主り]

.[1 行分皐塗り]

.[ ] 行分墨塗り]

③ [ ]行分墨主主り]
(3)計画の届出の審査及び実地詞宣

ア計画の岡山について、昭和5 9年2月 13lJ付け基発 

第侃片「言|凶!の届出に係る審査守についてJ(その改

正通達を含む。)にぷっき審査等をfTい、該当する事案

がある場合は、ム事開 ～fìO)蒸し止め、 J十回変更の命令 

又は 5c注者に対する勧告若しくは夏詰を行うこと。

また、法第 89条の2第1頃の則定による審査につい

ては,半成4年9月30 lJ付け基発泊 540号「都道府県

労働基準局長の審企;ご二礼道て」に基づき適切にJ夫施す

るとと。

イ実地調査については、上記通達等を基に局が実地

調査を優先的に行う対象を予め定め、実施すること。

また、計画の届附の実地剖査(以卜、災百制査、検査

等の場合に10Jじ。)に際しでは、それぞれ調査止は検

査の対象物以外江機械設備、安全衛止tpi理体制等に

ついても必要によ6じ倖認及び指導を行うととに留意す

ること。
(4)災害調査

災百制査については、昭和 39年4月20 日付け品発 

秘第5号「監督業務運営要領の改葬について」の記の

第2の4及び昭相4 8 イ18JJ] Rf、 lけ基JC第 455 片「災 

害剖査の実施要領等の改訂について」により適切に実

施すること。

な才J人労働災当を発生させ、安全衛生管叫同コ問題

が£る可能併が高い事業場に対しては、災害調杏の実

施の有無にかかかるず、必夏に応じ、再ブE防止のため

の柴田指導、判別指導、文書指J与等を実施するとと。
(5)特定機械等の許可及び検査

ア特定機械守干の許可については、製造許可基準学に

より適切に実施するとと。

イ特ど機械等の検育につL、ては、再規則、各構造規格

等に基づいて適切に実施すること。

(日)検査業者、検査代行機関、指定教習機関、作業環

境測定機関等に対する監査指導

局においては、適疋な検宜、技能講習、作業環境測

定の実施的確保を|斗るたぬ検査業者、検査代行機関、

指正教宵機関等に対する法第96条rtBJj自に基づく検

査lご二礼道ては、昭和5 8イ1'2J J17円付け基先第72月「検 

査代行機関等に対する駐査指導の実施について」によ

り、また、作業環埼測ど機関に対する作業環境iR'J正法

第 4]条第1項に基づく倹査については平成 j jイ12JJ

18日付け誌発第7 4号「作業環崎測定機関に対する駐

在指導の実施について」により坦切に実!出するととも

に、局における監査指導のイ|問言 1I町の策定に当たっ

ては各対象機関への定期的な検査実施について配慮

すること。

(7)労働災害防止団体等の指導等

ア労働災害防止団体等各種団体が自主的安争衛生祈

動を行うよう育成を図ること。特にその活動について、

中小規模事業I場への浸透を図るよう留意すること。

また、災当発生状況に凶して、労働災当防止団体等

に対し局長名等による要請文書の発山、連絡会議の開

催、合同パト口 }vのJ夫施腎そ泊自主的活動を促進す

るために必要な措置を行う三と。

イ労働災害防止凶休、 J宅業保健推進七手タ一、地域 yt
業保健センター守委託事業及び補助事業を士施じてい

る各種団体に対し事業の円滑な実施が凶E才lξ3ょう指

導及び支媛を行そこと。

5 行政措置及び復命

(1)個別指導等における措置

個別指導、計画の岡山の実地調査、災害調査、検干堅

守において、事業場に安全衛生上の問題点が認めら

れた場台には、次の行政措置を講じるとと。

なお、労働基準監督官については、従円 IIの取扱いに

よること。

ア文書による行政指導

[3行分墨塗り1
(1)安全衛止指導書の交付

fア)安全衛生 hの問題点に係る改当すべき事項、貝
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体的な改長内容・方法について、閣辿する法令、指
針、通達等を十分検討し、必要な事項を記載した安

全衛牛指導書を交付すること。

安全衛生指導書は、労働災当発生の危険が切迫
しており11頭による指導だけでは改著が期待できな

い場合口頭によりJ指導した際に指導内作を記した

文書をその場で交付するよう要望があった場台等即

時に文書による指導を行うことが必要と認められる
よ場合においては、現場で交付すること。

守門宵発令されていない厚生労働技宵(以卜「技
官」という。)にあっては、原則として、署長の決裁を

受け交付すること。

やi) 改迫状況は、改占報告書(別紙4又はとれに準ず
る宅の)、再調杏等により確認し、改蕎されない場合

の附置は各局に宇品通て監督復命書の判決基準との

整台性を勘案し処到するとと。

(忌足止争VJ告書の父付
ワワ法違反l了二礼道て是j f勧告書を交付する必要があ

るときは、監宮部署と協議ω h、速やかに署長の決
裁を受け、署長名の足止勧告書を父付すること。

このJ持台、法違反の是 j f以外の事項は、是王勧告書
に記載せず安全衛生指導書に記載し、 "1能な限り是

止勧告書と|叶時に父付すること。
(作是j fの有無の確認に係る再指導を支施するカ恒

例立、各局に;fjける~転官判決);(準等にJr(づく等是

止勧告書の事後措世を勘案して事後α〕必理を行うこ

と。

イ使用停止等命令

法治98条、第99'壬及び半成8年 11月5lJ付け基発
第 658片「産業安全専門官又は労憧衛生専門官が使

用停止等処分ぷ準に該当する事案を現認した場台の 
取岐LリこつL、て」に基っき、使用停止等命令を行うこと。

技官が使用停止件処分基準に該当する事案を現認し

た場台は、速やかに署長に復命し、署長が措置方針を
決 λとするものであること D

ウ安主衛止改善言11向の作成の十日ノl、

安全・衛生管叫特別指導事業場に指定された事業

場等に対しては、法第 78条、昭和 52年3月 28lJ付け
基先第181片「安全・衛止粁理特別指導学実施要綱」
等にぷづき、安全衛生改占計画に係る業務をfTうとと。

ヱこのほか、法に定められた次の行政処分等につい

て、該当する事案を認めた場合は梢置すること。

必臨時'0-二位康診断J実施0:指示(法第66条第4J頃、

平成14年2月12 lJ付け基安労発第0212001号「過
重労働による健康障害防止のための総合:く,1被の具

体的な実施に当たって留意すべき事項についてJ)

③作業環境測ど江実胞その｛む必甚な事項の指示(広

第 65条第5よ頁)
l定欠陥機械等の|ロ|収命令(法第 43条のZ、半成元

イI'4JJ l O R付け基発第187月「労働安全衛生法第

43条の2にぷづく機械等に係る命令制l立の運用に
ついてJ)

④安全苧!理者衛生苧J里昔又は元方安全衛止符理

者に係るlQi員又は解任命令(法第 11条第2J)1、第 12

条第2項、治 15条の22臼21白、昭和49年3月6lJ付
け基先第105月「企業における自主的安全衛止符理

情動促進のための転管指J与について」の記の lの
(4) )

($)総括安全衛牛苧!理者又は統括安全衛止責任者の

業務執行に係る勧告(法第 10条第3頃、第 15条第
5唄)

(0) ブu土昔又は注立者に対する勧告又は要請(法第

88条第8J頁、第98条第4J頁、昭和 63年 9月16日付
け基発泊 SO l号の11労働安全衛的主の市を改止

する法律の施行について J)

⑦講習の乏請の指示(法第99条の2、第99条の3、

半成5年1円2 0 lJ付け基発治 3 7号「労働災害再発
防止詰寄の受講指〆j、についてJ)

(2)実施結果の復命

庁外活動をl'1':c安全衛牛業務を実施した後、速やか

に別紙5の復命書(災害調査害すでに本省J肯定江主命

書がある宅>のは除く。また、同独自の禄式がある場台
はこれlこよって蒸し支えない)を作成し復命すること。そ

の際、当談事業場に主メナる安主衛止水準、危険椛賊・

有害業務の状況等について記述する三と。また、継続

して指導を実肱した場台は、指導経過を明らかにして
おくこと。

6 適切な研修の実施

安全衛牛業務を的確に実』面するため、安全衛牛担当

職Hに対する研修について、中央研修の充実を園るとと
もに、所属局署における実地訓練を行う三ととしていとと

ころであり、各局にオコいて、今後、安全樟J牛専門実地訓練

実施夏綱に基づき、的確に実施すること。
また、技術劇修等を実施する際は、安全衛生部署以外

の部宮に配世された専門官、技官等も対象とするよう配
慮すること。

［以下の別紙は也、略した。］

別紙1 イ|間安全衛止業務言|仰l
別紙2 安全衛生業務実績端告

別紙3 安全街中指導書

別紙4 改善報告書
別紙5 安全衛生指導復命書 出
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連載第24回

全国の繊維産業の組織化
塩沢美代子

“無法地帯”だった泉州

大阪府の和歌山県に近いあたりの地名が、 
泉南郡とか泉北郡だったので、泉州地区と呼 
ばれていた。関西国際空港が、この辺にでき 
たらしいが、昭和30年代後半、ここは中小の 
紡績や織布の工場が密集していて、かつ労働 
基準法が、全く守られず、戦前の“女工哀史” 
が、そのまま再現されている地域だった。蚕糸 
労連が、繊維労連と名称を変え、幅広く未組織 
の繊維産業の組織化に乗り出したとき、ここも 
主要な対象地域になった。
九州の鹿児島や五島列島からの、中卒の 

集団就職者が働ぐ年少女子の職場なのに、 
2交替制による24時間操業をしており、休日も 
月に2回くらいのところが多かった。
地元の労働基準監督署が、手をこまねいて 

いたわけではない。12時間労働が常態になっ 
ている地帯で、いきなり8時間労働といっても 

無理なので、とりあえず是正基準として、10時 
間労働を目指していた。そして深夜業と休日労 
働をやめさせようと、抜打ちに工場に踏みこむ 
という査察を行っていた。

これに対し、各企業ともさまざまな、対策を 
講じていた。

このあたりの最大手だった阪本紡績では、 
正門の守衛所には、机の下にベルが設置さ 
れていた。それを押すと、そこでは音が出ず、 
ずいぶん離れた工場で、警報がなり、直ちに 
機械が止まり、作業中の労働者は、かけ足で 
地下道を通って、原綿倉庫か寄宿舎に避難？ 
するように訓練されていた。
深夜業の場合、監督官が来た時間が、終業 

時間に近い場合は、そのまま休めることもあっ 
たが、たいてい午前〇時とか1時だったので、 
監督官の車が、工場から遠ざかったのを確認 
すると、守衛がまたベルを押して、機械が回転 
しはじめ、作業が再開されるということだった。
昭和36年にこの工場に労働組合を結成す
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るときは、何度も暴力問のなぐりこみを受ける

など、たいへんなたたかいた、った。そのとき怯

える矢子労働者をはげまし、リーダーシップを

とり、結成後は役員もやった女性のHさんは、

後にこう述懐する。

「熊本の天草の農家から働きにきていた私

は、農家は早朝から手許が階くなるまで働い

ていたから、 12 時間労働も～り前だと思ってい

た。 i草炭労働は眠気とたたかうのがつらかった

が、工場で働くということは、こういうものだと

思っていた。

しかし、この労働条件に反発を覚えたのは、

休日労働の現場をおさえようと、日曜日の監督

官がきたときのことだった。工場に警報がなり、

全員が原総合陣におしこめられた。ぎゅうぎゅ

う詰めで、白分の汗も隣の人の汗も、 緒に

なって流れる不快さのなかで、遠くから盆踊り

の音が聞こえてきた。工場の騒音のなかでは

全く気づ、かなかったが、静まりかえったので、

聞こえてきたのである。私は盆踊りが大好きで、

“私も踊りたい"とI41った。 “今日はH曜日なの

に、お役人が帰ったら、また工場で働かなくて

はならない"と思うと、 J!t~性に腹が立ってきた。

これが私が、労働条件に疑問をもった、最初

だった」と。

辛かった睡眠不足

阪本紡績は、当時は従業員下人規模で、男
子も相～数いたから、その半数ぐらいが巾心

になって、組合結成を試みた。会社側につい

た男子との闘で、作業を終えて山てきた久子労

働者の争奪戦となったが、そのときHさんが、

「この人たちについていこう」と、大声で組合結

成派の男性たちのほうに、みんなを誘導した。

それが矢作のほとんどが、組合結成に参加す

る、きっかけとなったそうである。組台結成の

準備の最巾に、会社にばれたので、突発的に

結成大会をしたので、 Hさんも争奪戦に出会う

まで、何も知らなかった。

しかしH曜円に、盆踊りにもいけない不満

がきっかけとなり、木能的に組合派について

いこうと141ったそうであるo

暴力凶とも対峠するほど、たいへんな騒ぎ

だった結成3時は、繊維労連の組織部長と大

阪総評のオルグが、現場にはりついて支擁し

たが、やっと夜着いてI巨常な組合活動が行わ

れるようになると、私がここに派遣された。

阪紡の女子組合員に、労働組合とは何か、

職場や寄宿舎での不平不満は、どうやって組

合にとり上げてもらうかなどの学習をするため

だった。と同時に、阪紡を皮切りに、その地域

の1 [ '小規模の繊維o易にも組合がつくられた。

それほどれも火性だけで結成したばかりで、組

合運営のすべてを指導し、企業側についた男

子の妨害から、彼女らを守ることが任務だった。

実際には、前者より後者のほうが中心となっ

た。しかし宿舎は阪紡の寄宿舎だった。ここで

は、 15畳に 10人が暮していたから、夜、は11人
凶の住人となった。製糸 :1場では、寄術舎に、

客室とか由会室があったので、そこに泊れた

が、ここにはなかった。私は夜はどんなに遅く

てもいいが、朝早いのは苫Fだったので、後

蚤の部犀に寝るため、 1週間交主主で部屋を代っ

た。

組合ができるまでは、 1 2時間労働で2交替

だったが、結成後の同体交渉で 10時間に短縮

した。それで早径は午前4時始業、後吾は午後

12時終業となった。

後需の人は、毎晩作業を終り宵宿舎に帰る

とき、動物の雄叫びのように、ウォーッといい

ながらはいってくる。解放感が自然とそうなる

らしい。すぐ風円場に走り、やっとリラックスし、

寝静まるのは、早くて午前1時になる。私はそ
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の後にやっと眠りにつくが、 3時半になると、日JI

棟の早岳の部屋で、起床のベル代りに、すご

いボリュームで、流行歌が響き渡る。

私は必ず日が覚めてしまうが、誰ひとりびく

とも動かずに、泥のように寝こんでいる。早苔

が出勤してしまうと、私はまた肘るのだが、寝付

きの悪い私は、やっと熟睡すると、遅番の起床

時間になってしまう。泉州地区の 11事で、もっ

ともつらかったのは、睡眠不足だった。昼間は

周辺の組合を訪ねるのだが、ある H、その途

中で身体がしんどくてたまらなくなった。当時は、

その辺に小さな林が点抗していた。晩秋の小

春日和の日だった。私は林の奥にはいって、

沢山あった落ち葉をかき集めて、その上に横

になり、コートをかけて休んだ。そのうちに眠っ

てしまい、 1時間くらいでい覚めた。そのとき身

体が軽くなり、すっきりしたのを今も覚えている。

各地のオルグ活動で、さまざまな経験をしたが、

地べたに寝たのは、あのときだけだったo

当時の泉州労働事情は、それだけでー附の

本になるくらいだが、先を急ぐために、特に印

象の強かったことに止めよう。

“私生活"を取り戻す

女性だけで組合をつくった工場で、労働基準

法の "?i臼会をした。そこでも 12時間労働を 10

時間に短縮できたばかりだったが、“法律では

8時間と決まっており、ほとんどの工場で実施

されている"と話したときである。組合長の女性

が同をまるくして、 r8時間しか働かないなんて、

時間が余っちゃう」といったのである。これは

この地域で共通な感覚だったと思う。集悶就職

でこの o是に連れてこられて以来、 12時間労

働をしてきたから、彼 kらには、“私生活の時

闘"という概念が全く存在しなかったのである。

私はいささか酷な表現だったかと思うが、「あ

なたの人生、あなたの古春は、この会社を儲

けさすだけでいいの」という問いを発して、訴

しあいをした。彼失らには、すぐにはピンとこ

なかったらしいが、徐々に発想の転換がはか

られたことは、次に記すエピソードが物語って

いる。

それは阪紡の組合結成 l周年の行事に、象

徴的に示された。婦人部の什iしものとして、す

ばらしい手芸展が閃かれたのである。

労働時間が2時間短縮されて生じた私生活

の時間に、子芸が盛んになった。女性たちは、

組合ができる前と後との違いを示すには、手

去展がいちばんいいと考えたそうだ。そこには、

彼失らの日く“きれいな手のこんだ毛糸の模様

あみ"や“レースあみで口のさめめるような美

しいカーテン"などが並んだそうである。

暴力による組合つぶし

その一方で、いまだに忘れられない悲しい

場面もあった。

従業員 100 人規模の織街工場で、組合をつ

くろうと、寄術舎の食堂に集合した女性たちに、

1 : 1語長に命じられた男子 1.員と地元のチンピ

ラが、野球のバットと椅子をふり廻して殴りこん

だ。彼らもしらふでは、女どもを殴りたおせない

ので、したたか酒をあおっていたから、ひとた

び殴り山すと、とどまるをしらず、重軽傷は 10

数人に及び、女子労働者と支援者 8名が入院

した。私はなかでも重傷だった 16 歳の少女を

見舞った。

あどけない丸顔は、頭から耳にかけて包帯

につつまれ、苦痛にゆがんでいた。バットで殴

られた胸がもっとも重傷で、呼吸が古しくて横

になれず、丸めたふとんによりかかって、あえ

いでいる。彼長は組合結成のことなど全く知ら

ず、みんな食堂に集まれというので、そこにい
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たに過ぎない。私は白菜もなく、彼女のベッド

の横で、地の底にひきずりこまれる思いだった。

私たちが組合をつくろうと、呼びかけなければ、

こんなことにはならなかったのである。夜、はオ

ルグをすればするだけ、彼女らを危険にさら

すという事実を、どう受けとめたらいいのか、

心の整理がつかなかった。

ある死亡事故の話

また、にわかには信じがたい話もきいた。あ

る織布 o君の男子社只には、ゴ苔でまわって

くる奇妙な仕事があった。侍従 11時頃から、

午前1時頃まで、労働基準監督署の近くに行

き、建物の様子を見守る。 12 時とか午前1時

にあかりがつけば、女子の深夜業祭I上規定

違反を摘発するために、係官が山動準備に再

出勤してきたことになる。したがって暗かった窓
にあかりがつけば、～番はバイクを飛ばして

|今場に急報する。そこで作業は中 1Iされ、女

子労働者は大喜びで、寄宿舎のふとんにもぐ

り込む、という次第である。
ところがある日、この～苔をしていた男子が、

バイクで電柱に激突し、亡くなってしまった。深

夜の戸外勤務の寒さに耐えられず、一杯ひっ

かけていたためともいうが、いずれにしても完

全な業務1('の事故である。しかし、労災保険金

をもらうためには、会宇lが彼が業務上の事故

で先んだことを、認めなくてはならない。会社は

どんな業務だったかを、説明できるわけがない

し、同僚の男千も、 11をつぐんでいた。したがっ

て彼の先は、私 1'l.'i上の過失死に扱われて

しまった。

この結果にどうしても納得のいかないのは、

彼の奥さんである。犬が会干|のために、真伐

中につらい役目をしていたのに、労災保険金

すらもらえないのはひどい。しかし会社は全然

とりあってくれない。途hにくれたあげく、彼女

は、女性だけで結成されたばかりの労働組合

に泣きついた。

相談を受けた 2 0成前後の、女性だけの組
合役員たちは、ひどく～惑した。なせ事なら亡くなっ

た人は、職場では y:_-f労働者を、がみがみと

こき使う管理職で、労働組合結成のときは、会

社の命を帯びて、さまざまな形で弾圧した人で

ある。組合員のなかには、気の毒だというより、

いい気味だ、と141う人が多いだ‘ろう。しかし彼失

らはさんさ守ん話しあったあげに“あの人も会

社に使われていた身だ。私たちをいじめたのも、

会社にそうさせられていたのだ。死んでこんな

惨めな扱いをされてみれば、彼も哀れな労働

者のひとりなのだ"という結論に達したそうであ

る。そこで彼の補償問題にも、取り組むことに

なったというところまでの話を、問践に聞いた

のだが、残念ながら紡*がどうなったのかを、

知る機会はなかった。

労働基準法の無法地帯は、泉州だけでは

なかった。
昭如 30 年代には、全同の4子生服の 6～7割

を生比しているという、悩1山県の児品でも、組

織化のたたかいを経験した。

どこへねっても、電動ミシンの音がするこの

町は、ほとんどの家で、ボタン付けなどの内職

をしているので、黒い布の 11Iが、やたらと眼に

ついた。

こういう未組織の地域へわってみると、繊維

労連傘下の職場の、寄宿舎の生活康境も含

む、労働条件の大きな格孟を感じた。はじめは

ポツダム組合だったとしても、労連が 10年以上

とりくんできた、婦人懇談会の活動によって、

労働条f'lはずいぶん改書されてきたのだとい

うことを、改めて実感したのである。 回
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番号 御意見等の概要 件数 御意見等に対する考え方

1 今回の改正に賛成である。 2件 ―

2
提案されている石綿含有製品だけでな

く、すべての石綿及び石綿含有製品を

禁止すべきである。

10件
「石綿の代替化等検討委員会報告書」を踏まえ、石綿を使用しない製品へ

の代替が可能である石綿含有製品について、製造、輸入、使用等の禁止

の対象とすることとしている。また、今回禁止の対象としていない石綿含有

製品については、その代替化について関係事業者の取組の促進を図るこ

ととするほか、必要に応じ使用状況、代替化の可能性等の調査を行い、製

造、輸入、使用等の禁止の対象とする石綿含有製品の範囲について見直

しを行うこととする。

3
代替化が困難な石綿含有製品を除き、

原則禁止にすべきである。
9件

4

「石綿」の定義に、アモサイト及びクロシ

ドライト以外に、クリソタイル、アンソフィ

ライト、トレモライト及びアクチノライトも

含むことを明示すべきである。

3件
「石綿」には、クリソタイル、アンソフィライト、トレモライト及びアクチノライト

が含まれていることは明らかである。

5
「住宅屋根用化粧スレート」の定義が曖

昧である。
1件 JIS A5423に基づき「住宅屋根用化粧スレート」としている。

6 石綿を0.1％を超えて含有する石綿含

有製品を禁止の対象とすべきである。
1件

技術的に石綿の含有率を確かな精度で測定できる濃度レベルが1％程度
であること等を考慮して、石綿を1％を超えて含有する石綿含有製品を製

造、輸入、使用等の禁止の対象とすることを考えている。

7

石綿含有製品のみが禁止されるのであ

り、指定されている製品全てが禁止され

たと誤解されないよう、特段の配慮を願

いたい。

2件
今回の改正案では、石綿含有製品のみが禁止され、石綿を含有しない製

品については製造、輸入、使用等は禁止されないものであり、その旨周知

してまいりたい。



8 一般工業用接着剤は対象となるのか。 1件 対象とする予定である。

9
不純物として石綿を含有する物はどう扱

われるのか。
2件 石綿を1％を超えて含有する場合には製造、輸入、使用等の禁止の対象と

することを考えている。

10
石綿含有率の判定はどのような方法で

行えばいいのか。
2件

吹付け石綿に係る石綿含有率の判定方法については、「建築物の耐火等

吹付け材の石綿含有率の判定方法について(平成8年3月29日付け基発

第188号)」において既に示しているところであり、これに準じて判定すること

もできる。なお、独立行政法人産業医学総合研究所等においても、判定方

法等に関する相談を受け付けているところである。

11
施行までに十分な猶予期間を設けてい

ただきたい。
5件

施行期日については、周知に必要な期間等を考慮して、今後検討してま

いりたい。12 施行日を遅くとも2005年1月1日としてい

ただきたい。
1件

13 施行日を早くとも2005年1月1日としてい

ただきたい。
5件

14
施行日前に製造、輸入、使用等されて

いる石綿含有建材等については、適用

を除外していただきたい。

12件
石綿含有建材等で施行日前に製造、輸入、使用等されているものについ

ては、製品の状態では建材等の中に石綿が固定されており、石綿が粉じ

んとして発散するおそれがないことから適用除外とする代わりに、解体作業

等の石綿が粉じんとして飛散するおそれがある作業については、石綿によ

るばく露防止対策の周知・徹底を図る方向で、今後検討してまいりたい。15
既存建築物の石綿含有建材も禁止す

べきである。
1件

16
今回禁止の対象となる製品の代替品は

あるのか。
2件

今回禁止の対象とする製品については、「石綿の代替化等検討委員会報

告書」において、代替が可能であるとの結論を得ているところである。

17
摩擦材については、当面適用を猶予し

てほしい。
1件

「石綿の代替化等検討委員会報告書」において、摩擦材については、石

綿を使用しない製品への代替が可能であるとの結論を得ていることから、製

造、輸入、使用等の禁止の対象とすることとしている。

18
繊維強化セメント板の使用禁止はやめ

るべきである。
8件

「石綿の代替化等検討委員会報告書」において、繊維強化セメント板につ

いては、石綿を使用しない製品への代替が可能であるとの結論を得ている

ことから、製造、輸入、使用等の禁止の対象とすることとしている。

19
石綿含有製品の健康への影響はない

のではないか。
1件

石綿は、吸入することにより肺がん、中皮腫等を引き起こすことが明らかと

なっており、また、石綿にさらされる業務による肺がん及び中皮腫の労災認

定件数は年々増加する傾向にある。

20
その他の御意見(労働安全衛生法の一

部を改正する政令案に関する御意見で

ないもの)

・ 既存の石綿含有製品の調査、処分

等に関するもの(3件)

・ 特殊な作業等の管理に関するもの

・ 補償に関するもの(2件)

・ 生産の海外移転等に関するもの(1
件)

・ 意見募集のあり方に関するもの(1
件)

・ 禁止除外品の使用期限等に関する

・ 見直し規定に関するもの(1件)

・ 交換部品に関するもの(1件)

・ 安全宣言に関するもの(2件)

・ 法律の適用に関するもの(1件)

・ 個別の製品に関するもの(1件)

・ 石綿の製造を容認してきた責任に関

するもの(1件)



各地の便り

労災補償業務監察復命書
情報公開①♦労基署のどこをチェック?

労働基準監督署は、年3回、業 
務について都道府県労働局の監 
察を受ける。つまりきちんと仕事を 
しているかどうかをチェックするわ 
けだ。どれだけ多くの被災労働者 
を救済した力凌チェックすわけで 
はもちろんないだろうが、どのよう 
な点に注目してどのような指導を 
しているのか。とりあえず横浜南労 
基署の労災補償業務に関する監 
察内容を！■青報公開法に基づいて 
請求したところ、被災者の氏名等 
を除き、ほとんど全て開示された。
労災の決定が遅れているもの 

を長期未処理事案として、チェック 
している。労災課長は、3か月以上 
未処理の事案を職員ごとに、給付 
種別、受付年月日、労働者氏名、 
負傷年月日、傷病名、内容及び 
未処理理由を毎月報告させてい 
る。なお、脳•心臓疾患と精神障害 
は各々別にあげさせる。労働者氏 
名等は墨塗りで、内容及び理由の 
方も、第三者行為災害以外は、ほ 
とんど墨塗り(こなっている。請求人 
などを特定されるおそれがあるか 
らであろうが、そこまで詳しく理由 
を書いてあるのであろうか。
第三者行為災害の多くは交通 

事故であろうが、加害者や保険会 
社との間でのやりとりも多くて大変 
なようだ。しかし、「処理率が76.7% 
と12署の中で最低であり、この3

か月をみてもさほど改善されてな 
く低迷」とまで書かれてV込。担当 
者が決まっているので、ほとんど 
あんたが最低と言わんばかり。被 
災者救済が遅れているのは問題 
だが、そうであればそれなりの配置 
をするなど工夫がないのだろうか。

われわれは給付の方ばかり気 
になるところであるが、当然労災 
の保険料徴収も重要な業務であ 
る。滞納整理状況を事業場数、件 
数、金額を記して表にして報告じt 
いる。ほぼ9割が整理できている 
のだが、前年度とほぼ同じだと評 
価されている。しかしこれは、前年 
度納入された事業場など、容易に 
把握したもののうち、きちんと納入 
させたものの比率であろう。
不正受給防止対策の実施状況 

についても監察があり、署側は、 
労災課長が作った「労災保険給付 
請求書審査チェッグリスト」を資料 
で報告して1/る。それは「適正給付 
関係等も含む総合的なリスト」らし 
い。残念なことにその審査内容. 
留意点の多くは墨塗りであるが、 
チェックする主体は、担当者、係 
長、課長、次長、署長、各々が「必 
ず確認すべき事項」と「必要に応 
じて確認すべき事項」に分けて整 
理されている。
例えば休業補償請求書で、労 

働者性については、担当者から 

署長に至るまで全て必ず確認す 
ることになっているし、傷病の期間 
などは課長まで必ず確認すること 
になってL •ゝる。ところがなぜか、賃 
金や所定労働時間は必要に応じ 
て確認すべきこととされている。か 
ねてから、残業未払いなどの労基 
法違反をきちんと指摘して休業補 
償を給付することを求めてしゝるが、 
「必ず確認して」もらいたいところ。 
さらに労災担当職員だけではなく、 
監督官に確認してもらいたいので 
ある。そもそもが、労働者の不正 
をチェックする視点であり、違法な 
経営者をチヱックする趣旨ではな 
いと言えばそれまでであるが、ぜ 
ひ改善してもらいたい。
復命書には、「署の要望事項」 

も記載されている。例えば、パソコ 
ンは充足したが、職員独自で習得 
するのは困難なので、局で研修を 
してほしい、社会保険事務所との 
連携について、局にて調整を図っ 
てほしい、といった内容である。
大変驚いたのは、お金の管理 

面で指導を受けている事実であ 
る。原文のまま引用しよう。
指示事項(指導事項)「R見金振 

込書•領収証書』の不適切な処理 
が繰り返し発生し、また、現金保管 
簿について記入漏れが発生して 
いるので、収入官吏全員に対して 
事務処理の適正化を徹底すると 
ともに、管理者等による管理体制 
及び相互牽制体制の強化に努め 
ること。」

ちなみに、同時期に開示させた 
鶴見労働基準監督署の「現金出 
納簿」によると、監督署ではほとん 
ど現金を運用することはなく、労災 
給付以外は、旅費の清算、写真
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各地の便り

現像代、コピーのメンテナンス代 
金、書籍代など、多い日でも10数 
枚の伝票しかないようだ。鶴見よ 
りは横浜南は規模が大きいのは 
事実だ。いや、量の問題ではない。 
現金保管簿の記入漏れなんて、 
役所で許されるのだろうか！！

こうした事務処理のずさんさが、 
横浜南署で最近問題になってい 
る、港湾被災者の労災認定の調 
査の遅れ、労災隠しの横行と甘い 
処分の背景にあるのではないか。
思ったよりも興味深い内容であ 

るので、現在全ての労働基準監督 
署の労災補償業務についての監 
察復命書を開示請求中である。監 
督行政の方も、あわせて開示請 
求した。労働基準監督署交渉の際

にも、活用したい。
(神奈川労災職業病センター) 

※厚生労働省では、平成15年1 
月6日付け基発第0106002号 
によって、「地方労災補償監察 
官指針」を13年ぶりに改訂して 
いる。平成14年12月27日付け 
基労発第12127001号「労災保 
険給付事務処理点検体制の総 
点検の実施等について」による 
と、同年11月に、労基署労災担 
当職員が架空の労災事故を捏 
造し、自分で管理する銀行口座 
に入金させて労災補償費を詐 
取してぃた事件が発覚(当該職 
員は懲戒免職)、前年にも同様 
の不正が発生していることから、 
総点検を指示した。

当然このような主張が通るはず 
もなく、2002年8月、内閣府情報 
公開審査会は原職も公にせよと 
答申。労働局は公開することを決 
めたが、今度は、委員自らが執行 
停止の不服申し立て。もちろんこ 
れも通るはずがなくて、ようやく 
2003年1月21日に、開示の実施 
の案内が通知された。1年あまりの 
やりとりで公開された委員の名簿 
は、下記のとおり。

ちょっと気になるのは、横浜銀 
行人事部審議役の中川さんと労 
働条件アドバイザーの岩嶋さん。 
まず中川さん。どうして経営側の人 
事の現職役職者が調整委員に 
入っているのだ。それならば労働 
組合側の役員も入れるべきでは

地方労働紛争調整委員名簿 ないか。それから岩嶋さん。「労働 
条件アドバイザー」というのはなん 
だろう。気になるので局に問い合

情報公開②•開示までに1年あまりかかる わせたところ、労働条件アドバイ 
ザーと言うのは、全国労働基準団 
体連合会の相談員とのこと。そし

厚生労働省は2001年秋から、 
個別労使紛争の斡旋をはじめて 
いる。各地方労働局で紛争調整 
委員を任命して、その人たちが労 
使のあっせんをする。そこで、制 
度発足直後に、情報公開法に基 
づいて、その委員の名簿の開示 
請求をした。

ところが神奈川労働局は、2001 
年11月28日に、「特定の個人を 
識別するこのできる情報」というこ 
とで不開示。斡旋する人物の名前 
すら明らかにしないのは、覆面の 
裁判官のようなものだと、厚生労 
働大臣に不服申し立てをした。同

大臣は内閣府情報公開審査会に 
諮問し、氏名はいいが、原職名は 
だめだという主張になった。なぜな 
ら、就業先が知られると、当事者 
からの「不当な圧力」や「理不尽な 
行為」に「晒される危険が俄然大 
きくなる」、とのこと。

て中川さんも岩嶋さんも厚生労働 
省OBらしい。原職に沿って任命 
しているわけではないとはいうが、 
経営側人事の人しかいないとは思 
えないし、いかがなものか。それ
に、銀行の人事部に「天下り」とい
うわけで、それはそれで別 
の問題だ。

(神奈川労災職業病センター)

氏名 原職名 備考松田保彦 帝京大学法学部教授 均等調停兼務横溝正子 弁護士 均等調停兼務奥山明良 成城大学法学部教授 均等調停兼務溫谷勝義 社会保険労務士中川悟 横浜銀行人事部審議役岩嶋準三 労働条件アドバイザー
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長時間労働を克明にメモ
埼玉參電気技術主任の過労死認定

昨年5月に死亡したAさん(電 
気技術主任)の奥さんが相談に 
来た。話の内容から過労死であ 
ると確信した。とりあえず奥さんが 
ユニオンに加入することになった、 
奥さんがユニオンに加入するのは 
法的には労働組合法の団結権に 
あたるが、団交権が発生するかど 
うかは難しいところだった。しかし、 
そんなことはかまわず会社に労災 
申請手続きを議題とした団交を申 
し入れた。会社は大阪に本社の 
あるP社で薬品製造機器メーカー 
である。東京支店が埼玉県吉川 
市にある。とにかく団交は開催さ 
れた。そして、労災申請には協力 
することを確約させた。

さて、どうやって労災認定を勝ち 
取るか。
詳細に話を聞いていくうちに、 

なんとAさんが倒れた場所がヌー 
ド劇場であることが明らかぬった。 
倒れた直後に病院に運ばれ、翌 
日脳幹出血で死亡した祕であ6。 
あまり馴染まない場所だが、直接 
関係者に話を聞くしかない。
通常のサラリーマン'でないこと 

は一目瞭然だ。いわゆる関係者 
である。相手も私を仲間と勘違い 
したようで、話は比較的順調に進 
んだ。話によると、夜の6時頃、観 
劇中に突然牛の鳴き声のようない 
びきが聞こえたため、ただちに119 

番したと言う。翌日死亡したと言う 
と、「ここにも来るのかな」と真剣な 
顔をするところが場所の特殊性と 
言える。「来ないと思うよ」と言うと、 
ホッとした顔で現認者の欄にサイ 
ンをした。彼らが怖いのは警察で 
ある。こうして無事11月に春日部 
労基署に申請をした。
異常な長時間労働であること^ 

判明し、職場の同僚から意見書を 
作成してもらう。厚生労働省の過 
労死認定基準を上回るものであ 
ることも判明した。本人が克明に 
メモをしていたからだ。残業は月 
100時間を超え、年間労働時間は 
3,000時間を超えていた。しかし、 
その後本人の“異常”と言える人間 
ドックの診断書が明らかになった。 
高血圧、高血糖による網膜症の 
危険、肝臓悪化等である。こうした

昨年10月、じん肺•アスベスト疾 
患ホットラインを行ったときに相談 
をいただゝたKさん(64才•男性)。 
Kさんは、すでに昨年6月から悪 
性胸膜中皮腫発症と診断され療

事実が過重労働の結果であるが、 
監督署の判断を促進するために 
は、大衆行動が鍵であるという原 
則に従うことにした。
行動は最近活発に取り組んで 

いる北関東ユニオンネットの共同 
行動として展開した。昨年11月に 
は埼玉県知事交渉として奥さんも 
出席し県庁役人に強く要請、同時 
に埼玉労働局交渉でも直接奥さ 
んが訴え、大宮駅前では過労死 
撲滅のビラ配布も取り組んだ。そ 
の後も認定はまだか等の問い合 
わせを担当者に行う。こうした取り 
組みが功を奏したようで、今年の 
3月5日に見事に過労死認定を勝 
ち取ることになった。4月にこの担 
当者は、どういうわけか転勤となっ 
たようだ。

その後私たちは、P社に企業補 
償請求を行っている。この事案か 
らわかるように、タイムカード等の 
存在があったことが重要である。 
現在審議中の労基法改悪の裁 
量労働制が認められると過労死 
そのものが立証できなぐなることに 
なる。断固として反対していこう! 

(埼京ユニオン)

養されていた。ガンセンターに通院 
し、化学療法を中心に治療し、副 
作用が治まっている時期は普段 
通りの生活を送っていた。
早速自宅を訪問し、病気や仕事

40年前の溶接作業で中皮腫
埼玉參同僚の証言を得て労災認定
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のことについてお話した。Kさん 
は、40年前の7年間、横浜市のマ 
リンボイラー製造工場でガス溶接 
ェとして働いたのち転職し、建設機 
械の販売•リース等の管理業務に 
従事され、定年を迎えられていた。
職歴の話を聞くうちに、アスベス 

卜との接触は、40年前のマリンボ 
イラー製造工場での溶接作業以 
外にはないと考えられた。Kさんに 
は、自宅にある会社関係の資料 
や記録を手がかりに、どのような 
作業、作業環境でアスベスト粉じ 
んに曝露したのかを思い出してい 
ただき、メモを作っていただいた。

Kさんは、横浜市の工業高校を 
卒業後、地元のボイラー製造会 
社H社に採用された。1年間ガス 
溶接の見習いをした後、ガス溶接 
専門の作業に従事した。当時、ス 
テライト溶接という特殊溶接の実 
用化をはかった。

ドラム缶を輪切にしたたものの 
内側に耐火用の珪藻土とモルタル 
を塗りあせ炉を作る。炉内にステ 
ライトを溶接する部品を入れ、約 
6⑻でまで予熱を加え、除冷のた 
めアスベストクロスを巻き付け、300 
°Cまで温度を下げる。lm2のアス 
ベストクロスを布団のように3〜4 
枚重ねて中央部を切り、穴を開け 
る。真上からのぞき込むように、 
バーナーでガス溶接する。その時、 
バーナーの熱と高温の炉内の熱 
のためアスベストクロスが焼け、白 
い煙状の粉じんがもうもうと発生 
したという。シールドやマスクはしな 
かった。作業が終わると、帽子や 
前掛け、手袋にはアスベストクロ 
スの粉じんで真っ白な状態になっ 
た。アスベストクロスは、4〜5日で 

ボロボロになるため、その都度交 
換して！/ゝた。このような特殊溶接作 
業は、Kさん専属の仕事だった。

また、作業場の10 メートルほど 
隣には、マリンボイラーの組立エ 
場があった。ボイラーの外壁に使 
う鋼板ケーシング•プレートの内側 
には、アスベストのボードを貼り付 
ける。アスベストのボードを切断し 
てパネル状に加工するため、粉じ 
んがひどかった。Kさんの作業場 
にも、そのB寺のアスベストの白い 
粉じんが飛散してきた可能性力汁 
分考えられた。

H社は、現在港区に本社があ 
る。Kさん夫妻と一緒に本社に出 
向き、人事労務担当者と交渉した 
が、記録がないため、事業主証明 
も出せないという。会社の非協力 
的な対応を見極めたうえ、本年3 
月、横浜南労基署に労災請求し 
た。合わせて職歴や作業内容、療 
養の経過をまとめた申立書、当時 
の工場の見取り図や写真を資料 
として提出した。
一方、Kさんの悪性胸膜中皮腫 

を最初に診断した地元の医療機 
関の主治医と面会し、診断の根拠 
を確認し、請求書への証明と労災 
認定への協力をお願いした。

40年前の作業環境を裏付ける資 
料が乏しい。工場はいまはショッ 
ピングセンターとなり跡形もない。
そこで、Kさんが懇意にしてた同僚 
で、現在所在の分かる方を探し出 
すことになった。昔の転居届けの 
ハガキから、当時工場の工程管 
理をしていたSさんが横須賀に在 
住していることが判明した。さっそ 
く横須賀市内で会ってtゝただき、労 
災請求の趣旨と協力を依頼した。 
後日、労基署の担当官は、当時 
の同僚で現場を知るSさんから聞 
き取り調査を行った。

5月に入り、労基署担当官がK
さんから聞き取りを行った。そして、
6月、業務上として認定するとの知
らせがあった。悪性胸膜中皮腫は
急速な病状の進行が予想される。
Kさんご夫妻の願いも早期に認定 
を求めるものだった。

40年前の工場で7年間の溶接 
作業という職歴であり、アスベスト 
粉じんの曝露歴を確定する作業 
が難航することが予想された。結 
果的には、労災請求から3か月間
という短期間で労災認定された。
他のH社退職者からも、じん肺、
アスベスト疾患の発生が
懸念される。

しかし、Kさんが仕事をしていた (東京労働安全衛生センター)

元請•現場不明、給料明細槌し
愛知♦外国人労働者の障害認定

1997年5月に、受傷。来日して 
日も浅く、右も左もわからない名 

古屋で、友人の車で解体現場に 
連れて行かれた。解体中の現場
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で、バールで畳の下の床板をはず 
す作業中、ガラスの破片が床板に 
落ちていたのだが、光の具合で見 
えず、そのガラスが飛んできて右 
目に当たり、角膜裂傷•水晶体損 
傷し、人エレンズ挿入の手術を受 
けた。当時は、まだ未成年で、言 
葉もわからず、まして日本の労災 
制度があることも知らず、ある程 
度の治療を受けてから、母国(卜 
ルコ)に帰国した。今は、日本人の 
奥さんとお子さんがいる。2002年 
8月に、中日新聞に載った外国人 
労災ホットラインの記事を見て、相 
談に来られた。名古屋南労基署 
に障害補償を請求した。
最初は、担当者は非常に親切 

であったが、決定までの作業が 
遅々として、進まなかった。現場の 
特定ができない、元請けがわから 
ないためであった。この個人事業 
主は、私たちが接触をしたときに 
は、元請けに迷惑がかかるので、 
その名前を明かせないと言ってい 
たのだが、労基署の調査が入ると、 
記憶もないし、引っ越しで書類もな 
いと言い訳が変わってきた。事業 
主のうそを付かないとの誓約書が 
労基署には残されている。
現場の特定のために、労基署 

担当者は、個人事業主と共に、名 
古屋の繁華街の現場付近だろう 
と思われるところを探し回ったが、 
5年前なので様子が一変し、見っ 
けることはできなかった。さらに、 
労基署は、付近の7〜8箇所の商 
店街の会長に、1997年5月頃、立 
て替えた建物はないか?と聞いた 
が、これも、会長が変わっていた 
りしてうまくいかなかった。また、名 
古屋市住宅都市局建築指導課で

捜そうとしたが、地域を限っても、 
建築許可申請の時期を細かく限 
定することができず、膨大な数か 
ら判明できないとの返事だったら 
しい。何故これほどまでに、労基 
署は動いたか？「被災労働者の 
救済のため」と南労基署は言う。
個人事業主に発注した解体業 

者は住所も名前もわかっており、 
私たちもその業者と話し合ったの 
だが、個人事業主へ責任を押しつ 
け、労基署への協力も一切しな 
かった。この点で、労基署の監督 
官は、その業者が元請けと断定で 
きないので、強制的に調査するこ 
とはできない、と結論づけた。
結局、現場韩?定できないまま、 

労働保険番号はこのような件に使 
われる番号で処理された。
平均賃金を算出するための賃 

金明細表は、双方に残っていない 
ため、担当官は、労働局作成の「毎 
月勤労統計調査の建設作業員平 
均賃金」と労働大臣官房政策調

査部作成の「屋外労働者職種別 
賃金調査報告」をもとに、平均賃 
金を算出。

2003年3月31日に、障害補償 
支給は決定された。
書類があまり残っていない状 

況で、障害認定されたのである 
が、手術した医師の診断書に「平 
成9年5月、解体の仕事中にガラ 
ス片が目に当たり当院に受診した」 
ことと、「手術の内容」が書かれて 
いる。南労基署はその病院の医 
師に意見書提出を求めた。また、 
1997年5月に手術したときの病院 
に提出する同意書のコピーがあ 
り、これは、個人事業主が保証人 
となっており、これらの書類が証拠 
となった。

100万円近い最初の治療費は、 
すべて個人事業主の負担だった 
が、療養補償請求の時効は2年 
なので、戻ってこない。

(名古屋労災職業病研究会)

高裁勝訴判決でようやく決着
大阪•ブラジル人労働者の損害賠償裁判

1998年4月の労働災害から5 
年を経て、やっとブラジル人労働 
者Cさんの損害賠償の決着がつ 
いた。事業主側は、かたくなに責 
任を否定、和解にも応じず、判決 
を不服として、被告側が控訴した 
控訴審の高裁判決で控訴棄却と 
なづて、やっと補償が支払われた。
材木加工業の被告会社㈱永井

半は、従業員のほとんどがブラジ 
ル人労働者であるが、職場環境 
は悪く、おがぐす' の散らばった作業 
所で、労働者ただ能率を上げる 
ことだけを厳しく指示されて働いて 
いた。そんな中、指先を挟んだり 
切ったりとIゝった、故事故は日常 
茶飯事で、当然の帰結として、Cさ 
んの転倒腰痛事故、Mさんの右
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腕切断事故などの大災害をJ引くこ

ととなった。

Cさんの労災は、隣の機械かう

商品である材木が孫ちるとこ三を

Cさんが受け止めようとして転倒し

たものであったが、隣の機械で作

業をしていた労働者たセの作業方

;去に問題があり、そ才Uま事業主の

責任であるのは明らかだった。し

かし永井半は、長任を再定し続け、

複数の従業員たちに虚偽の証昌

をさせて、 Cさんσ障害が嘘で虎る

と証明しようとやっきになった。原、

告Cさんi ! !もイ士)jなく、元同僚や

友人の長止青を提出し、永 JI半慣lの
曜を つひとつ明らかにしていっ

た。しかし、そういったやりとりによ

り裁判lはかなり長引いたうえ、裁判

官への心象弘被告、原告の泌方

が悪くなってし、くという、泥試合の

様相を弔した。

一審判決は、双方の言い分が

事故の詳細で食L涯Zうが、事業主

に責任があるとし、一方、被fヰ側
の証拠を考慮して、 Cさんの陣需

を労災障さ等級より五際は軽い

として、和解案で提示して見せたの

とほぼ|可様の額の支払を被告に

員い渡した心それを被告が. j ' i !訴し、

控訴審でも、さらに新たな席偽の

証拠を提出し続けたオメナだが、結

局、判決は棄却となった。

とりあえず、 Cさんの事案につい

ては決着が着いたオHナだが、 Cさ

んの休業'1'に起こったMさんの

事政については、損害賠償裁判l

かまだ進行中である。 Mさんの事

故の最大のat閃は、機械のカバー

がはずされていたことによるが、提

訴しでもうすぐ2"ドになろうむりの

に、永井半は自分の過失につい

てはふ寸Lずに、 Mさんの過失ばか

りを証明しようと、 f子コたこともない

安全教育研修を主張したり、裁判

を長引かせている。

永井半は労災が重なり、特安

職場指定も受け、ポルトガル話

の安全マニュアルなども置くように

改書されつつあるが、労災が起

こっても労働者の責任にする体質

はあまり改善されたとは思えない。

今後も永井半の労働者囲

を支援していく。

(関西労働者安全センター)

神経系統の機能又は精神の障害に
関する障害等級認定基準について

平成 15年8月8日 厚生労働省発表

「精神・神経ιt単害u! c 1止に関する専門検討会」伊区長
原田憲 元束京大学医学部教侵)に主主いて、その検
討結束が「精神・神経の陣百認定に関する守門検討会
報告書J(以下「専門検討会報告書」むち。)として取り
まと従>れたことを踏まえて、厚生労働省では神経系統
の機能又は精神の障害に関する認定思準を全両的に
改正し、本H付けで厚牛労働省労働基準局長カら都道
府以労働局長あて通達した。
1 労災補償においては、業務や通助が原凶で負悔し、
正は、疾病にかかり、その傷病が治っても身休等に
後遺障害が残った上場合には、そ泊後遺障吉の程度(特
級)に凶じた給付(障者(補償)給付)が行われる。

この障害の程度は障害等級として日記止されるが、
これを認定する基準として障官学級認定基準(以下「認
定結準」という。)が設けられている。
今般、専門検討会報告書の内容を踏まえ、精神・神

経の認定基準について全面的に改在したをので去る。
なお、精神神経経の認定結準の4毛布的な改正は昭和
50年以来となる。

2 主な改正内容
(1)月間の出質的な変化を伴土ない精神障害(非器質性精
神障害)である「うつ病」や rpTSDJ等の後遺障者につ
いて、新たに基準を設けた。

(2)月間の出質的IR傷による記憶、思考、判断守の能力の

障害(高次脳機能障害)や脳又はせき髄の器質的損傷
による琳組正後遺障害について、より明確な基準に改
めた。

(3)そO)｛I也、外傷生てんかん等の後退障害について、長
新の医予的知見に基っく基準に改めたロ
3 厚止労働省としては、今回の認定基準の改j fにより
障者認定がこれまでより迅速かつ適正に行われるもの
と与えている。

なお、本認定基準は平成 15イ110lJ 1円以降治ゆし
た後遺障害について適用となる。

参考1改正認定基準の概要

非器質性精神障害

非2品質性精神障百の認定Jr(準については、タ傷性神
経叫に係る ,Jg;と基準のみ設け巳れていたところであるが、
うつ病やP T S D守の精神障宮の労災認定の増加傾  1(11に
鑑札業務同非6~質性精神障制J後退障害一般に闇

して坦同する基準を設どすξとともに、障害認どの時期
を〆 j、したこと
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会織の便!りE

(1)非器質性精神障害の特質と嘩害認定

1"器質性精神障害は、その特質よ、業務による心理的
負荷を取り除き適切な治療を行えば、多くの場合完治す

るのが一般的であり、冠治しない場台でキ»症状がかなり軽
快するのが一般的であること

また、通勤草務時酌遵守、対人闘係・協E舟|上舎の能

力のうち、複数ω能 )Jが尖われている等主主い症状を右し

ている占については、 1"器質件精神障害正特質上、サ'c状
の改善が見込まれることから、症状に大きな改善が認め

られない状態に一時的に達した場台においても、原則と
して療養を継続することとしたこと

(2)障害認定の基準

「抑うつ状態」等の精神症状が認められる宅約について、

H泊牛話や通勤・勤務時間江遵守、対人関係・協調宅等
江号つの能力江障宮の程度に応じ、原則として9級 '12級-

14級の3段階で障害等級を認定すと三ととしたこと

2 脳の器質的損傷による障害

認定基準の明確性のI(IJ上を図る槻点力ら附¢器質的
損傷に阜、づく陣百については高次脳機能障害(れ1)と

身休陀機能障害に|人分したよで、高次脳機能障害と身体

性機能障害のそれぞれについて以下のような基準を議定
するとともに、両者が併存した場台の取扱いを示した

(1)高次脳機能障害は、窓思疎通能力、問題解決能力、

作業負荷に対する持続力・持久力及び社会行動能力
の4つの能 )JO)喪失の程度(必要とされる文援の要介

や程度)に着目して、障害等級 (3 、5、7、9、12、14級)

を認定することとしたこと

ただし、主篤な高次脳機能障当により食事・入浴用
便・更衣や外出等に介護を要するものについては、介

護の程度を踏まえて障害等級 (1 、2級)を認定すること 

(2)身体性機能障当につl,ては、麻痘に者Hし、麻痘し
ている身体の組問や程度により障害等級 (1 、2、3、5、

7 . 9 、12級)を認定することとしたこと

3 せき髄損傷による障害

せき髄損傷による後遺障害についても、必止基準の明
確性のI(IJ上を図る槻点カ応、せき髄m傷に通常伴って止

じる神経凶性勝目光障百等の障者も含めて評価する思準

を設返したこと
障害認定に当たコては、麻障に着目し、麻障の範囲及

びその程度により陣岩等級を認定(1、2、3、5、7、仏12

級)することとしたこと

4 その他

(1)外傷性てんかん
外傷1'1'てんか/叶こついては、従来、てんかんJc作の型

にかかかろず障岩等級を示していたが、発作の型により
労働能力に及ほeす影響が異なることfJも、発作の型と頻

度により障害等級 (5、7 . 9 、12級)を認定することとした

とと

(2) RSD (反射性交感神経性ジストロフィー)(注2)

R S Dの取扱いは、従来認定基準上明確ではtct: lJ.った 

が、外傷後に残る特殊な型の痛みとして慢性期に才Jける

一五の要件(必関節拘縮、公>骨江萎縮、③皮膚応変化引主
膚温の変化、皮膚の萎縮))を満たすも叫プコいて、症状

ω程度によじじて陣岩等級 (7 、9、12級)を認定することと

したこと
注1高次脳機能障害が存する場合には、耳が聞こえて

も, ,葉を理解することができず、「会話をする三とができ
ないこと」等の版状を呈することがあるロ

また、「段取りをつけて物事を行三ことかできなl'J 、川上

事に対する意欲ゃれ意の集巾を持続する三とができな

l'J 、「突然興奮したり、怒り出す」等の版状を呈するこ
とがある。

注 2: R S Dとは、外傷後に生じる慢性終痛であり、激しい

痛みを牛じることがある。

参考2瞳害等級表(関係部分の抜粋)［省略］

参考3各等級に該当する障害の例

非器質性精神障害

9級の例 「対人業務につけないもの」

12級の例「職種制限は認められないが、就労に当たり
泊、なりの配慮が必要であるもの」

14級の例「職種制限は認めらオないが、就労当たり多

少の配慮が必要である寺川')J

2 高次脳機能障害

l級の例 且篤な高次脳機能障害により食事・人y. j }・用便・
史氏等σ〕日常生活動~fi三かできず常時介護を要するもの

ユ級の例 重篤な高次附機能障宵のため向宅内のけ 7r
生活動刊は応できるが、宅外の行動か困難で、随時
他人の介護を必要とする宅の

3級の例 「職騒で仙の人と忌思疎通を図ることができな
いもの」

5級の例 「実物を見せる、キヮてみせる、ジェスチャーで

小す、などの色々な子段とともに話しかければ、子守いメ

や単語くらいは理解できるもの」

7級の伊ji r職場で他の人と意思疎通を凶ることに川難を

1'じることがあり、志味を理解するためには時々繰り

返してもらう必要が庇るもの」
9級σ〕伊ji r職場で他の人と意思疎通を凶ることに川難を

'1じることがあり、志味を理解するため［→ 3 7頁に続く］
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各地の便り

表1労災年金■一時金のスライド率
事故発生日または診断確定日 スライド率

昭和22年9月1日から昭和23年3月31日まで 20,446%
昭和23年4月1日から昭和24年3月31日まで 7,436%
昭和24年4月1日から昭和25年3月31日まで 4,123%
昭和25年4月1日から昭和26年3月31日まで 3,550%
昭和26年4月1日から昭和27年3月31日まで 2,909%
昭和27年4月1日から昭和28年3月31日まで 2,510%
昭和28年4月1日から昭和29年3月31日まで 2,21〇%
昭和29年4月1日から昭和30年3月31日まで 2,006%
昭和3◦年4月1日から昭和31年3月31日まで 1,995%
昭和31年4月1日から昭和32年3月31日まで 1,882%
昭和32年4月1日から昭和33年3月31日まで 1.817%
昭和33年4月1日から昭和34年3月31日まで 1,790%
昭和34年4月1日から昭和35年3月31日まで 1,682%
昭和35年4月1日から昭和36年3月31日まで 1,582%
昭和36年4月1日から昭和37年3月31日まで 1,415%
昭和37年4月1日から昭和38年3月31日まで 1,273%
昭和38年4月1日から昭和39年3月31日まで 1,148%
昭和39年4月1日から昭和40年3月31日まで 1,036%
昭和40年4月1日から昭和41年3月31日まで 948%
昭和41年4月1日から昭和42年3月31日まで 860%
昭和42年4月1日から昭和43年3月31日まで 775%
昭和43年4月1日から昭和44年3月31日まで 686%
昭和44年4月1日から昭和45年3月31日まで 600%
昭和45年4月1日から昭和46年3月31日まで 516%
昭和46年4月1日から昭和47年3月31日まで 452%
昭和47年4月1日から昭和48年3月31日まで 391%

最低保障4,180円に
厚労省♦最高限度額等も改訂

厚生労働省は、7月10日付けで、①労災保険の 
給付基礎日額の最低保障額を8月1日から4,180円 
へ(従来は4,210円)に変更するとともに、②労災保 
険の年金給付基礎日額および療養開始から1年 
6か月経過後の休業(補償)給付基礎日額の年齢階 
層別最低•最高限度額を表1のとおり、また、③労 
災保険の年金および一時金給付のスライド率を表 
2のとおり、各々改正した。ともに、2003年8月1日 
から2004年7月31日までの間に支給事由が生じた 
ものに適用される。同時に、労災保険の遺族(補償)

表2年齢階層別最低•最高限度額

昭和48年4月1日から昭和49年3月31日まで 329%
昭和49年4月1日から昭和5◦年3月31日まで 265%
昭和50年4月1日から昭和51年3月31日まで 226%
昭和51年4月1日から昭和52年3月31日まで 203%
昭和52年4月1日から昭和53年3月31日まで 185%
昭和53年4月1日から昭和54年3月31日まで 175%
昭和54年4月1日から昭和55年3月31日まで 165%
昭和55年4月1日から昭和56年3月31日まで 156%
昭和56年4月1日から昭和57年3月31日まで 149%
昭和57年4月1日から昭和58年3月31日まで 142%
昭和58年4月1日から昭和59年3月31日まで 139%
昭和59年4月1日から昭和60年3月31日まで 134%
昭和60年4月1日から昭和61年3月31日まで 130%
昭和61年4月1日から昭和62年3月31日まで 127%
昭和62年4月1日から昭和63年3月31日まで 124%
昭和63年4月1日から平成元年3月31日まで 120%
平成元年4月1日から平成2年3月31日まで 116%
平成2年4月1日から平成3年3月31日まで 113%
平成3年4月1日;^ら平成4年3月31日まで 108%
平成4年4月1日から平成5年3月31日まで 106%
平成5年4月1日から平成6年3月31日まで 101%
平成6年4月1日力、ら平成7年3月31日まで 100%
平成7年4月1日から平成8年3月31日まで 102%
平成8年4月1日から平成9年3月31日まで 99%
平成9年4月1日から平成10年3月31日まで 99%
平成10年4月1日から平成11年3月31日まで 99%
平成11年4月1日から平成12年3月31日まで 99%
平成12年4月1日から平成13年3月31日まで 98%
平成13年4月1日から平成14年3月31日まで 99%

年齢階層の区分 最低限度額 最高限度額
20歳未満 4,286 円 13,300 円
20歳以上25歳未満 5,119 円 13,300 円
25歳以上30歳未満 6,018円 13,300 円
30歳以上35歳未満 6,738 円 16,387 円
35歳以上40歳未満 7,217円 19,240円
40歳以上45歳未満 7,340円 21,716円
45歳以上50歳未満 7,143円 22,844 円
50歳以上55歳未満 6,508円 24,026円
55歳以上60歳未満 6,091円 23,644円
60歳以上65歳未満 4,369円 21,252 円
65歳以上70歳未満 4,180円 16,473円
70歳以上 4,180円 13,300 円

一時金、障害(補償)年金差額一時金の算定に関 
し、支給された遺族(補償)一時金、遺族(補償)年金 
前払一時金、障害(補償)年金前払一時金 
の額に乗ずべき額も改正されている(省略)。
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大 版・ 関西労働者安全センター E-mail koshc2000@y正1hoo.co.ip
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兵 隊 ・ひょうご労働安全衛生センター E-mail Eトunion@triton.ocn.ne.jp
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〒792-0003新居浜市新回目T1・9・9 TEし（0897)34-0900 /FAX (0897) 3 7・1467

愛 媛 ．えひめ社会文化会館労災職業病相談室
〒790-0066』公山市宮間町8-6 TEL (089) 941-6065 /FAX (089) 941-6079 

高 知 ・財団法人高知県労働安全衛生センター
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